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トピー工業グループの役員および従業員は、
グループ基本理念のもと、全ての企業活動において
法令およびその精神ならびに本行動規範を遵守し、

企業の社会的責任を全うすると共に、
闊達で創造性豊かな企業文化を育む。

ʵ社会の৴པͱײڞΛಘΔたΊʹʵ
トピー工業グループは、

事業の存続と発展を通じて、

広く社会の公器としての責務を果たし、

持続可能な循環社会の

実現に貢献する。

Contents   目次

基本ํ਑
TOP: RepoSt 2025は中長期的なا
業価஋向上に向けた経営戦略を中৺
に、事業׆動、業੷結Ռ、社会的੹任
および経営管理体制に関するす΂ての
情報のうち、特にॏ要な情報を報告する
͜とにより、株主・౤資Ոをはじめとし
たステークホルダーのօさまとのさらなる
対࿩のきっかけとなる͜ とを目指します。

本報告書の作成にあたっては、IFRSࡒ
「ஂ国ࡍ౷合報告フレームワーク」および

経ࡁ産業省「価஋協創ガイダンス」等を
。にしましたߟࢀ

報ࠂ対象範囲
本報告書では、׆動対象を明ࣔしてい
ない項目については、トピー工業グルー
プ（連結）を対象にしていますが、一部の
動およびデータについてはトピー工業׆
株式会社単独の׆動を対象としてܝ載
しています。特に対象範囲を明ࣔするඞ
要がある場合、トピー工業単独の׆動
は、ݟ出しまたは本จ中に「トピー工業」
または「当社」とද記し、グループ会社ݸ
別の׆動については、その会社名をද記
しています。

このたび「Keep the World Moving Forward -未来へ、動か
し続ける」をキャッチフレーズに、国内外のグループ会社を含めた
幅広い事業を紹介する会社紹介動画を制作しました。
キャッチフレーズの「Keep the World Moving Forward -
未来へ、動かし続ける」には、鉄鋼や自動車・産業機械部品など
多彩な事業を通じて100年超にわたって常に人、モノ、社会の「動
き」を生み出し、社会を支え続けてきた企業グループとして、これか
らも人と社会が前進する力となり未来に向かって世界を動かし続け
るという想いを込めました。
新しいキャッチフレーズとともに、未来に向けて前進するトピー工
業グループの姿をお届けしてまいります。ぜひご覧ください。

報ࠂ対象ؒظ
2024年度（2024年4月1日ʙ2025
年3月31日）を主な報告対象期間とし
ていますが、一部2025年4月Ҏ߱の׆
動について΋ܝ載しています。
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「グループ基本理念」に基づく経営を推進し、

技術革新の追求と社会課題の解決によって、

持続的な企業価値の向上を図るとともに

社会の持続的な発展に

貢献することを目指します。
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˙2024年度の取り૊Έ総ׅ
2024年度は、当社グループにとって非ৗにݫしい事業

環境となりました。鉄鋼セグメントは、人手不足等による
建ஙҊ件の஗れから国内鋼ࡐध要が௿໎し、販売数量が減
গしました。自動車・産業機械部品セグメントは、国内で
は自動車メーカーの認証不正問୊により自動車生産୆数が
減গし、米国において΋৐用車の生産がఀ଺しました。ま
た、鉱山機械΍建設機械のグローバルध要΋௿下しまし
た。͜ れらの要ҼにՃ͑、エネルギーコスト΍労務費の上
ঢ、アルミなͲの原ࡐྉ価֨の高ಅなͲが利益を圧ഭした
結Ռ、営業利益は前年度比51億円の減益となる53億円と
なりました。

ʠ̇501: "DUJWF ˍ $IBMMFOHF 2025ʡ総ׅ
前 中 期 経 営 計 ըʠTOP: ActiWe � ChallenHe 2025ʡ

（Ҏ下、A�C 2025）では、それҎ前から当社グループが取
り૊んできた事業基൫強化について、さらに前進させる͜
とができました。その一つが、A�C 2025のॏ点テーマ

「ऩ益力強化と持ଓ的成長」に向けた持ଓ可ೳな販売価֨
のܗ成であり、特に自動車部品事業において大きく進లし

ました。国内完成車メーカー向けの当社グループの販売
シェアは、৐用車用スチールホイールが51%、商用車用ス
チールホイールが87%（いずれ΋当社調΂。2024年度
シェア）と非ৗに高く、また、お٬さまの要๬にԠじた高
付Ճ価஋品の開発をはじめ、構造改ֵによるコスト改善な
Ͳ、ઈ͑ず2CD（品質・コスト・デリバリー）の向上に取
り૊んできた経Ңがあります。͜ うした当社グループのߩ
を改めてお٬さまに͝認ࣝいただき、信པ関係の下で販ݙ
売価֨のܗ࠶成を進められた͜とは大きな成Ռです。ަ ব
の過ఔでは、お٬さまから「トピー工業は།一無ೋのパー
トナー」とのありがたいݴ༿΋௖ଷしています。͜ のධ価
に؁んじる͜となく、ࠓ後΋お٬さまのおࠔり͝とに対
し、当社グループならではのソリューションを提供してい
く所ଘです。

他のA�C 2025のॏ点テーマについては、「事業ポート
フォリオの࠷適化」と「事業基൫の࠶構ங」に関して、発電事
業の廃止、ファスナー事業の࠶ฤおよび中国における৐用車
用スチールホイール事業の拠点集約を実行しました。Ճ͑て
国内において΋、自動車用ホイールの生産拠点の࠷適化を進
めました。また、「ݻ有技術のਂ化」に関しては、ホイールで

発電する技術「TOP: GREEN W)EEL TEC)NOLOG:」を
開発し、実用化に向けた検討を進めています。

しかしながら、͜ れらの成Ռを౿ま͑て΋、ݫしい事業
環境を௓Ͷฦすだけのインパクトを生み出す͜とができな
かった、というのが2024年度までのA�C 2025の取り૊
みの総ׅです。A�C 2025は、֤ 市場のध要がコロナՒ前
に໭る͜とを前提にࡦ定していましたが、実ࡍにはध要は
໭らず、ٯに地੓学的リスクがݦ在化したり、֤ छコスト
が૿Ճしたりと、事業環境はࢲたちが૝定していた΋のか

ら大きくဃ཭していきました。販売数量΋計ըを大きく下
回り、A�C 2025で͛ܝたROE΍営業利益等の経営指ඪ
の進௙΋ݫしいঢ়گでした。͜ のようなঢ়گの下、外部環
境の変化に対Ԡした新たな戦略を構ஙし、一ࠁ΋ૣく現ঢ়
から୤却す΂きとの͑ߟを持つにࢸりました。そ͜でࠓ
ൠ、A�C 2025を1年前౗しでऴྃさせ、2025年度から
2027年 度 を 対 象 期 間 と す る 新 中 期 経 営 計 ըʠTOP: 
ActiWe � ChallenHe 2027ʡ（Ҏ下、A�C 2027）をࡦ定い
たしました。

2024年度おΑͼલதظ経営計ըʠ501: "DUJWF � $IBMMFOHF 2025ʡ

A�C 2027において΋、͜ れまで目指してきた「2030
年のありたい࢟」を変͑る͜とはありません。「新たな価஋
を創造し、社会՝୊の解決をリードするا業」となる΂く、
目の前の経営՝୊に対Ԡしながらະདྷへの道を੾り開いて
いきます。

͜の3年間の事業環境としては、人手不足等の構造的な
問୊により、鉄鋼セグメントはध要の௿໎がܧଓする΋の
と༧ଌしています。また、自動車部品は、生産体制の変化
΍地੓学的リスクにより先行き不ಁ明なঢ়گです。建設機

械用足回り部品は2026年度から؇΍かにध要が回෮する
く事業環境がר込みですが、総じて当社グループを取りݟ
しい͜とには変わりありません。そのため、ॊೈかつスݫ
ピードײを持って経営の଩を取るඞ要があります。

A�C 2027では、当社グループの強みとऑみ、事業機会
とリスクを改めて整理した上で、「طଘ事業の構造改ֵによ
るऩ益力向上」と「コアコンピタンスを生かした成長事業の
छまき」という2つの基本方਑を定めました。環境変化に動
じない強ݻなऩ益基൫を構ஙするとと΋に、シーズとニー

৽தظ経営計ըʠ501: "DUJWF � $IBMMFOHF 2027ʡ

新தܦظӦܭըʠ501: "DUJWF � $IBMMFOHF ����ʡͷԼ、
ऩӹྗ্޲と੒௕へͷछ·͖ Λ྆ྠでਐΊΔ と͜で、
����೥ͷ͋りた͍࢟Λ࣮͠ݱ·͢。

トϐー޻業株式会社
୅ද取締役社௕

τッϓメッセージ
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ズを合கさせた新事業創出への準උを進めながら、2027
年度ROE6.0%Ҏ上を目指す。͜ れが、A�C 2027の全体
૾です。

ଘ事業の構造改ֵによるऩ益ط」しい事業環境を前にݫ
力向上」のみに注力するという͑ߟ方΋ありますが、それ
だけでは2030年度の目ඪとしたROE8.0%Ҏ上の実現は
からछをまいていかなけれ͹ࠓ೉であり、成長に向けてࠔ
ならないと͑ߟています。「構造改ֵ・छまきフェーズ」と
ҐஔͮけたA�C 2027を経て、2028年度Ҏ߱に「ऩ֭・
成長フェーズ」へとาみを進める͜とで、2030年のありた
い࢟を実現します。

〈ηάメント別ઓུ〉
前ड़のようにA�C 2027は2つの基本方਑を͛ܝていま

すが、構造改ֵについては従དྷの取り૊みですでに効Ռが
発現している分野΋ある͜とから、֤ 分野のঢ়گに合わせ
て取り૊みの比ॏをॊೈに変͑ていきます。

˙ࣗಈं・࢈業機ց෦඼ηάメント　 
ࣗಈं෦඼事業は成௕΁のछま͖、ݐઃ機ց用଍ճり෦
඼事業は構଄վֵΛ։࢝
自動車部品事業については、スチールホイール事業の構

造改ֵは大部分が完ྃしており、持ଓ可ೳな販売価֨のܗ
成΋進௙しています。A�C 2027では構造改ֵの࢒՝୊に
取り૊Ήとと΋に、͜ れからは成長へのछまきに΋注力し
ます。特にアルミホイールは͜の先5年間でグローバルध
要が15%ほͲ৳びるとݟ込んでおり、中で΋ASEAN΍イ
ンドでのध要֦大が期଴されます。当社グループは、طଘ
のアライアンス先との提携強化なͲにより、͜ れらの地Ҭ
等における֦販をਤっていきます。また、ۙ 年ѱ化してい
た米国ホイール事業を࠶構ஙします。米国のホイール事業
は地産地ফを進めており、売上の൒分Ҏ上をデトロイト3

（米国の3大完成車メーカーɿフォード、θネラルϞーター
ズ、ステランティス）が઎めていますが、デトロイト3をҙ
ࣝした高付Ճ価஋製品の開発をՃ଎させ、ऩ益の֦大をਤ
ります。Ճ͑て、生産性向上による࠷適生産体制の構ஙな
Ͳ΋進め大෯にऩ益を改善させる計ըです。

建機メーカー向けで圧౗的なグローバルシェアをތる鉱
山機械用ホイールについては、市販用製品の開発΍ライン
ナップ強化、୹ೲ期に対Ԡする生産体制の構ங等により֦
販をૂいます。

建設機械用足回り部品事業は、現在、国内３拠点体制で
運営していますが、拠点のݟ௚し検討΋含Ή構造改ֵにண
手し、࠷適生産体制を構ஙします。

˙మ߯ηάメントはコアٕज़Λຏ͘
鉄鋼セグメントは「成長へのछまき」を࣠にਾ͑、当社グ

ループの強みである素ࡐから製品までの一؏生産体制と、
リサイクル技術をさらにຏいていきます。その一つが、非
鉄બ別ೳ力の高度化です。2025年10月に、明海リサイク
ルセンターで高७度非鉄金属をந出する新設උがՔ働を開
始しました。さらにࠓ後は、廃プラスチックリサイクル΍
ダストからのѥԖந出に΋チャレンジし、利益を創出して
いきます。

一؏生産体制に関しては、素ࡐ部໳である鉄鋼セグメン
トでさま͟まな特性を付༩した鋼ࡐを開発し、それをՃ工
部໳である自動車・産業機械部品セグメントで新たな自社
製品の素ࡐとして׆用する͜とに取り૊みます。͜ れによ
り、鉄鋼セグメントにおいては生産数量の૿Ճによる工場
のՔ働率向上΍調ୡコストの௿減が可ೳになり、自動車・
産業機械部品セグメントでは新製品による売上֦大が期଴
できます。過ڈに当社グループは଱ຎ໣性なͲを有する独
自のֵ新的な鋼ࡐを生み出してきましたが、͜ の20年ほͲ
はそのようなインパクトのある鋼ࡐの開発ができていませ
んでした。しかし、現在のݫしい事業環境の中で߈めに転
じるためには、΋う一度、「鉄をつくり、鉄を͜なす」トピー
として、鉄の成分にண目したֵ新性のある鋼ࡐの開発を進
める΂きであると͑ߟています。本དྷ、当社グループには
その地力があるはずです。

環境配ྀの؍点から高炉メーカーが電気炉への੾りସ͑
を進める中、কདྷ的に高品Ґな鉄スクラップのୣい合いに
なる͜とは自明の理です。ࠓ後、௿ڃの鉄スクラップから
いかにして७度の高い鋼ࡐを生み出すかは、鉄鋼業の՝୊
になっていくと͑ߟます。当社グループで΋長期的ࢹ点に
立ち、高品Ґスクラップのध要֦大を֬実にัଊする΂
く、鉄スクラップのબ別ೳ力の強化なͲのリサイクル事業
の高度化を進めていきます。

͜͜までセグメント͝との方਑を͝આ明してきました
が、全セグメントにおいて、「構造改ֵ」「持ଓ可ೳな販売価
֨のܗ成」「生産性の向上」に取り૊みଓける͜とがベース
にあるという͜と΋、あわせてお఻͑したいとࢥいます。
͜の3点をӬଓ的に進めない限り事業の効率化は成し得な
いという͑ߟの下、引きଓきݎ実な౒力をੵみॏͶてまい
ります。

〈財務ઓུ〉
務戦略においては、構造改ֵ・成長への౤資、株主ؐࡒ

元の強化、資本効率をҙࣝした資金調ୡの3点にਚ力して
いきます。特に株主ؐ元では、DOE（連結株主資本配当率）
2.5%ఔ度をҙࣝしたྦྷ進配当を実施します。当社グルー
プの業੷は外部環境による変動がܹしく、結Ռとして配当
が҆定しないというঢ়گにあり、ଟくの౤資Ոから҆定配
当を期଴する੠を௖いていました。A�C 2027では、業੷

にࠨӈされない҆定的な株主ؐ元を実現します。
また、੓ࡦ保有株式のॖ減なͲ資本効率をҙࣝした資金

調ୡで得た資金で、成長౤資΍人的資本への౤資を強化し
ます。福利ް生のॆ実΍ڭ育機会の提供等、当社グループで
働く従業員へのؐ元をॏࢹする͜とで従業員のエンήージ
メントを高め、さらに強いا業体へと成長していきます。

〈αステナϏリテΟઓུ〉
「TOP: Sustainable GSeen Vision 2050」の実現に向

け、「人的資本の強化」「ガバナンス体制の強化」「D9のさら
なるਪ進」「カーϘンニュートラルのਪ進」を進めるとと΋
に、サステナビリティ戦略と事業戦略とを掛け合わせる͜
とで、経営基൫の強化をਤります。
「人的資本の強化」については、営業・エンジニア等のઐ

໳人ࡒの֦ॆにՃ͑、ʠ自律型ʡ人ࡒの育成に注力します。
ʠ自律ʡは΍りがいとີ接に関係する΋のだとࢲは͑ߟてい
ます。そのため、現在は次ੈ代経営者ީิを対象とする「ト
ピー経営क़」で新事業のاը立Ҋを行うとと΋に、ए手社
員から΋、「͜んな͜とに௅戦してみたいʂ」というアイデ
アをืっています。͜ うした取り૊みを通じて新事業を創
出する͜とができれ͹、社員の΍りがいは向上するはずで
す。経営サイドが社員の΍りがいを後ԡしする͜とで、社
員は主体的に࢓事に取り૊Ή͜とができる。さらにそれを
経営がධ価する。͜ のようなサイクルによって、自律型人
をଟ数༴する当社グループをつくり上͛ていきます。まࡒ
た、人的資本の強化の一環として、当社は「からだ・͜͜
Ζ・ワークライフバランス」の3つを整͑る͜とを取り૊み
方਑として、社員が݈߁で҆৺してೳ力を発揮できるよう
経営༏ྑ法人߁݈」経営®※をਪ進しており、௚ۙでは߁݈
2025（大ن໛法人部໳）」の認定を取得しました。݈ ®経営߁

による社員のೳ力の発揮΋、A�C 2027の目ඪୡ成に不可
ܽであると͑ߟています。
「ガバナンス体制の強化」については、自律的内部౷制を

強化したいと͑ߟています。当社グループはࡒ務監査を中
৺に内部౷制を整͑てきた経Ңがあり、SL2PC、すなわ
ち、̓ 全・法ྩ・品質・製品・価֨のࢹ点を΋っと生かし
ていくと、内部౷制機ೳが強くなるとଊ͑ています。͜ の
՝୊にૣٸに手をଧつ΂く、૊৫改変΋含めた内部౷制機
ೳのݟ௚しをਤっていきます。
「D9のさらなるਪ進」においては、外؍検査΍数量点検

等、品質管理面でのAI׆用に取り૊んでいます。また、ক
དྷ的には、ة険༧知の分野でのAI׆用なͲ΋進めていきた
いと͑ߟています。働き手不足が大きな՝୊となっている
中、AIをੵۃ的にಋೖし׆用していかなけれ͹なりませ
ん。そして人間は、生産性΍品質向上に向けたAIの׆用方
法をʠ͑ߟるʡ役割を୲う。͜ の実現に向け、社員のD9リテ
ラシーの向上に取り૊Ήとと΋に、D9エキスパートの育
成΋進めていきます。
「カーϘンニュートラルのਪ進」に関しては、発電事業の

廃止΍ண実な省エネへの取り૊みにより、日本੓෎が
「G92040ビジョン」に͛ܝる「2035年度CO2排出量60%
。減」目ඪをすでにୡ成しています（Scope 1,2が対象）࡟
用しながら、2050年目ඪ׆後΋オンサイトPPAなͲをࠓ
であるカーϘンニュートラルに向けてาみを進めてまいり
ます。

ʮ0OF トϐーʯͰ࣍なΔ成௕΁

「経営とは掛け算である」というのがࢲの持࿦です。当社
グループには、3つの事業部とଟ数のグループ会社がଘ在
します。それぞれが౒力と創ҙ工෉をॏͶる͜とはॏ要で
すが、それを単独で行っているだけでは足し算΍引き算に
しかなりません。֤ ૊৫が࠲ࢹを高めてグループ全体を၆
ᛌし、新事業・新技術・新製品のժを୳し、と΋に育てて
͜そ掛け算が生まれ、新たな価஋が創出できると͑ߟます。
͜のようなҙਤを込め、A�C 2027には「h One トピー でɦ
新たな価஋創造ʂ」という෭୊をఴ͑ました。また、人と
人、事業と事業を結びつける΂く、経営اը部内に事業化
ਪ進ࣨを新設しました。事業化ਪ進ࣨが中৺となり、૊৫

の֞ࠜを越͑て「One トピー」がܗ成されるよう૊৫ͮく
りを進めていきます。

現在の市場からのධ価として、当社のP#Rが1ഒを割っ
ている͜とには大きなة機ײを๊いています。͜ のঢ়گを
ଧഁする΂く、まずは2027年度のROE6.0％Ҏ上の目ඪ
のୡ成、そして2030年度のROE8.0％Ҏ上の目ඪに向け
て、A�C 2027での「成長へのछまき」を出発点に次の成長
をඳいていきます。͜ れからの当社グループのඈ༂に͝期
଴ください。

。経営研究所のొ࿥商ඪです߁は、NPO法人݈「®経営߁݈」※
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前中期経営計ըʠTOP: ActiWe � ChallenHe 2025ʡで
は、事業戦略の「資本生産性の向上と事業ポートフォリオの
ॏ要՝୊として取り૊み、発電事業の廃࠷適化」について࠷
止、ファスナー事業の࠶ฤ、中国৐用車用スチールホイール
事業の࠶ฤを進めました。また、「ऩ益力強化と持ଓ的成長
に向けた事業基൫の࠶構ங」については、自動車・産業機械
部品セグメントの拠点集約による生産体制の࠷適化΍持ଓ
可ೳな販売価֨のܗ成を進めました。その他、ホイール発電
技術「TOP: GREEN W)EEL TEC)NOLOG:」の開発なͲ
一定の成Ռを得る͜とができました。

非ࡒ務目ඪは֓Ͷॱ調に進௙しました。特にCO2排出量
については、発電事業の廃止なͲにより、2013年度比57％
。減をୡ成しました࡟減と大෯な࡟

しかしながら、前中期経営計ըの期間中はध要環境のѱ
化΍ॾコストの上ঢ、高止まりなͲのӨڹが大きく、事業
ポートフォリオの࠷適化΍持ଓ可ೳな販売価֨のܗ成なͲ
の࠷大限の౒力をॏͶましたが、事業環境のѱ化Өڹをカ
バーしきれませんでした。

た目ඪ（2025年度ROE８.0％Ҏ上なͲ）͛ܝ務目ඪにࡒ
は、いずれ΋ະୡのݟ込みとなりました。

新中期経営計ը期間の事業環境については、鉄鋼業界
は、人手不足等の構造的問୊により、ध要ఀ଺がܧଓする
通しです。৐用車業界は、生産体制の変化΍地੓学リスݟ
クにより、先行き不ಁ明なঢ়گです。建設機械業界は、
2026年度から؇΍かにध要回෮するݟ込みです。

͜のように事業環境の変化が引きଓきݟ込まれる中、新
中期経営計ըのࡦ定にあたり、当社グループの強み、ऑみ、
機会、ڴҖについて改めてݟ௚し、方向性を定めました。

まずは事業環境の変化に動じない強ݻな事業基൫の構ங
がඞ要です。また、当社グループの強み、たと͑͹素ࡐか
ら製品までの一؏生産΍、リサイクル事業の知ݟなͲのコ
アコンピタンスをさらにຏきあ͛ていく͜とがඞ要です。

͜の方向性を΋とに、新中期経営計ըの基本方਑を「コ
アコンピタンスを生かした成長事業のछまき」「طଘ事業の
構造改ֵによるऩ益力向上」と定めました。

2030年のありたい࢟である「新たな価஋を創造し、社会
՝୊の解決をリードするا業」はそのままに、ૣ に現ঢ়ٸ
の 経 営 ՝ ୊ に 対 Ԡ し、持 ଓ 的 な 成 長 を 実 現 す る た め、
2027年度までの実行計ըを͛ܝました。

財務໨標 ඇ財務໨標

構造改ֵ・छまきフェーズである新中期経営計ըでは、
2027年度にROE6.0％Ҏ上をୡ成する͜とを目ඪとしま
した。2024年度、2025年度は੓ࡦ保有株式の売却Өڹが
あった͜とから、6.0％のୡ成にはさらなるऩ益力向上が
ඞ要なঢ়گです。

次期中期経営計ըでは、ऩ֭・成長フェーズにೖる͜と
で、当社が株主資本コストと認ࣝしている水準とಉ水準の
ROE8.0％Ҏ上を目指してまいります。

サステナビリティ戦略の実効性を高めるために、非ࡒ務目
ඪとして基本となるESG指ඪを採用し、引きଓき取り૊んで
まいります。

2027年度をターήットとした新中期経営計ըは、2030
年度をݟਾ͑た次期中期経営計ըでの成長に向けた構造改
ֵとछまきのフェーズとҐஔͮけています。

新中期経営計ըでまいたछが2030年に向けて成長し、
持ଓ的成長につながっていく͜とをاਤしています。

લதظ経営計ըʠ501: "DUJWF � $IBMMFOHF 2025ʡ総ׅ

ͱ基本ํ਑ੑ޲定のํࡦ経営計ըظ状ೝࣝΛ౿ま͑た৽தݱ

2030年の͋りたい࢟ʹ͚޲た৽தظ経営計ըの位ஔ͚ͮ

৽தظ経営計ըʠ501: "DUJWF � $IBMMFOHF 2027ʡの໨標
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事業ڥ؀のมԽにॊೈ͔ͭਝ଎にରԠす΂͘、̍ ೥લ౗͠で৽தܦظӦܭըΛスタート

఺ࢹ)4& ධՁ指標 数஋໨標

環 境
CO2排出量

（Scope 1, 2 & 3）

カーボンニュートラルを
目指す

（2050年）

社 会

女性管理職比率
10％以上

（2030年度）

国内労働災害件数
毎年0件を目指す
（休業災害以上）

ガバナンス
重大な

コンプライアンス
違反件数

毎年0件を継続
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Topic

2027TOPY Active & Challenge

事業戦略として、طଘ事業の事業基൫強化と持ଓ的な成長事業のछまきのための֤施ࡦをਪ進します。

、務戦略においては、構造改ֵと成長への౤資を実行しࡒ
株主ؐ元の強化をਤるとと΋に、資本効率をҙࣝした資金
調ୡを実施します。

構造改ֵと成長への౤資では、事業戦略にԊってऩ֭・
成長フェーズへ向けたछまきの౤資を行っていきます。

株主ؐ元では、新中期経営計ը期間中は、ྦྷ 進配当を実
施いたします。配当額の決定にあたっては、DOE（連結株主
資本配当率）2.5％ఔ度をҙࣝして決定する͜ととします。

市場環境なͲをצҊした機動的な自己株式取得΋あわせ
て実施していきます。

資本効率をҙࣝした資金調ୡでは、੓ࡦ保有株式を2026
年3月末で連結७資産の10％ະຬまでॖ減する目ඪに向け
て進めるほか、有利子ෛ࠴の׆用΋実施していきます。

「TOP: Sustainable GSeen Vision 2050」の実現に向
けて、サステナビリティ戦略の相৐効Ռを発揮する͜とで、
経営基൫を強化してまいります。

ガバナンス体制の強化では、先行き不ಁ明な事業環境下
において΋適੾に事業の଩取りを行うとと΋に、ا業価஋
向上のための戦略をよりਝ଎に実行するためガバナンス体
制を強化してまいります。

人的資本の強化では、新中期経営計ըୡ成に向けて、従
業員が主体性を発揮して׆༂する͜とが非ৗにॏ要です。
そのため、事業戦略をਪ進する営業・エンジニア等のઐ໳
人ࡒを֬保しつつ、自律型人ࡒの育成をਪ進します。

D9のさらなるਪ進では、D9による業務とプロセスの効
率化・高度化を通じて人的資本を͑ࢧ、生産ֵ新、品質管
理の高度化を実現し、΋のͮくり改ֵによる経営基൫の信
པ性を高めます。

カーϘンニュートラルのਪ進は、発電事業の廃止΍省エ
ネ׆動のਪ進等により、日本੓෎がG92040ビジョンでܝ
͛る2035年度CO2排出量࡟減目ඪはୡ成ࡁみです。

後΋、日本੓෎のG92040ビジョンに基ͮきCO2排出ࠓ
量࡟減に取り૊んでまいります。

事業ઓུ

財務ઓུ

αステナϏリテΟઓུ

ઓུの基本ํ਑ ઓུのํੑ޲ ॏ఺取り૊Έ

化ڧ内事業基൫のࠃ

構଄վֵ
●乗用車用アルミホイール事業の連携強化・組織効率化
●乗用車用スチールホイール事業のさらなる事業構造最適化
●建設機械用足回り部品事業の最適生産体制の構築

ੜੑ࢈の޲上
●鉄鋼事業の操業の安定化に向けた設備投資や製造原単位の低減
●設備の自動化、DX活用

持続可能な
ൢചՁ֨のܗ成

●製品・サービスの価値訴求による価格改定への顧客の理解獲得
●コスト変動を適切に反映する価格改定ルール見直し推進

ւ֎事業基൫のڧ化

ւ֎事業࠶ฤ
●グローバル生産体制・サプライチェーンの最適化
●各拠点の収益基盤強化

ถࠃ事業࠶構ங
●現地メーカーへの拡販
●生産性向上による最適生産体制の構築
●持続可能な販売価格の形成

市ൢ඼の֦ൢ
●市販用製品の開発・ラインナップ強化
●短納期注文に対応する生産体制の構築

コアコンϐλンスΛੜ͔
͠た৽੡඼・৽プロη
スの։発ଅਐͱ成௕
市場΁のల։

Ұ؏ੜ࢈੡඼の 
ൢച֦େ

●一貫生産製品（自社鋼材を使用し社内で加工した製品）の品種拡大
による製品販売の拡大

৽市場・成௕
市場の৽ن։୓

●アライアンス先との提携強化による新市場・成長市場（ASEAN、
インド等）でのアルミホイール拡販等による収益拡大

●建設機械需要の拡大が見込まれる新興国でのビジネス強化に向け
た検討

৽੡඼の։発

●高付加価値ホイールの開発（表面処理の高度化等）
●「TOPY GREEN WHEEL TECHNOLOGY」（ホイール発電技術）  
の実用化に向けた検討
●マイカ製品の新分野開拓 

 ෇ՃՁ஋੡඼のߴ
֦ൢ

●高付加価値製品（マストレール、TACoil®等）の販売強化

リαイクル事業のߴ度化ͱ॥環ܕϏジネスのల։
●明海リサイクルセンターにおける選別能力の増強による鉄・非鉄
金属・廃プラスチックのリサイクルの高度化

●製鋼ダストのリサイクル技術の開発および商用化検討

持
続
的
な
成
長
事
業
の
種
ま
き

既
存
事
業
の
事
業
基
盤
強
化

2025年10月１日に、連結子会社である「九州ホイール工業株式会社」の社名を改め、
「トピー工業九州株式会社」とする社名変更を行いました。
トピー工業九州株式会社は、アルミホイール事業のマザー工場として高付加価値製品の
生産を担っており、今後は他の生産拠点を支援していくことで、成長分野であるアルミホ
イール事業の連携強化・組織効率化につなげてまいります。
また、今回の社名変更は、新中期経営計画で副題として掲げた「『One トピー』で新たな
価値創造！」の実現に向けて、組織の垣根を取り払いグループとしての一体感を醸成していく
１つのステップです。

事業ઓུのਐ௙ʙ৐༻ं༻Ξルϛϗイール事業の࿈ڧܞԽ・૊৫ޮ཰Խ
ʮ0OF�トϐーʯに͚ͯ޲

務管ঠ役員メッセージɿP.13ࡒ

人的資本戦略ɿP.57

D9戦略ɿP.15

ガバナンスɿP.68

カーϘンニュートラルɿP.45

%9 ͷ
͞ΒͳΔ

ਪਐ
ΧーϘϯ

χϡートϥϧ
ͷਪਐ

5O1:
4VTUBJnBCMe
(Seen 7JTJPn

����
Ψόφϯε
ମ੍ͷڧԽ

ਓతࢿຊͷ
Խڧ

3ͭのํ਑ ֓要

構଄վֵ・
成௕΁の౤資

●国内事業基盤強化や新製品開発・成長市場開拓（海
外アライアンス強化含む）への投資を実行

株主ؐ元のڧ化
●新中期経営計画期間中は、累進配当を実施（DOE
（連結株主資本配当率）2.5%程度を意識）
●機動的な自己株式の取得

資本効率Λ
ҙࣝ͠た資金ௐୡ

●政策保有株式を連結純資産の10％未満まで縮減
●有利子負債も活用
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財務؅ঠ໾һϝοηーδ

新中期経営計ըʠTOP: ActiWe � ChallenHe 2027ʡ（Ҏ
下、A�C 2027）は、「طଘ事業の構造改ֵによるऩ益力向
上」と、「コアコンピタンスを生かした成長事業のछまき」と
いう基本方਑の下、「2027年度ROE6.0%Ҏ上」を経営指ඪ
といたしました。͜ の目ඪをୡ成する΂く、ࡒ務面では、「構
造改ֵ・成長への౤資」「株主ؐ元の強化」「資本効率をҙࣝ
した資金調ୡ」を戦略のபとしていきます。

当 社 グ ル ー プ は、前 中 期 経 営 計 ըʠTOP: ActiWe � 
ChallenHe 2025ʡ（Ҏ下、A�C 2025）を開始する前から構
造改ֵに取り૊んでおり、৐用車用スチールホイールの国内

2027年度目ඪのROE6.0%Ҏ上΍、ߟࢀ஋としておࣔしし
ている営業利益130億円は、さま͟まなリスク要Ҽを৫り込
み、A�C 2025より΋֬実性の高い目ඪ設定としています。そ
のため、目ඪの֬実なୡ成に向けてண実に֤छ施ࡦをਪ進し
ていく所ଘです。一方で、その先にある2030年度目ඪ「ROE
8.0%Ҏ上」は、現ঢ়の当社グループにとってはチャレンジン
グな水準ではありますが、株主資本コストとಉ等の水準とし
て、ඞずୡ成しなけれ͹ならない΋のだと認ࣝしています。
目ඪであるROE8.0%Ҏ上の実現に向けては、利益成長だけ

当社グループの基本理念に͛ܝているとおり、ا業׆動
は、「事業のଘଓと発ల」がす΂ての基本です。そしてそのた
めには、΍はり本業でՔ͙力が不可ܽです。また、主要なス
テークホルダーである株主さまから託された資本を効率的に
用し、得た利益を適੾に株主さまにؐ元し、期଴にԠ͑ଓ׆
けなけれ͹なりません。そのため、経営目ඪにஔいたROEの
向上をୈ一義に取り૊みを進めます。

さらに、素ࡐから製品までの一؏生産体制を強みに、当社
グループ全体が「One トピー」となって、社会՝୊の解決を

リードする「社会の公ث」としての࢟を֬立できれ͹、当社グ
ループの次の100年がඳけてくるでしΐう。2022年に基本
理念をݟ௚したࢲ、ࡍたちは「持ଓ可ೳな॥環社会の実現に
͜「するݙߩ とを新たに明ࣔしました。͜ れは鉄に携わると
と΋にリサイクル事業に΋取り૊Ή当社グループの可ೳ性を
ࣔし、社員が働く理༝΍拠り所で΋あると͑ߟています。当
社グループは、成長౤資のਪ進を通じてকདྷに向けたछをま
き、Ք͙力を強化する͜とで「新たな価஋を創造し、社会՝୊
の解決をリードするا業」を目指してまいります。

のは「株主ؐ元の強化」に向けた配当੓ࡦです。当社グルー
プは͜れまで、配当性向の͑ߟ方に基ͮき配当額を決定して
いたため、業੷の変動により配当額が大きく૿減していまし
た。͜ れに対しA�C 2027では、DOE（連結株主資本配当
率）2.5%ఔ度をҙࣝして配当額を決定する͜とを定めると
と΋に、配当額のҡ持または૿額を行うྦྷ進配当とする͜と
で、̓ 定的な株主ؐ元を実現します。また、機動的な自己株
式の取得΋行いながら、資本コスト΍株価をҙࣝした経営を
実ફします。
「構造改ֵ・成長への౤資」としては、国内事業基൫強化、

新製品開発、海外アライアンス強化を含Ή成長市場開୓、リ

生産拠点を集約したほか、௚ۙでは、ファスナー事業の࠶ฤ
΍中国における৐用車用スチールホイールの生産体制の࠷
適化、発電事業の廃止なͲを行いました。しかしながら、構
造改ֵのਪ進にリソースを割いた結Ռ、A�C 2025のࡒ務
戦略の要としていた成長౤資は足౿みせ͟るを得ない結Ռ
となりました。一方、有利子ෛ࠴のฦࡁなͲを進めた͜とで
D/Eレシオは0.5ഒとなり、目҆としていた0.6ഒを下回り
ましたが、͜ れはあくまで結Ռ࿦にす͗ません。͜ うしたঢ়
ੵ、務݈全性を֬保しつつࡒを౿ま͑、A�C 2027ではگ
。的に成長౤資を実行してまいりますۃ

でなくバランスシートに΋目を向けるඞ要があります。その
ため、A�C 2027では資本の効率性に主؟をஔいた施ࡦを
実行していきます。

まずキャッシュインについては、「資本効率をҙࣝした資
金調ୡ」として੓ࡦ保有株式を連結७資産の10%ະຬまで
ॖ減するとと΋に、ඞ要にԠじた有利子ෛ࠴の׆用を進めま
す。2025年度は੓ࡦ保有株式の売却益として50億円ఔ度
を༧定しています。

次にキャッシュアウトですが、ࠓൠ、大きく転׵をਤった

サイクル事業の高度化等への౤資を実行していきます。リサ
イクル事業の高度化に関しては、明海リサイクルセンターの
新たな非鉄બ別ラインへの౤資を2024年度に実施し、
2025年10月に新ラインのՔ働を開始しました。͜ れによ
り、ಔ΍アルミをはじめとする高価な非鉄金属のந出量・販
売量を૿Ճさせる͜とで、ऩ益を֦大させていきます。さら
にࠓ後は、廃プラスチックリサイクルへの設උ౤資΍、新た
なリサイクル事業へのछまきとして製鋼ダストのリサイク
ル技術の開発および商用化΋検討していきます。

Ճ͑て、ࠓࡢの人手不足という՝୊に対し、働き΍すさ΍
社員一人ͻとりのೳ力の向上に向けた「人的資本への౤資」
΋֦ॆしていきます。

「0OF τϐー」で新たな価値Λ創造͠
社ձ՝୊ΛϦーυ͢ΔۀاΛ໨ͯ͠ࢦ
੒௕౤ࢿとגओؐݩΛ一૚ڧԽͯ͠· り͍·͢ ઐ務取締役

社長ิࠤ、総務、ࡒ務、
リスクマネジメント管ঠ

ཱՖ  मҰ

"�$ 2025 キャッシュアロέーシϣン総 （ׅ4年ؒྦྷ計対3年ؒྦྷ計）

"�$ 2027 キャッシュアロέーシϣンํ਑（3年ؒྦྷ計）

"�$ 2027 株主ؐ元ํ਑のมߋ

͜ΕまͰの成果Λૅʹ、৽தظ経営計ըは成௕౤資ʹ஫ྗ

ʮ0OF トϐーʯͰ社会՝୊のղ決Λリーυ͢Δ" �$ 2027の経営໨標ͱキャッシュアロέーシϣン

営業$'
870ԯ円

268ԯ円

214ԯ円

162ԯ円

117ԯ円

109ԯ円

ઃඋ
౤資

644ԯ円

有利子ෛ࠴ฦ済౳　　　　
株主ؐ元

営業$'
528ԯ円

ઃඋ౤資 263ԯ円

188ԯ円

77ԯ円

有利子ෛ࠴
ฦ済౳

株主ؐ元
（株取ಘؚΉݾࣗ）

計ը
（ 年̐ؒྦྷ計）

計ը
（ 年̐ؒྦྷ計）

࣮績
（3年ؒྦྷ計）

成௕
౤資

経ৗ
౤資

ઃඋ
ҡ持

࣮績
（3年ؒྦྷ計）

3年ؒਐ௙率
61%

41%

161%

71%

3年ؒਐ௙率

キャッシュイン

キャッシュイン キャッシュア΢ト

キャッシュア΢ト

資本効率Λҙࣝ͠た
資金ௐୡ  100ԯ円

化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・60ԯ円ఔ度ڧ内事業基൫ࠃ
৽੡඼։発・成௕市場։୓・・・・・・・・・・・・・・80ԯ円ఔ度
リαイクル事業のߴ度化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・60ԯ円ఔ度   ౳

従業員のڭҭ・෱利ްੜのॆ࣮　౳

ྦྷਐ഑当（%0&2.5%ఔ度Λҙࣝ）、ࣗ 　株式の取ಘݾ

人త資本΁の౤資　30ԯ円

株主ؐ元
100ԯ円

ઃඋ౤資
560ԯ円

構଄վ ・ֵ成௕౤資
260ԯ円

ҡ持౤資
300ԯ円3年ؒ営業

$'
590ԯ円

総ֹ690ԯ円 総ֹ690ԯ円

2017年度

80 90

40

103 103
130

88

20 20

88

160
140
120
100

80
60
40
20

0

（DOE2.5%ఔ度をҙࣝ）

・ྦྷ 進配当ɿ配当単価のҡ持または૿額を行う配当方਑
・DOE � 年間配当額 y  連結株主資本

（円）

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2025年度2024年度 2026年度 2027年度

〈従དྷํ਑〉
業績มಈʹΑͬ ͯ

഑当ֹが૿ݮ

Αり҆定తな株主ؐ元Λ໨指͢

〈৽ํ਑〉

ྦྷਐ഑当

市場環境΍資本効率౳ΛצҊ͠、
機ಈతなࣗݾ株式の取ಘΛ࣮ࢪ৽தظ経営計ըؒظதは Λ࣮ྦྷࢪਐ഑当ྦྷਐ഑当ྦྷਐ഑当 �

ྦྷਐ഑
当
աڈ

Λֹߴ࠷
༧૝
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用事ྫ঺հ׆た勤ଵσーλの͚޲ʹ業時ؒの཈制࢒
当社グループは「TOP: Sustainable GSeen Vision 2050」を2050、͛ܝ年までに持ଓ可ೳ

で豊かな社会の実現を目指しています。͜ のビジョンは、カーϘンニュートラルのୡ成΍҆৺・݈΍か
な生׆の提供に向けた取り૊みをபとしています。また、͜ のビジョンの実現と持ଓ的な成長を目指
し、D9のさらなるਪ進をサステナビリティ戦略のॏ要なテーマの一つとしてҐஔͮけています。

͜れまで、基װ業務システムの࡮新΍エネルギーのݟせる化、生産現場のスマートファクトリー
（SF）化なͲ、さま͟まな施ࡦを実施し、いくつ΋の成功事ྫがあります。豊川製造所では「エネル
ギーのݟせる化システム」を׆用して工場のՔ働ঢ়گにԠじた電力ध要シミュレーションを行い、ピー
ク電力を平準化した契約電力の௿減を実現。ྩ 和6年度のエネルギー管理༏ྑ事業者等 中部経ࡁ産業ہදজをड৆しております。
用׆後は、当社グループの強みの源ઘとなる技術力をより進化させるために、操業・エネルギー・品質データ等を一元管理し、AIࠓ
を進めるとと΋に、そのデータから૊৫の࿮を超͑たアイデアを生み出し、全社一ؙとなって新たな価஋創造をՃ଎してまいります。

%9人財ҭ成ํ਑

当社グループは、情報セキュリティをا業価஋向上の基
൫とଊ͑、「情報セキュリティ基本方਑」に基ͮく全社的な
対ࡦ強化をグループ全体にల開しています。2025年度は、
グループ全体を対象としたセキュリティアセスメントを通
じて得られた知ݟを౿ま͑、ネットワーク構成、バック

アップ、認証、ログ管理等の水準をさらに引き上͛、ڭ育
のॆ実を進めます。͜ れにより、̓ 全性とॊೈ性を྆立す
るITガバナンスを֬立し、「デジタルガバナンス・コード
3.0」にଇったܧଓ的なD9ਪ進体制の基൫を整උします。

当社がٻめるD9人ࡒは、デジタル技術をۦ使し、૊৫内
でデジタル化をリードするઐ໳知ࣝとイノベーションへのҙཉ
を持ちチャレンジする人ࡒです。͜ のD9人ࡒを当社では3֊૚

（デジタルエキスパート・デジタルチャレンジャー・デジタル
Ϣーザー）のレベルに分け、それぞれの役割と要件を定めた
上で、ੵ 。育成を進めていますࡒ的に人ۃ

2025年度末までに、スタッフܥ社員約600名をD9人ࡒ
として育成する͜ とを目ඪに2024、͛ܝ年度は、す΂ての社

員にඞ要な一定のデジタル知ࣝとデータ׆用のマインドセット
をৢ成するために、デジタルϢーザー向けのD9キャッチアップ
を促し、デジタルϢーザーのすそ野を広͛てきましߨのड࠲ߨ
た。また、デジタル技術を׆用した改善をリードするデジタル
チャレンジャー、デジタルエキスパート向けの研म体ܥ΋整උ
し、育成を実施しています。当社では、スキル面だけのD9人
れず௅戦する૊৫෩౔のৢ成ڪ育成にとͲまらず、失ഊをࡒ
と、チャレンジを促す࢓૊みͮくりをฒ行して進めています。

ઐ務取締役　技術、݈ 、全、D9戦略҆߁
研究開発センター管ঠ

Ѩ෦  ਖ਼༟

%9ઓུ

45&11　ʙ2027年度（"�$ 2027）

%9の Β͞なΔਪਐʹΑΔ利ӹ૑出
（1）σーλリテラシーڧ化（情報の可ࢹ化）
用ϞσルʹΑΔ業務効率化のਪਐ׆（2）

状ݱ
σジλル׆用の日ৗの࣮ݱ

σジλル׆用の基൫੔උ
業務มֵのମݧ΍事ྫのڞ有

˔現データをऩ集し஝ੵする基൫が一部構ங完ྃ 
σーλ分ੳ基൫の׆用が֤分໺Ͱ։࢝

˔D9事ྫを૊৫ԣஅͰ定ظతʹڞ有
˔D9人ࡒ育成計ըに基ͮき、社員のσーλリテラシー޲上

をਪ進中

˔σーλ΍基準͔Β൑அ・ҙࢥ決定する生産ֵ新、品質管理の
高度化を実現している

˔社員֤ʑがࣗ発తʹ、̓ શʹσーλ΍ੜ成"*Λ׆用をしている
˔΋の くͮり改ֵにより製造ラインのσジλルπイン化に取り૊

んでいる

˔σジλルπイン化を製造ྖҬだけではなく、業務全体΍原価
管理に広͛、シミュレーションに׆用。෦໳ؒのσーλ連ܞに
より、૊৫ԣஅでのҙࢥ決定を実現している

˔社員֤ʑがੜ成"*΍ローコーυ։発Λ行い業務վળ΍σー
λ׆用が定ৗ化している　

ʙ2027年度
σーλυリϒンな日ৗの࣮ݱ

σーλʹ基͖ͮҙࢥ決定͢Δ経営のਪਐ
ࣗ཯తな業務มֵΛଅ͢σーλ׆用定ண

ʙ2030年度
σジλルπインΛ׆用͢Δ日ৗの࣮ݱ

シームϨス、ϘーμϨスな経営Λ࣮ݱ
૊৫、֊૚の͗ܧ໨Λແ͘͢ σジλルมֵ

σジλル׆用ʹΑΔՁ஋の࠷େ発ش
人財と組織機能の両方を高度化し、変化に柔軟かつ
迅速に対応できるا業෩౔΁มֵ

45&1 2　ʙ2030年（͋りたい࢟）

デ
ジ
タ
ル
活
用
技
術
レ
ベ
ル

人財ҭ成

業務管理%9

̙̭ 人財ҭ成ํ਑
σジλルエキスύート

DX施策推進、高度スキル保有

σジλルνャϨンジャー
DX入門・専門講座、実業務でのOJT

σジλルϢーβー
DXキャッチアップ講座

会計系実績データ
工程・設備データ
環境データ　

品質データ
技術・技能データ
安全データ

顧客データ
市況データ

Ϩϕル6
৽たなண૝ΛಘΔ・ͻΒΊ͘

適化࠷別ݸ・人ݸ

まͰリアルのΈの情報Λి子化ࠓ
ͮؾ Λ͖ಘΒΕΔσーλΛ੔උ͢Δ

業務の΍りํΛม͑効果Λ発ݱ

ઃඋ・プロηスの
度化ߴ

શ社業務มֵ

テーマΛʮֻ͚ࢉʯͰͭな͗、
 Ұ؏࠷適、શମ࠷適テーマڧ化

Ϩϕル5
কདྷΛ༧͢ݟΔ

Ϩϕル4
問୊Λ೺Ѳ͢Δ・対͢ࡦΔ

Ϩϕル3
情報ͱ͠ ͯ੔͑Δ

Ϩϕル2
Δ͑ݟ

Ϩϕル1
ूΊΔ

2025年度の
Ϩϕル

2030年度の
Ϩϕル

イϊϕーシϣン・৽たなՁ஋૑出

帳票ペーパレス化・RPA化

෦分・෦໳࠷適化 શମ・શ社࠷適化 Ձ஋の࠷େ発ش

データドリブンによる
変革への意識改革

BIツールの活用による
課題の明確化と迅速な対応

海外通訳
議事録作成

生産計画
自動策定

効率化
 （デジタライゼーション）

生成AIによる働き方変革

エネルギー使用量可視化
スクラップ品質判定 エネルギー使用予測

品質トレーサビリティ向上

物流改革

工程疵検査自動化

設備稼働監視

情報連携

実施済 推進中 計画中

自動化 AI活用

設備予知
予防保全

バリューチェーンでの
GHG排出量削減

品質PDCA高度化
（品質DX）

能率・生産性可視化

2025年度

工場操業データデジタル化

デジタル化 
（デジタイゼーション）

ੜੑ࢈ੜੑ࢈඼質඼質

環境環境

DX人財
300名

DX人財
600名

DX人財
領域拡大・レベル向上

データ連携
による新たな
価値創造

社内外データを活用し
予測に基づく
社内プロセスの連動

顧客要求品質に基づく
価値品質づくりと
トレーサビリティ確立

日次ベースで現場の情報を活用した
マネジメントレベルに変革　　

٬Ձ஋ސ

スϐーυ

඼質

ੜੑ࢈

エネルギー

テ
ー
マ
掛
け
算
に
よ
る
提
供
価
値

活
用
す
る
デ
ー
タ

%9人財
Ϩϕル 役割 要݅ ҭ成खஈ

年度ҭ成࣮績
2024 2025 ໨標࣮績 上࣮ظ績

デジタル
エキスύート

●先進的または高度な技術の導入
を行い、新たなビジネスや業務変
革を実現

●社内DX人財の育成・実践指導

●DXプロジェクトを自ら企画、開発、導入
●次世代エキスパートの指導・教育

●DXプロジェクトのマネジメント実践
●エキスパート人財OJT指導、社内研
修等講義の実施 6 2 10

デジタル
νャϨンジャー

●業務効率化、高度化するための
データ環境やツールの開発、導入
や、データ活用の定着化を主体的
に実践

●ローコード/ノーコードツールの活用
●AI※1開発やBI※2レポートの作成
●AIやBIレポートを活用したデータ分析

●DX入門・専門講座
　（e-ラーニングなど）
●体験型ITツール実践教育
●実業務でのDXテーマを通じたOJT

220 112 410

デジタル
Ϣーβー

●データ活用のための準備を行い、
提供された環境やITツールを使っ
て分析や業務改善を遂行

●ITツールやデータを活用してできることを
理解し、業務改善への適用を考えられる

●DXキャッチアップ講座
　（e-ラーニングなど） 98 62 180

2024年6月
D9認定事業者（D9-ReadZ）更新

目ඪ人数のݟ௚しɿ認定条件のਫ਼査により、エキスパート人ࡒ認定の要件を֨ݫ化
※1  AIɿAStiGicial IntelliHence　人工知ೳ
※2  #Iɿ#usiness IntelliHence　データを૊み合わせた分ੳ΍可ࢹ化によるҙࢥ決定ツール

（単Ґɿ人）

%9தظ計ը ʙ%9ઓུਪਐʹΑΔ経営のߴ度化ʙ
当社の目指すD9（デジタルトランスフォーメーション）とは、デジタルを׆用して、࢓事の΍り方を変ֵ、࢓事の価஋
を向上する͜と。ҙࣝ改ֵからا業෩౔の変ֵを目指す。

%9事ྫͱその位ஔ͚ͮ
現在当社のD9ਪ進は「情報として整͑る」レベル３相当までステージアップしてきています。ࠓ後は生産・環境・品質なͲ

のデータを連携し、さらなる効Ռ創出を目指していきます。

ਤ %%1վળαイクル
データ収集

改善

分析

可視化・共有

当社では、全社共通のデータ׆用基൫「データドリブンプラットフォーム（DDP）」を
ల開しています。DDPは社内֤システムのデータを自動ऩ集し、可ࢹ化・分ੳする
૊みで、従དྷは࣌間΍手間がかかっていた情報の集約΍൑அを、ਝ଎かつ的֬に࢓
行͑るようにします（ӈਤ）。

͜の࢓૊みをۈଵ管理に׆用し、部ॺ別࢒業࣌間の͑ݟる化を行いました。当
月の平均࢒業࣌間΍܏૿ٸ向を事前に把握でき、基準超͑のஹީが出た段֊で現
場が଎΍かに対Ԡを取る体制が整いました。また、可ࢹ化された情報は自部ॺだ
けでなく関係部ॺと΋共有され、部ॺ間の連携΍Ԡ援体制の調整に΋׆用されて
います。

͜の࢓૊みは現場自らがデータに基ͮいて行動を͜ىすจ化の定ணに΋寄༩し
ております。従དྷの「締め後に֬認してཌ月に対Ԡ」というྲྀれから、「その場でଊ
͑、その場で動く」マネジメントへと進化しており、ܧଓ的な改善と働き方改ֵの
Ճ଎を͑ࢧています。

情報ηキュリテΟڧ化ࡦのల։ ηキュリテΟڧ化
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当社グループは、素ࡐ供給部໳としての鉄鋼セグメントおよびՃ工部໳としての自動車・産業機械部品セグメントが相ޓに関連を持
ちながら、素ࡐの生産から࠷ऴ製品のՃ工まで一؏生産を行う金属Ճ工の総合グループです。また、マイカの製造・販売、ロϘット
の研究開発、不動産௞ିおよびスポーツ施設の運営なͲ、事業のଟ֯化に΋取り૊んでいます。

-3,000
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6,000

9,000

12,000

15,000
（百万円）

-25,000

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

（年度）2020 2024202320222021

売上高 営業利益または損失（△）

6,355

110,822 102,618107,971
88,915

9,638
8,038

△625
1,293

75,657

ロボット

土木・建築 看板

化粧品用マイカ

不動産賃貸（トピレックプラザ） 広告

Ұൠ
߯ܗ

ҟܗ
๮߯

˔ࣾ಺ࡐ͚߯޲ ˔଄ધ࢈ɾ ࡐ͚߯޲ցػۀ

ࡐ͚߯޲ઃݐࡐ͚߯޲ઃݐ˔

工業用ファスナー

履帯
履板

ϑΝεφーʢਫ਼ີബ൘όω౳ʣ༺ۀ޻˔

ց༻଍ճΓ෦඼ʢཤ൘ɺཤଳʣػઃݐ˔

乗用車用ホイール 商用車用ホイール 鉱山機械用
超大型ホイールSGOR®

スチール

˔ϗΠーϧ

アルミ
スチール

ҟܗ
߯ܗ

電気炉による製鋼および֤छ条鋼の圧延を行っています。̝
として国ࡐ棒鋼は主に建設用資ܗ鋼およびҟܗ鋼等の一ൠܗ
内外に販売し、ҟܗܗ鋼は主に社内の自動車・産業機械部品
セグメントへ素ࡐとして供給しています。また、鉄スクラッ
プの集ՙ・Ճ工会社΍輸ૹ会社、商社を有し、当社グループ
Ҏ外へ΋商品の販売΍サービスの提供を行っています。

૑ۀҎདྷͷૉۀࣄࡐ

మ߯ηάϝϯト

化粧品等に使用される合成マイカ（人工Ӣ฼）の国内外での販売
֦大΍、当社グループの足回り技術を生かしたロϘットの研究
開発等に取り૊んでいます。また、౔໦・建ங΍、広告・؃൘等
のファシリティ事業、「トピレックプラザ」（東京都江東区ೆ࠭）等
の不動産௞ିおよびスポーツクラブの運営等を行っています。

৽ͨͳऩӹݯΛ૑ग़

ͦͷଞ
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（百万円）
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（年度）2020 2024202320222021

売上高 営業利益または損失（△）

6,558

428

1,228

21,537

7,246794

28,376

15,720

△20 △933

13,350
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
（百万円）
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0
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120,000
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200,000

（年度）2020 2024202320222021

売上高 営業利益または損失（△）

4,447

201,632 190,745198,147
166,542

5,426
4,016

4,813

△221

136,113

※1　履板… 圧延材（特殊鋼）を加工・熱処理して造る履帯の部品。
そのほかの部品との組み合わせで履帯となります。

※2　履帯… 建設機械車両の足回り部品で、鉄製の走行ベルトの名称です。

※2024年3月末に発電事業を廃止しました。

ࣗಈंɾػۀ࢈ց෦඼ηάϝϯト

自動車用スチールホイール・アルミホイール、鉱山機械用ホ
イール、建設機械用足回り部品（履൘※1、履帯※2）および自動車向
け工業用ファスナー（ਫ਼ີബ൘バネ等）等の製造・販売を行って
います。

ੈքトοϓΫϥεͷ૯߹ϗΠーϧɾ
ց༻଍ճΓ෦඼ϝーΧーػઃݐ

300,610 5,300
ࣗಈ ɾं࢈ ց෦඼ηάϝϯトػۀ

190,745 4,447

మ߯ηάϝϯト

102,618 6,355

ͦͷଞ

7,246 428

ച্ߴ Ӧۀརӹ
（百万円）

2024೥౓
ηάϝϯトผ

ച্ߴ

ͦͷଞ

2.4%

మ߯ηάϝϯト

34.1%
ࣗಈंɾػۀ࢈ց 
෦඼ηάϝϯト

63.5%

トϐーۀ޻άϧーϓのۀࣄ
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Ձ஋૑଄

˙ 売上高　　　 営業利益
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���೥ͷྺ࢙ͷதでഓ͖ͬͯた�ͭͷڧΈ

1921 ૑業（年） 2000 2020

1964年に4社（鉄鋼、ホイール、建設機械用足回り部品等）の統合により、「鉄をつくり、鉄をこなす」
一貫生産体制が完成しました。異なる事業の統合による多角化は、自動車・産業機械部品セグメントの
グローバル展開や新たな事業（工業用ファスナー、マイカ等）の創出につながり、経営の安定性を生み出
すとともに、業績の伸長に寄与しています。

1921
宮製鋼所（東都製鋼の
前身）の創設

2008
新日本製鐵（株）（現 日本製鉄

（株））と業務提携強化

2014
豊橋製造所 新製鋼工場ॡ工
環境対Ԡ型高効率電気炉をಋೖ

2021
創立100周年

2009
豊橋製造所 中ܗ圧延工場（ҟܗ
鋼圧延ライン）のೳ力૿強ܗ

1922
˔ サッシバー（૭࿮）

の圧延成功

1953
履൘の圧延
量産開始

1964

トϐー޻業発଍
車輪工業、東都製鋼、東都造機、
東都鉄構の4社合併

1985
米国進出

2003
中国進出

2013
メキシコ進出

2017
インド進出

2016
MWイタリア社と
業務・資本提携強化

৐用ं用スνールϗイール

スチールサッシバーを使用した
昭和初期の建物

1930
˔ 帝国発条製作所（車輪工業の前

身）、自動車用ホイール試作開始

帝国発条時代に造られたホイール

Ұ؏ੜ࢈
ମ制

Έ1ڧ

Ճ޻෦໳の
άローバル

ల։

Έ2ڧ

ಠٕࣗज़ʹΑΔ
Ձ஋૑଄

Έ3ڧ

৐用ं用アルϛϗイール

2009
ホイールのܰ量化
˔ ҟܗܗ鋼リムと鍛造成型ディスクの採用

（商用車用）
˔ 高ு力鋼൘の採用（৐用車用）

1982
ੈ界࠷大の鉱山機械用
ホイールSGOR®の開発

2013
「エネ2020׆」ਪ進開始

2010
ECOD成型ディスクと૊み合わ
せたISO方式ホイール量産開始
約15％ܰ量化を実現

1992
地ٿ環境ࣨを設ஔ

2018
鉄ےコンクリート用棒鋼を
高ີ度でרき取った
日本ॳのコンパクトコイル

「TACoil®」を販売開始

2023
「TACoil®」が国౔ަ通省の新技術情報
提供システム「NETIS」にొ࿥

2020
SuMPO EPD（چエコリーフ）
環境ラベルを6製品で取得

一貫生産体制の確立

2021
鉱山機械用ホイール

「EWolution TZpe SGOR®」
を販売開始

2000
発電事業の開始

鉄鋼事業のインフラ活用
（土地、岸壁、送電設備等）

1974
工業用ファスナー
事業の開始

金属加工技術から発展 1987
化粧品用高品質
マイカの実用化

1999
米国進出

2002
中国進出

2013
インドネシア進出

ઃ機ց用଍ճり෦඼ݐ

1988
米国進出

1994
タイ進出

2011
ベトナム進出

2015
メキシコ進出※޻業用フΝスナー

1989
履൘用௿カーϘンϘロン鋼の
開発による೤ॲ理の効率化

※1964ʙ1976年度ɿݸ別　1977ʙ2024年度ɿ連結

※2024年ఫୀ

トϐーۀ޻άϧーϓの͋ΏΈ

鉄鋼事業の
電気炉溶融技術から発展 2001

アルミホイールに
おけるノンクロム前
ॲ理技術を開発

2020
履帯の水༹性ృ૷を
ಋೖし、VOC排出量を
減࡟

1971
トピー工業中ԝ環境
設උ委員会発足

1998ʙ1999
トピー工業４製造所で
ISO14001認証取得

2018
平成29年度省エネ大
৆で「省エネルギーセン
ター会長৆」をड৆

2020
フランス エコバディス社の
CSRا業ධ価で豊橋製
造所がゴールドධ価取得

2004
「トピー工業環境理念」
「トピー工業環境基本方਑」ࡦ定

2022
サステナビリティ長期
ビジョンࡦ定

2024
国連グローバル・コン
パクトॺ名

2025
当社グループでの
ଠཅޫ発電設උ
Ք働開始

  ࠃ

内

海  

外

技
術
ͱ
৽
ࣄ
ۀ

環
境・α
ε
ς
φ
Ϗ
Ϧ
ς
ỹ

対
Ԡ

঎用ं用ϗイール

2024  3月末　発電事業廃止
事業ポートフォリオの࠷適化の一環
として、 2024年3月31日に明海
発電株式会社の事業を廃止

発電鉄鋼 ホイール 研究開発建設機械用
足回り部品

工業用
ファスナー

異形形鋼技術の原点

2018
中国・タイ進出（旭テック

（株）を完全子会社化）

2013
インドネシア進出
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Ձ஋૑଄

トϐーۀ޻άϧーϓのՁ஋૑଄ϓϩηε

「మΛͭ り͘、మΛ͜な͢ߴ」 ͍ٕज़ྗと
一؏ੜ࢈ମ੍Λ࣠と͠ た
社ձత価値ͷ創ग़と࣋ଓతな੒௕ͷ࣮ݱ

当社グループは、「鉄をつくり、鉄をこなす」高い技術力と一貫生産体制を軸に、お客さまや社会のニーズに応えた製品や
サービスを提供することで、グローバル展開の道を切り開き、さらにコア技術を応用して周辺分野にも事業展開し、成長を続
けてきました。今後も、これまで培ってきた強みと経営資源を最大限活用し、社会課題の解決に取り組み、社会的価値を創
出することで、持続的な成長を実現していきます。

Ճ޻෦໳の
άローバル

ల։

Έ2ڧ

065$0.&
2030

2040

٬のސ
環境ෛՙ

௿ݮ
௿୸ૉ社会の

΁のݱ࣮
貢献ΛՃ଎

%9ਪਐʹΑΔ

த௕ظతなイϊϕーシϣン

Ϩジリエンスの
化ڧ

事業のάリーン化ਪਐ

୤୸ૉ化、ଟ༷ੑの௥ٻ

経営基൫のڧ化

Ϩジリエントな経営基൫ͮ り͘、

持続可能なαプライνΣーン構ங

化হ඼の҆શ ・ੑ
機能ੑ޲上
ロϘットʹΑΔল人化・ 
লྗ化

資ݯリαイクルʹΑΔ
॥環ܕ社会΁の貢献
αステナϒルな߯ࡐのఏڙΛ
௨͡た質のߴい社会インフラ
の構ங

೩අ・ి අੑ能޲上ʹΑΔ
環境ෛՙܰݮ

物ྲྀ社会΁の貢献

Ϟーλリθーシϣンの
άローバルな発ల
ੈք֤ࠃのインフラ੔උ΍資
ઃなݐの։発・採۷、住୐ݯ
Ͳ、人ʑが҆৺ͯ͠฻ΒせΔ
社会の࣮ݱ

社会Ձ஋

経済తՁ஋

֫ಘ͢Δ財務資本
৽தظ経営計ը 2027年度 経営໨標

〈2030年の͋りたい࢟〉
ʠ৽たなՁ஋Λ૑଄͠、

社会՝୊のղ決Λ
リーυ͢Δا業ʡ

TOPY Sustainable Green Vision 2050

“TOPY Active & Challenge 2027”

*/165

財務資本

健全な財務基盤

੡଄資本

国内外に展開する
生産拠点と高効率な
製造設備・ライン

P.27

஌త資本

独自技術・ノウハウと
次なる成長へ向けた

研究開発

P.27

人త資本

持続的成長を支える
多様な人財

P.28

社会関係資本

お客さまやお取引先さま、
地域社会などの

ステークホルダーからの
信頼

P.28

ࣗવ資本

さまざまな資源の
効率的利用

P.28

άローバルڅڙମ制（ւ֎7Χ16ࠃੜڌ࢈఺※）

৐用ं用スνールϗイール（ถࠃ、メキシコ、தࠃ）

঎用ं用スνールϗイール（インυネシア）

৐用ं用アルϛϗイール（தࠃ、λイ）

（インυネシア、ࠃத、ࠃถ）ઃ機ց用଍ճり෦඼ݐ

（λイ、ϕトナム、ࠃถ）業用フΝスナー޻

ϏジネスϞσルͱڧΈ

マテリアリテΟ（ॏ要՝୊）

当社άループ内֎の
҆定͠た
αプライνΣーン

ௐୡ

ఔのٕज़ྗͱ޻֤
シナジーΛੜ͔͠ た
੡඼։発・ઃ計ྗ

։発・ઃ計

環境ʹ഑ྀ͠、
効率త・̓ 定తʹ
ੜ࢈Ͱ Δ͖能ྗ

ੜ࢈

ଟ඼छ・খロット対Ԡྗͱ
Ճ޻෦໳の
άローバルڅڙମ制

ൢ・څڙ ച

リ
サ
イ
ク
ル

●建設向け鋼材
●造船・産業機械向け鋼材

మ߯
ి࿍੡ٕ߯ज़

ҟ߯ܗܗѹԆٕज़

●乗用車用ホイール 
（スチール、アルミ）
商用車用スチールホイール 
鉱山機械用ホイール
●建設機械用足回り部品 
（履板、履帯）

ࣗಈ ・ं࢈ 機
金ଐՃٕ޻ज़
೤ॲ理ٕज़
ృ૷ٕज़

社内向け鋼材

事業։発分໺ マイΧ：ి࿍༹༥ٕज़ΛԠ用
ロϘット：ཤଳ੡଄ٕज़ΛԠ用

ʮάリーン（(SFFO）のํ͑ߟʯ
本ビジョンにおける「グリーン化」とは、環境負荷低減対応
にとどまらず、その活動をより広義に捉え、当社グループ
が取り組むべきESG課題全般に対する適正化への貢献
を目指す取り組み思想です。

҆৺・݈ ΍͔ʹ฻ΒせΔ
๛͔な社会

ΧーϘンχュートラル
ݱ࣮

持続త成௕が
可能な൫ੴな

経営基൫

人ͱ環境ʹ
ௐ࿨͠た

άローバルا業

ʙ҆৺・݈ ΍͔ʹ฻ΒせΔ๛͔な社会の࣮ݱΛ໨指͠、
時୅Λ௒͑ͯ持続可能な成௕Λ続͚Δʙ

ଘ事業の構଄ֵ৽ʹΑΔطଘ事業の構଄ֵ৽ʹΑΔط
ऩӹྗ޲上

コアコンϐλンスΛੜ͔͠ たコアコンϐλンスΛੜ͔͠ た
成௕事業のछま͖ 2050

●国内事業基盤の強化
●海外事業基盤の強化

●コアコンピタンスを生かした新製品・新プロセスの
開発促進と成長市場への展開
●リサイクル事業の高度化と 
循環型ビジネスの展開

Ұ؏ੜ࢈
ମ制

Έ1ڧ

ಠٕࣗज़ʹΑΔ
Ձ஋૑଄

Έ3ڧ

※日本拠点、アライアンス先を除く

環 境

E

άリーン
イϊϕーシϣンの
ਪਐ

॥環ܕ社会
構ங΁の貢献

社 会

S

人権のଚॏ

ଟ༷な人財の
༂支ԉ׆

事業Λ௨͡た
社会΁の貢献

ガバナンス

G
たΔݻ֬
経営基൫の構ங

30&・・・・・・・・・    6.0%Ҏ上
営業利ӹ・・・・・    130ԯ円（ߟࢀ）

30&・・・・・・・・・    8.0%Ҏ上

2030 年度໨標
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Ձ஋૑଄

トϐーۀ޻άϧーϓのϏδωεϞデϧͱڧΈ

、ங͠ߏ૪ྗ͋ΔόϦϡーνΣーϯΛڝ
څڙʹ෇Ճ価値な੡඼Λάϩーόϧߴ
当社グループが、社会をより豊かに、より暮らしやすくしていくために、鉄を媒体に、長年
培ってきた「技術と品質」によって、社会と一体となって循環し、新たな動きを生み出します。

当社άループ内֎の 社会

株主ؐ元

成௕౤資

మスクラップݪ　ྉ

対価・キャッシュ

ʷ
海外7カ国16生産拠点を展開
ੈ界֤地に拠点を持ち、グローバルల開する
完成車メーカー΍建設機械メーカーの現地調
ୡニーズにԠ͑る͜ とができるグローバルな供
給体制を構ஙしています。

Ճ޻෦໳の
άローバル

ల։

Έ2ڧ

製品開発力、モノづくり力の源泉
素ࡐから製品までの一؏生産体制は、お٬さま΍社
会のニーズにԠ͑た製品開発力、高い品質の製品を
҆定して生産できるϞノͮ くり力の源ઘとなっていま
す。また、鉄スクラップを主原ྉとしてリサイクルする

と͜で॥環型社会の実現にݙߩするとと΋に、環境
配ྀ型の生産設උ΍省エネルギー技術を生かして、
環境ෛՙ௿減とコスト௿減を྆立しています。

ಠٕࣗज़
ʹΑΔ

Ձ஋૑଄

Έ3ڧ

Ұ؏ੜ࢈
ମ制

Έ1ڧ
国内外トップレベルの
高シェア製品群

お٬ ま͞

੡඼

੡඼

ૉࡐ

※日本拠点、MWイタリア社、インコアスク、パコアクイナを除く

2025年10月࣌点

ੜڌ࢈఺  
੡඼छ別

建設機械用
足回り部品

商用車用
ホイール

アライアンス
パートナー

鉱山機械用
ホイール

৐用車用ホイール
（アルミ）

৐用車用ホイール
（スチール）

工業用
ファスナー

日本
トϐー޻業 
リンテックス
トピー工業九州
トピーファスナー工業
三和部品  

ϕトナム
トピーファスナー・ベトナム 

தࠃ
トピー履帯（中国） 
福建トピー汽車零件 
広州 ホイールホース旭アルミニウム 
広東ダイカスタル旭汽車零部件 

メキシコ
トピー・エムダブリュ・
マニュファクチャリング・
メキシコ

ถࠃ
トピーアメリカ 
トピープレシジョン MFG. 

ւ֎7Χ16ࠃੜڌ࢈఺※

λイ
トピーファスナー（タイランド） 
アサヒテック･アルミニウム･ 
タイランド

インυネシア
トピーパリンダ マニファクチャリング 
インドネシア 
トピー履帯インドネシア 
（インコアスク、パコアクイナ） 

インυ
WILカー ホイールズ 

ೆアフリΧ
（MWイタリア社） 

Ԥभ
（フランス、ポーランド、ルーマニア、ロシア、トルコ）
（MWイタリア社） 

ૉࡐ෦໳

֎෦ௐୡ先

Ճ޻෦໳మ߯ηάメント ࣗಈं・࢈業機ց෦඼ηάメント

҆定͠たαプライνΣーンௐୡ

ఔのٕज़ྗͱシナジー޻֤ Λੜ͔͠た੡඼։発・ઃ計ྗ։発・ઃ計

環境ʹ഑ྀ͠、効率త・ ҆定తʹੜ࢈Ͱ͖Δ能ྗੜ࢈

ଟ඼छ・খロット対Ԡྗͱ Ճ޻෦໳のάローバルڅڙମ制څڙ・ൢച

໌ւリαイクルηンλーの能ྗ૿ڧ

మスクラップΛݪྉͱ͠ リͯαイクル

ॲ理能ྗ
݄ؒ

໿4,500U

ඇమ金ଐબ別能ྗのڧ化
2�2�೥1�݄
৽ラインՔಇ

μストの࠶資ݯ化ʹΑΔ
࿍の$02排出量ؾి ໿19,000U�年 ݮ࡟
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Ձ஋૑଄

ಠٕࣗज़ʹΑΔߴ෇ՃՁ஋の௥ٻ

社಺外ͷଟ༷なχーζʹԠ Δ͑ಠٕࣗज़
当社グループは、永年にわたり「鉄をつくり、鉄をこなす」をキーワードとして、多様かつ独創的な技術を育ててきました。
今後もお客さまや社会の課題解決に貢献し、当社グループの競争力の源泉となる技術の開発・強化に注力していきます。

豊橋製造所の製鋼工場は、࿝ٺ化が進んでいた設උを新Ӷ化し、ೆ 海トラフ地਒の
発生を૝定した災害に強い供給体制をඋ͑て2015年3月にՔ働を開始しました。国
内࠷大200ڃトンの環境対Ԡ型高効率電気炉（ECOARCä※）のಋೖとエネルギー効
率の高い独自の操業技術を֬立し、環境ෛՙ௿減、高生産性を実現しています。さら
にブルーム・ビレット݉用連ଓர造機ಋೖによる棒鋼用ビレットの自給化なͲ、国内トッ
プレベルの環境対Ԡ・ڝ૪力を持つ製鋼工場となっています。また、連結子会社の明
海リサイクルセンターでは、リサイクル事業を૊み込んだアップサイクル型資源॥環プロ
セスの構ஙにより、θロエミッション化に向けた取り૊みを行っています。

当社グループは、タイヤの変ܗに൐いホイールに発生するͻずみを電圧に変׵するֵ新的な技術「TOP: GREEN W)EEL 
TEC)NOLOG:」を、2023年10月に発දしました。

ͻずみから発生した電気をセンサー技術と༥合させる と͜で、TPMS（タイヤۭ気圧監ࢹシステム）の電஑レス化΍ホイール・
タイヤのҟৗをドライバーに通知するなͲ、環境保護΍事故཈制を実現する と͜を目指しています。

ੈքトップϨϕルの௿ిݪۃ単位Λ࣮͠ݱ たߴ効率ిؾ࿍

ి࿍੡ٕ߯ज़

ҟܗܗ鋼製造技術はੈ界トップレベ
ルをތります。クロスカントリーミルによ
るൖૹ࣌のۂがりڲ正΍当社独自の数
஋解ੳをۦ使した޸型、༠ಋ૷ஔ設計
により、圧延࣌に発生するۂがり΍൓り
を཈制し、ෳࡶなஅ面ܗঢ়の҆定した
製造を可ೳにしています。

お٬ ま͞のχーζʹ対Ԡ͠たෳࡶなஅ໘ܗ状の߯ࡐΛ੡଄

ҟ߯ܗܗѹԆٕज़

商用車用ホイールを9ඵに1ݸの଎さで製造する͜とが可ೳなੈ界トップクラスの
生産性をތります。商用車用ホイールのリムࡐには、カーϘンニュートラルの実現に
有効な当社の電炉ࡐを一部使用しています。当社のҟܗܗ鋼圧延技術により、リム
限までബくするۃの強度を保ちつつࡐ と͜でܰ量化をਤり、೩費向上に大きくݙߩし
ています。また、当社独自のECOD成型により製造したディスクは一ൠ的な製法より
΋廃ࡐを大෯に࡟減する と͜ができ、省資源化にݙߩしています。

ܰ量化ͱߴいڧ度・඼質Λ࣮ࠃ、͠ݱ内঎用ं用ϗイール0&.シΣアの໿9割Λ֫ಘ

金ଐՃٕ޻ज़

Ճ೤とྫྷ却を܁りฦす独自の೤఻ಋ
解ੳシステムに基ͮき、強度・଱ຎ໣
性・強ᯰ性を高める技術が強みです。
また、ੈ 界࠷଎レベルのリンクՃ工ライ
ン΍、他社にはݟられないリンクベルト
の自動૊立ラインの開発により、̓ 定し
た品質と௿コストの履帯をੈ界中に供
給しています。

ݱΛ࣮ੑٱい଱ߴઃ機ց用଍ճり෦඼のݐ

೤ॲ理ٕज़

メタリックཻ子を均一で៛ີに配向させる͜とができる
ృ૷技術を強みに、従དྷのメッキ調ృ૷ホイールにՃ͑、
ϋイグレード車छ向けにプレミアムײがࡍ立つサテン৭、
ブロンズ৭、さらなる高ً度৭を開発するなͲ、ಉ業他社
とࠩ別化し、ଟ༷化するニーズに対Ԡしています。また、
௿Թম付ృྉの使用΍、ృ૷効率の改善を進めるなͲ環
境への配ྀ΋ੵۃ的に進めています。

ଟ༷化͢Δお٬ ま͞΍社会のχーζ΁対Ԡ

ృ૷ٕज़

※ECOARCäは、スチールプランテック株式会社のొ࿥商ඪです。

TOPY GREEN WHEEL TECHNOLOGY
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資本のํ͑ߟ

఺ͱڌ࢈内֎ʹల։͢Δੜࠃ
効率な੡଄ઃඋ・ラインߴ

ಠٕࣗज़・ϊ΢ϋ΢ͱ
࣍なΔ成௕΁͚޲たڀݚ։発

持続త成௕Λ支͑Δ
ଟ༷な人財

お٬ ま͞΍お取Ҿ先 ま͞、
஍Ҭ社会なͲの

ステークϗルμー͔Βの৴པ
ま͟͞まな資ݯの効率త利用

当社グループは、広く国内外に生産拠点を構
え、製品の特性やお客さまのニーズに応じた最
適地で製品を製造しています。各拠点間で素材
の供給やクロスソーシング、開発・製造の役割
分担などを進め、グローバルで効率的な生産体
制を構築するとともに、当社グループの特徴で
ある素材から製品までの一貫生産体制や資源
循環型のビジネスモデルを支えています。
また、各拠点で、高効率な製造設備の導入や
製造ラインの構築を進め、コスト・環境の両面
で競争力ある製品を生み出しています。

当社グループは、100年を超える歴史の中
で、常に開拓者として創意工夫を繰り返しなが
ら新たな挑戦を重ね、多様かつ創造的な技術
を創出してきました。近年、お客さまの要望は、
軽量化や形状・サイズ、環境配慮など多岐に
わたりますが、長年培ってきた独自技術やノウ
ハウを背景とした対応力が当社グループの強み
です。
さらに、それらの技術・ノウハウを応用するこ

とで、新たな技術を創出し、ビジネスの拡大に
つながっています。

当社グループは、人財は最大の財産であり、
その力を高めることこそが価値創造の源泉であ
ると考えています。
急速に変化する社会や技術などに対応し未来

を切り開くためには、常に自ら考え行動（考動）
する人財が求められます。また、多様な人財が
お互いの価値観の違いを認め合い、組織力を
高め、大きな目標に挑戦していくことが、新たな
価値を創造する力になると考えます。
当社グループは人財育成や多様な人財が活

躍できる職場環境の整備等によって人的資本の
強化に取り組んでいます。

当社グループは、お客さまのニーズに応える
製品・サービスを提供することで、お客さまから
厚い信頼を得ています。また、多くのお取引先さ
まやアライアンスパートナーとの強い信頼・協力
関係を構築することにより、製品・サービスを世
界中に安定的に提供しています。
さらに、当社グループの事業活動を行う上で、
拠点のある地域との共生が不可欠であり、各拠
点において地域社会への貢献活動に取り組ん
でいます。

当社グループの事業活動は、水資源の利用
や、製品の原材料や発電燃料としての鉱物資源
の使用など、自然資本と密接に関わっています。
当社グループは、資源循環型のビジネスモデ

ルにより、限られた資源をリサイクルで有効に活
用し持続的な循環型社会の実現に貢献していま
す。また「グリーンイノベーションの推進」をマテリ
アリティとし、環境技術の開発や高度化による自
然資本の効率的利用や環境負荷低減を進め、
地球環境・生物多様性の保全と経済価値の創
出に取り組みます。

資本のڧΈ・ݱ状

˔άローバルͰの࠷適ੜ࢈ମ制
（఺ڌ࢈16ੜࠃ内ʴւ֎7Χࠃ）

˔環境対Ԡߴܕ効率ిؾ࿍
ʮ&$0"3$äʯ

˔ૈ߯ੜ࢈能ྗ ໿100万U�年
˔໌ւリαイクルηンλーのߴ度金ଐબ別

ઃඋ
˔ಠٕࣗज़ʹ基ͮ ੡͘଄ઃඋ・ライン
˔ઃඋ౤資ֹ　98ԯ円（2024年度）

˔ి࿍੡ٕ߯ज़
˔ҟ߯ܗܗѹԆٕज़
˔金ଐՃٕ޻ज़
˔೤ॲ理ٕज़
˔ృ૷ٕज़
։発ηンλーڀݚ˔
։発අ　12ԯ円（2024年度）ڀݚ˔

˔連結従業員数　໿5,300人
˔ւ֎ڌ఺従業員比率 41％（2024年度）
基ͮʹܥҭମڭ˔ 人͘財ҭ成
˔μイバーシテΟਪਐのたΊの環境੔උ౳

の取り૊Έのਪਐ
˔従業員ຬ଍度޲上΁の取り૊Έ
経営�のਪਐ߁݈˔

˔お٬ ま͔͞Βの৴པʹ基ͮ͘ߴ い市場シΣア
・৐用ं用スνールϗイール： 

内 51%ࠃ
・঎用ं用スνールϗイール： 

内 87％ࠃ
：ϗイールܕ機ց用௒େࢁ߭・

άローバル 90％
・༉ѹシϣϕル用ཤ൘：ࠃ内 71％
※いずれも2024年度OEMシェア（当社調べ）

˔$02排出量（連結 2024年度）
4DPQF 1       295ઍU�$02

4DPQF 2       360ઍU�$02

4DPQF 3   3,077ઍU�$02

˔環境マネジメントシステム *4014001 
ೝূ取ಘ割合（連結・ੜڌ࢈఺） 75％

˔໌ւリαイクルηンλーॲ理能ྗ݄ؒ໿
4,500U

˔Φンαイト11"ʹΑΔ࠶エネిྗの׆用　
2025年3݄ʹ๛઒੡଄所ͰՔಇ։࢝、
఺ͰઃஔΛڌ内֎のάループ会社のࠃ
ਪਐ

関連͢Δ
マテリアリテΟ

●グリーンイノベーションの推進
●循環型社会構築への貢献
●事業を通じた社会への貢献

●グリーンイノベーションの推進 ●人権の尊重
●多様な人財の活躍支援

●人権の尊重
●事業を通じた社会への貢献

●グリーンイノベーションの推進
●循環型社会構築への貢献

資本ڧ化のたΊの
取り૊Έ

●グローバル生産拠点 ........................  P.24

●独自技術 ............................................  P.25

●環境リスクへの対応と
　循環型社会構築への貢献 .............  P.46

●品質 ......................................................  P.51

●独自技術 .............................................  P.25

●DX戦略 ..............................................  P.15

●環境配慮型製品の開発 ..................  P.48

●DX人財育成方針 ............................  P.16

●人財育成 .............................................  P.60

●ダイバーシティ ....................................  P.59

●従業員満足度向上 ...........................  P.61

●健康・安全 .........................................  P.62

●健康経営 .............................................  P.64

●品質 ......................................................  P.51

●調達・サプライチェーンマネジメント ......  P.52

●公正な取引の徹底 ...........................  P.52

●地域社会への貢献 ...........................  P.54

●人権の尊重 ........................................  P.55

●株主・投資家との対話 ..................  P.74

●バリューチェーン ...............................  P.23

●環境マネジメント ...............................  P.41

●気候変動への対応 ...........................  P.43

●生物多様性保全・
　化学物質管理 ...................................  P.46

●廃棄物削減・リサイクル ................  P.47

Ձ஋૑଄

Ձ஋૑଄Λ͑ࢧΔ非財務資ຊ

Β͞なΔ価値創造ʹ͚޲たඇࡒ຿ࢿຊͷڧԽ 創立から100年超にわたって磨き続けられてきた技術力や価値創造の源泉である人財などの非財務資本
は、当社グループの持続的成長を支える重要な経営資源です。
さらなる価値創造の進化に向けて、非財務資本の強化に取り組んでいます。

੡଄資本 ஌త資本 人త資本 社会関係資本 ࣗવ資本
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ಠٕࣗज़で͓٬ ·͞ͷχーζʹԠ Δ͑とと΋ʹ
ͷϦαΠΫϧݯࢿ Αʹり
॥ܕ؀社ձͷ࣮ݙߩʹݱ

మ߯ηάϝϯト

ৗ務執行役員
鉄鋼事業୲当
スチール事業部長

໺ळ ໌߂

੡඼の社会తՁ஋

当社グループは、鉄スクラップをはじめとしたさまざまな資
源を鉄鋼製品にリサイクルすることで循環型社会の実現
に貢献するとともに、先進技術の活用により省エネルギー
かつ環境負荷の低い製造プロセスによる鋼材の提供を
実現しています。また、異形形鋼の高い設計開発力や製
造技術は、持続可能な質の高い社会資本整備に貢献し
ています。

੡඼が૑出͢Δア΢トΧム

コアコンϐλンス

建設向けの形鋼や棒鋼、自動車や建設機械部品向けの
リム、履板をはじめとする異形形鋼など、さまざまな品種
を効率的に生産できることに加えて、お客さまや社会の
ニーズに応えた製品開発力が当社グループの強みです。
これによって幅広く安定した顧客基盤を保有しています。
また、環境対応型高効率電気炉による鉄のリサイクルお
よび省エネルギー技術も大きな強みとなっています。

෦໳のڧΈ

事業環境ೝࣝ
機会ͱリスク

˔୤୸ૉ化χーζのߴまりͱి࿍の環境༏位ੑ޲上

˔౎市࠶։発・インフラߋ৽౳の߯ࡐध要がఈ͘ݎ
ਪҠ

˔॥環ܕ社会の࣮͚޲ʹݱた資ݯ॥環χーζのߴまり、
Ձ஋上ঢ

機会

తʹはॖখظ内మ߯ध要は௕ࠃ˔

˔エネルギー・෭資ࡐなͲのՁ֨上ঢ、労務අ΍༌ૹ
අなͲの上ঢʹΑΔ੡଄コスト上ঢ

˔ి࿍ध要૿ՃʹΑΔスクラップՁ֨上ঢ

リスク

●高付加価値製品の拡充
●自社鋼材の活用・一貫生産製品
の品種拡大

●一層の生産性向上とコスト改善
●出荷能力の増強
●リサイクル事業の高度化
●DX推進

લதظ経営計ըの
取り૊Έ総ׅ

自社鋼材の活用・一貫生産製品の品
種拡大については、加工部門である自
動車・産業機械部品セグメントと連携
し、既存製品の自社鋼材への切り替え
や新製品の開発・拡販を進めてまいり
ます。
また、引き続き、高付加価値製品であ
るマストレール材やTACoil®の拡販に
取り組むほか、連結子会社の明海リサ
イクルセンターの非鉄選別能力増強を
図ってまいります。

国内鋼材需要の減少で販売数量は目
標に対し未達となりましたが、販売価
格の重視により適正なメタルスプレッド
の確保に努めたことに加え、コストやプ
ロダクトミックスの改善を進めた結果、
3年累計で目標を超える利益を達成す
ることができました。加えて、連結子会
社の明海リサイクルセンターで非鉄選
別能力の増強投資を実行し、リサイク
ル事業の高度化を推進しました。

経営計ըのظの՝୊ͱ取り૊Έ৽தޙࠓ
ํ਑・ઓུ

当社は、素材から加工製品（商用車用ホイールの一
部や建設機械・鉱山機械用ホイール、建設機械用足
回り部品など）までの一貫生産が可能であることが強
みです。素材部門である鉄鋼セグメントにおいては、
一貫生産製品（自社鋼材を使用し、社内で加工した製
品）の品種拡大に向けた材料開発、生産性改善などの
取り組みを積極的に推進します。
　一貫生産の強みである素材レベルでの提案力や開
発スピード、価格競争力で、新製品・新技術の開発、
市場への展開を図ってまいります。

〈2030年の͋りたい࢟〉
プロダクトミックスの高度化とD9׆用により新たな価஋を創造し、
TACoil®で業界をֵ新する。資源॥環とカーϘンニュートラルで持ଓ
可ೳな事業基൫を実現する。

ྉのௐୡࡐݪ ը・੡　଄　ا 物　ྲྀ ൢച・マーέテΟンά

మスクラップリαイクル

҆定తなమスクラップの
ௐୡ

廃ࡐリαイクルʹΑΔ
మスクラップの֬อ

మスクラップのߴ度બ別ʹΑΔ
඼位化ߴ

ҟܗܗ （߯ෳࡶなஅ໘ܗ状の
いٕज़ྗߴΛ੡଄Ͱ͖Δ（ࡐ߯

٬χーζʹ合ͬた੡඼のސ
ը・੡଄ا

環境ෛՙの௿い੡଄޻ఔ
（௿水準のエネルギーݪ単位）

構内ւ上バースͱ
物ྲྀ子会社ʹΑΔ
ध要ʹ対Ԡ͠た
λイムリーな

物ྲྀମ制

Λ͚޲ஙݐ・内౔໦ࠃ
メインʹ଄ધ用、

ചൢʹ͚޲業機ց用౳࢈

市況มಈΛड͚ʹ͘い
プロμクトϛックス
ࣗ社߯ࡐのࣗಈं・

用（15%）׆業機ց෦඼Ͱの࢈

ւ֎͚޲ʹ΋߯ܗΛ҆定త
ʹൢച（શମの໿1割）

Ϟーμルシフト
ʹΑΔ

物ྲྀ޻ఔの
ݮ࡟$02

リサイクル機能
（明海リサイクルセンター）

商社機能（トピー実業）

自動車・産業機械部品セグメント
との連携（一貫生産）

異形形鋼圧延技術

集荷機能（トージツ）
高い環境性能を有する
高効率電気炉

物流機能
（トピー海運）

商社機能
（トピー実業）

ࣗ社߯ࡐの׆用・Ұ؏ੜ࢈੡඼の඼छ֦େͱ成௕市場΁のల։Topic

੡඼ൢച
૿Ճ

ి࿍ ࣗ社߯ࡐ

ੜ࢈ ੜ࢈ ඼छ֦େ

状  ݱ
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Ϗδωε

ੈքͷχーζʹԠ Δ͑Ϟϊͮ り͘とݱ৔ྗで
ਐԽΛࢭΊͣʹ価値ΛੜΈ、
૸りͷະདྷΛ創Δ

ࣗಈ ・ं࢈ ʣۀࣄց෦඼ηάϝϯトʢࣗಈं෦඼ػۀ

ઐ務執行役員
自動車・産業機械部品事業୲当
自動車部品事業部長

ञҪ ఩໵

ৗ務執行役員
自動車部品事業部 ෭事業部長

੨ࢁ ӳथ

執行役員
自動車部品事業部 ෭事業部長

খদ ݈

先行き不ಁ明なঢ়گがܧଓする中で、引きଓき構造改ֵ、
持ଓ可ೳな販売価֨のܗ成、事業ポートフォリオのݟ௚しを
ਪ進します。その中で事業構造の࠶ฤ成に取り૊んでいき
ます。ݫしいڝ૪社会においてす΂ての事業を͜れまでͲお
りにܧଓしていく͜とは不可ೳです。強さをຏき、ऑさをࠀ

自動車業界においては、お٬さまがグローバルに事業
をల開されている͜とから、当社グループはそれに対Ԡ
可ೳなグローバルサービスの提供体制の֬立と҆定的な
ऩ益を構ஙする͜とがٻめられています。現在、通商੓
ҝସ、地੓学的リスクなͲ、外部環境にはଟくの՝୊、ࡦ
がݦ在化していますが、当社グループが有するグローバ
ルネットワークを࠷大限に׆用し、ॊೈな発૝と知ܙを
΋って対Ԡする͜とで、ੈ 界中のお٬さまからの信པを
֫得し、新たな商ྲྀの開୓を目指してまいります。

当社グループがތるੈ界トップレベルの品質に新た
な付Ճ価஋を付け、国内外のお٬さまとのパートナー
シップを一૚強化し、ࠓ後΋͝ຬ足いただける商品価஋
の提供に౒めてまいります。

自動車部品事業部では、製品別、地Ҭ͝とに大きく事
業環境が変化しています。そのような中で、事業全体の
持ଓ的成長を目指して、グローバル拠点の࠷適化΍事業
のダウンサイジングを含Ή事業ポートフォリオのݟ௚
しを進めてまいりました。

その結Ռ、足元の事業基൫は֬実に強化されました。
引きଓき事業部全体で連携してਝ଎に՝୊に対Ԡし、全
体として࠷適な事業体制の構ஙを目指します。

また、新たな事業のछをݟつける͜と΋構造改ֵにお
いてॏ要な要素となるため、ੵ 的にお٬さま΍関係者ۃ
とコミュニケーションを取りながら新事業につながる
取り૊みを進めてまいります。

事業෦௕ͱͯ͠事業෦શମͰ取り૊Ή͜ͱ
෰しながら、ダウンサイジングする΋のはする、一方でアッ
プサイジングする΋のに経営資源を༏先的に配分していき
ます。その結Ռ、新たな事業部のܗ、ʠ働く社員が前向きに

「わくわく」࢓事ができるʡ ʠ部品メーカーとして自立してい
るʡ を実現できるようਚ力してまいります。

૯߹ϗΠーϧメーΧーと͠ ͯͷ஝ੵ͞Εた
ٕज़ྗと新ٕज़։ൃྗΛ࠷େ͠شൃʹݶ、
άϩーόϧϨϕϧでͷൃల

৐༻ं༻Ξϧϛϗイーϧ

当社グループの高い技術力が生み出す軽量かつ空力性能や静粛性に優れたアル
ミホイールは、自動車の燃費・電費等の環境性能を向上させ環境負荷を軽減す
るとともに、高意匠なデザインのホイールが自動車を所有・運転することへの満足
度を高め、モータリゼーションのグローバルな発展に貢献します。

ă ւ֎ઓུ ą ă 構଄վֵ ą

当社グループ独自の高い意匠性や軽量化技術が評価され、お客さまの新車企画段
階から参画しており、多くの高級車に採用されています。また、当社グループのグ
ローバルネットワーク（日本、米国、メキシコ、タイ、中国およびインドの生産拠点と
欧州・インドネシアのアライアンス先）を生かした拡販体制を構築しています。

〈2030年の͋りたい࢟〉
ܰ量・高ҙঊ・高性ೳなホイールを開発し、̓ 全・շ適で
持ଓ可ೳなϞビリティ社会の実現にݙߩする。ੈ 界で།一
の総合ホイールメーカーとしてグローバル市場から信པさ
れるブランドを֬立する͜とで、ステークホルダーと価஋
を共有し、事業を成長ي道に৐せる。

ྉのௐୡࡐݪ ը・੡଄・物ྲྀا ൢച・マーέテΟンά

άローバルௐୡΛਪਐ
ෳ数͔ࠃΒௐୡ͢Δ͜ͱͰڅڙの

҆定化Λਤり、͔ ͭコストڝ૪ྗの
ݱྉௐୡΛ࣮ࡐいߴ

٬ސ成ंメーΧーが׬内主要ࠃ
いܰ量化ٕज़ͱҙঊੑͰߴ
΁の採用࣮績ଟ数ंڃߴ

۝भ・தࠃ・λイͰ੡଄ ϒリッジੜ࢈ʹΑΔ҆定څڙ
෇ՃՁ஋χーζʹ対Ԡ ༏Εたܰ量化・ృ૷ٕज़ߴ
ೋྠ・ர物੡඼΋੡଄ 　 総合ϗイールメーΧーͱͯ͠のڧΈ

●グローバル生産体制の再構築（アライアンスの拡充）
を実行し、収益拡大を目指す
● Made in Japanの圧倒的な技術差別化により高付
加価値品の拡販

● 自動化の推進、生産性・品質の向上により徹底した
コストダウンへの取り組み

લதظ経営計ըの取り૊Έ総ׅ
アライアンス先とのさらなる提携の深化により、世界で
増加するアルミホイール需要を確実に捕捉し拡販へつ
なげることで、収益性・採算性のさらなる向上を図り、
盤石な事業基盤の構築を目指します。

高意匠・高付加価値品の新規受注を目指し、連結子
会社のトピー工業九州で新粉体塗装ラインの合理化を
推進。また、鋳造バリ取り機の導入が2024年に完了
し、自動化ラインの基礎を構築しました。収益面では原
材料などのコスト上昇に見合った販売価格の適正化を
進めるとともに、生産体制の見直し等による構造改革
効果を着実に積み上げました。

経営計ըのํ਑・ઓུظの՝୊ͱ取り૊Έ৽தޙࠓ

内ࠃ
シΣア

 14ˋ※

※2024年度OEMシェア（当社調΂）

　アルミホイール事業拡大に向けて、当社グループにおけるアルミホイール事業の一
体感を創出し、さらなる企業価値向上を目指すため、2025年10月1日に「九州ホイー
ル工業株式会社」を改め「トピー工業九州株式会社」へ社名変更を行いました。当社グ
ループが得意とする高意匠・高付加価値品の生産を担い、受注を拡大していくととも
に、アルミホイール事業のマザー工場として他の当社グループのアルミホイール生産
拠点を支援していくことで、グループ全体のアルミホイールのグローバル生産・販売
の拡大を図ってまいります。

Topic ʮ۝भϗイール޻業株式会社ʯ͔ Βʮトϐー޻業۝भ株式会社ʯ΁

੡඼の社会తՁ஋　੡඼が૑出͢Δア΢トΧム コアコンϐλンス　෦໳のڧΈ

事業環境ೝࣝ

機会 リスク
●世界のアルミホイール需要は今後も拡大
●自動車の電動化進展により、アルミホイールについては、当社グループの
得意とする高い空力性能、軽量化の要求がますます高まる

●自然災害、地政学的リスクの顕在化などによるサプライチェーンの混乱
や通商政策の影響による完成車メーカーの生産拠点変更や生産台数
の大幅な変動

●  原材料、エネルギー、輸送費などの高騰に伴う製造コストの上昇
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஝ੵ͖ͯ͠たٕ͍ߴज़ྗΛ
ੈքओཁࢢ৔でߏங͠たੜڌ࢈఺で
ݙߩʹϞϏϦςΟ社ձ、͠شൃʹݶେ࠷

ज़ྗと࣋ଓతなΠϊϕーγϣϯٕ͍ߴ Αʹり、
άϩーόϧͷ෺ྲྀۀքとݯࢿ։ൃʹݙߩで Δ͖
੡඼とαーϏεΛఏڙ

৐༻ं༻ενーϧϗイーϧ ঎༻ ց༻ϗイーϧػઃݐं・

ྉのௐୡࡐݪ ը・੡଄・物ྲྀاྉのௐୡࡐݪ ը・੡଄・物ྲྀൢച・マーέテΟンάا ൢച・マーέテΟンά

మ߯メーΧーͱの
資本業務ఏܞʹΑΔ

҆定ௐୡͱ
৽ૉࡐ։発Ͱܰ量化
ͱߴ඼質化Λ࣮ݱ

ʹྉのҰ෦ࡐݪ
ࣗ社ੜ࢈の

Λ使用͢Δࡐ߯
͜ͱʹΑΔՁ֨
૪ྗ・ఏҊྗڝ

内ࠃ
シΣア

 51ˋ※

ੈք
シΣア

 22ˋ※

内ࠃ
シΣア

 87ˋ※1

ੈք
シΣア

 90ˋ※1

ܰ量化ͱߴいڧ度・඼質Λ࣮͢ݱΔ
金ଐՃٕ޻ज़

ҁ੉、インυネシアͰの࠷適ੜ࢈
ল資ݯͰの੡଄

の௒（େ63インν࠷）内Ͱ།Ұ39インνҎ上ࠃ
େܕϗイールが੡଄可能なٕज़ྗ
ւ֎ध要஍（ถࠃ・߽भ౳の߭ࢁ）΁の༌出
ମ制ʹΑΔλイムリーなೲ඼޻査・Ճݕ஍Ͱのݱ

日ܥメーΧーのݱ஍ௐୡχーζ
（インυネシア）ʹ 対Ԡ

日׬ܥ成ंメーΧーのݱ஍ௐୡχーζʹ
対Ԡ͢Δάローバルڅڙମ制Λ構ங

成ं׬内主要ࠃ　
　メーΧー͢΂ͯʹ

　ൢച

内主要঎用ंメーΧーࠃ
͢΂ͯʹൢച

٬ސ機メーΧーがݐ内֎の主要ࠃ
๛෋な੡඼ラインナップσトロイト̏΍、

、成ंメーΧー׬ࠃத・ࠃؖ
ւ֎の日ܥメーΧーʹൢച

国
内

঎用ं用
スνール
ϗイール

機ց用ࢁ߭
௒େܕ

ϗイール
海
外

独自のECOD成型技術

多品種小ロット対応力スマートファクトリー導入による
高い生産性

（米国、メキシコ、中国、インド）

独立系部品メーカー

鉄鋼セグメントにおける
電気炉製鋼技術

米国は売り上げの
半数以上が
現地メーカー 短期間で交換が

可能な製品

多品種小ロット対応力

高品質の乗用車用ホイールの製造と提供を通じて、人々やモノが自由に安全で
安心して移動できるモビリティ社会を支え、より豊かな暮らしを実現できる社会
の実現に貢献します。また、長い年月で蓄積された技術力を最大限に活用し、
省エネやＣＯ２削減による環境負荷の低減やリサイクルにより持続可能な社会を
目指します。

商用車用ホイールは、堅牢性と軽量化の両立により、車両の燃費性能の向上や積
載効率を最大化することで環境負荷の軽減や物流効率の向上につなげて社会の発
展に貢献し、鉱山機械用ホイールは、世界中の産業を支える鉄鉱石、銅などの資
源採掘や社会インフラ整備を支えています。多種多様な車両の用途に合わせた他
社が真似のできない製品の供給を通じて人々の暮らしを豊かにし、世界の産業や経
済の発展に貢献しています。

●世界の自動車需要は、経済成長とともに成長・拡大が継続する
●自動車業界におけるCASE※1やMaaS※2といった技術革新の進展
※1　CASEɿConnected（コネクテッド）、Autonomous（自動運転）ShaSed/SeSWice

（シェアードʗサービス）、ElectSic（電動化）
※2   MaaSɿMobilitZ as a SeSWice

●世界人口増加に伴う商用車需要の長期的な拡大
●車両のEV化進展に伴う非鉄系鉱山での鉱山機械需要の長期的な拡大
●お客さまに安心を提供する鉱山機械用ホイールの検査・補修ビジネス
需要の拡大

国内事業は構造改革を推進し、生産拠点の集約やライ
ン統合などの目標を達成しました。また、材料価格やエ
ネルギー、輸送費、労務費などの価格高騰に伴う販売
価格適正化に加え、持続可能な販売価格の形成に取
り組み、収益力の強化を進めました。海外事業では、
中国での日系メーカーの販売不振や北米での販売減
少による事業環境変化が課題となりました。

商用車ホイールは原価の大きな割合を占める素材コス
ト削減のため、新たな調達先の開拓を推進しました。
また、大型車両の軽量化ニーズの向上に伴いアルミホ
イールの開発に取り組みました。建機用ホイールはコロ
ナ禍明けの急激な需要回復に伴う生産体制を強化する
とともに、北米拠点の生産体制を整備し、市販拡販を
推進、また輸入鍛造部品の調達効率を改善し労務費
増等に対応してまいりました。

通商政策や地政学的リスクによって急激に変化する事
業環境に対応し、海外事業を再編成するとともに、柔
軟な生産体制を整え、海外での事業最適化を図りま
す。また、さまざまなコスト上昇に見合った販売価格の
適正化とさらなるコスト削減を推進します。

社会インフラを支える信頼性の高い高付加価値製品を
持続的に創出し続けるために、素材から製品までの一
貫生産体制や各種解析力など当社グループのコアコ
ンピタンスを最大限に生かします。また、世界のお客さ
まへタイムリーに当社グループ製品を供給するために、
海外セグメントと売り・買い・造りの全方位で支援、
連携を強化してまいります。

●持続可能な販売価格の形成に取り組み収益力を強化
●さらなる生産性向上によるコスト削減を推進
●新技術・新製品開発を強化し、革新的な構造のホ
イールや新工法を開発し、乗用車用ホイールの付加
価値向上

●ＤＸ推進により利益の創出を図る

●持続可能な販売価格の形成に取り組み収益力を強化
●商用車ホイールの既存製品の統合、付加価値製品の
開発による製品ポートフォリオの転換、海外における
新規市場と顧客の開拓で収益力の強化

●建機用ホイールの部品生産工程の自動化、設備能
力増強、海外における営業の強化、市販拡販体制の
拡充

●気候変動による自然災害、地政学的リスクや通商政策の顕在化などに
よる完成車メーカーの生産停止や各国生産台数の大幅な変動

●原材料、エネルギー、輸送費、労務費などの高騰に伴う製造コストの上昇
●カーシェアリングの普及や人口減少等による自動車の需要減少

●国内需要の減少および海外現地生産化による国内の商用車生産台数
の減少

●気候変動や地政学的リスク、通商政策によるサプライチェーンの混乱
●原材料、エネルギー、輸送費などの高騰に伴う製造コストの上昇

当社グループは、日本、米国、メキシコ、中国およびインドの生産拠点と、海外での
戦略的アライアンスの構築により、乗用車用スチールホイールのグローバル供給体
制を構築しています。また、高い品質と意匠性、軽量化技術がお客さまから高く評
価されています。これらを強みとして、世界の主要完成車メーカーへの幅広い販売
ネットワークを有し、強固な信頼関係を築いています。

商用車用ホイールは、鉄鋼セグメントから供給される異形形鋼と平板素材を最適に使
い分けた高度な製品開発力により国内シェアの約9割※2を有しています。また、インドネ
シアの生産拠点では、完成車メーカーのASEAN地域の調達ニーズに対応していま
す。鉱山機械用ホイールは、世界各地の鉱山での過酷な使用に耐えうる高強度・高
品質な世界最大級のホイール SGOR®や、タイヤ交換時の安全性と作業性向上を実
現した新製品を提供し、高い信頼性で世界の約9割のシェア※2を有しています。

　　　　　　　　  ※2  2024年度OEMシェア（当社調΂）

੡඼の社会తՁ஋　੡඼が૑出͢Δア΢トΧム コアコンϐλンス　෦໳のڧΈ コアコンϐλンス　෦໳のڧΈ੡඼の社会తՁ஋　੡඼が૑出͢Δア΢トΧム

事業環境ೝࣝ 事業環境ೝࣝ

機会 機会リスク リスク

લதظ経営計ըの取り૊Έ総ׅ લதظ経営計ըの取り૊Έ総ׅޙࠓの՝୊ͱ取り૊Έ 経営計ըのํ਑・ઓུظの՝୊ͱ取り૊Έ৽தޙࠓ ৽தظ経営計ըのํ਑・ઓུ

　豊川製造所ではこれまで、エネルギー使用量の見せる化やスマートファクトリーによる設備稼働・停
止の監視など、現場改善のデジタル活用を推進してきました。現在は、環境、生産、品質、各部門のデー
タ連携、外観検査へのAI導入による自動化など、品質マネジメント高度化へ取り組みをステップアップ
させています。本取り組みでは、工場から本社部門までの複数部門が組織の垣根を越えてアイデアを
出し合い、『ホイール造りにおける理想の生産体制』を描きながら推進することで意識改革を促すとと
もに、持続的かつ自律的な改善風土を醸成しています。

　当社グループは商用車用ホイールの総合メーカーとしてフルラインナップで物流業界を支えています。商用車業
界はドライバー不足に加え、安全運行のために労働時間制限が強化され、運送会社にはますます効率的な運用が求
められています。そのような中、運行前点検や車両の清掃がドライバーにとって大きな負担となっている実態があ
り、「当社グループの技術でドライバーの負荷を軽減したい」という想いから、大型トラック用新型アルミホイールを
ラインナップに加え、さらなる物流業界の効率化に貢献します。当社グループの商用車用アルミホイールブランド
「EXMODE」の防汚性と耐摩耗性をさらに進化させた鍛造アルミホイールを2026年、満を持してリリース予定です。

Topic Topic%9ʹΑΔ඼質マネジメントのߴ度化  ʙ 環境、ੜ࢈、඼質のσーλ連ܞʹΑΔશମ࠷適アプローνのਪਐ ʙ ラインナップのڧ化　৽ϒランυの঎用ं用஁଄アルϛϗイールΛ2026年ʹリリース

※2024年度OEMシェア（当社調΂） ※1  2024年度OEMシェア（当社調΂）
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ྉのௐୡࡐݪ ੡　଄ 物　ྲྀ ൢ　ച

ࣗ社߯ࡐΛ
用͢Δ͜ͱͰ׆
ੈքߴ࠷඼質ͱ
ݱ効率Λ࣮ߴ

日ܥのશݐ機メーΧーの
主要άローバルڌ఺ʹൢച

内ࠃ
シΣア

71ˋ※

ੈք
シΣア

25ˋ※

ૉ͔ࡐΒ੡඼まͰ
๛ڮ੡଄所ͰҰ؏ੜ࢈

๛ڮ੡଄所Ͱ
Ұ؏ੜ͢࢈Δ͜ͱͰ
ແବな物ྲྀΛ排আ

い場所Ͱۙʹ٬ސ
ऴ੡඼Ͱ͋Δ࠷

ཤଳΛ૊ཱ͠څڙ

ध要มಈʹॊೈʹ対Ԡ

、఺Ͱཤଳڌ内3ࠃ
෦඼Λੜ࢈・૊ཱ

ւ֎3ڌ఺ͰཤଳΛ૊ཱ
（தࠃは෦඼�૊ཱ）

履
板

履
帯

自社鋼材の
活用による

一貫生産の代表製品

独自の熱処理技術、
切削技術

（神奈川・豊橋製造所、三和部品）

（米国、中国、インドネシア）

੡඼の社会తՁ஋

建設機械用足回り部品の提供により、世界各国のインフ
ラ整備や資源開発、住宅建設など、人々が安心して暮ら
せる社会の実現に貢献しています。特に履板は、鉄鋼セ
グメントで製造される自社鋼材を活用することで、環境負
荷低減と一貫生産を実現しています。

੡඼が૑出͢Δア΢トΧム

コアコンϐλンス

開発段階から設計に参画し、お客さまのニーズに応える
製品を供給することで、高い信頼を得ています。また、
素材から製品までの一貫生産による効率的な生産体制
を構築し、北米・中国・インドネシアなどグローバル供
給体制の確立により、油圧ショベル用履帯およびその構
成部品である履板において高いシェアを有しています。

෦໳のڧΈ

事業環境ೝࣝ
機会ͱリスク

˔৽ࠃڵΛத৺ͱ͠ た௕ظతなݐ機ध要の֦େ

˔֤ のインフラधࠃ 要の֦ େ（ϞϏリテΟ・ ަ ௨・
౎市։発౳）

˔େݐܕ機ध要ͱ྿Ձ൛機ମ։発のߴまり

˔インυ、"4&"/市場の成௕

機会

ಅ΍ߴྉ、エネルギー、物ྲྀඅ、労務අ౳のࡐݪ˔
௨঎੓ࡦのӨڹʹΑΔ੡଄コストの上ঢ

˔௿Ձ֨なதࠃメーΧーの୆಄、日ݐܥ機メーΧー
のシΣアμ΢ン

˔੡඼のコϞσΟテΟー化、ڝ合のՁ֨ڝ૪ྗͱ඼質
Ϩϕルの޲上

˔άローバルݐઃ機ցध要のܹٸなมಈ

リスク

●国内における生産体制の最適化
●新製品の開発による差別化
●持続可能な販売価格の形成
● 建設機械需要の拡大が見込まれる
新興国でのビジネス強化に向けた
検討

લதظ経営計ըの
取り૊Έ総ׅ

建設機械用足回り部品事業の最適生
産体制の構築を推進します。また、新
製品開発としてシーズ、ニーズの探索、
コア技術の活用、価格適正化にも取り
組みます。
さらに、既存製品のグローバル拡販や
成長市場への進出検討、サプライ
チェーンの確立、設備の自動化促進、
新製造プロセス開発を推進します。

2023年下期以降、海外向けを中心に
大幅な需要減少を受け、建設機械需
要の回復は厳しい状況で推移し、各種
エネルギー価格や労務費が高騰しまし
たが、タイムリーな販売価格の適正化
や各種改善により利益確保に努めまし
た。

経営計ըのظの՝୊ͱ取り૊Έ৽தޙࠓ
ํ਑・ઓུ

　豊橋製造所の履帯組立工程では、人による作業であったリンクベルト上への履板積載とボルト・ナットの仮締結を自動化しました。
　履板積載はAIと画像処理の組合わせにより、履板１枚の位置を自動特定してマグネットハンドでピッキングし、リンクベルト上に積載
可能としました。
　仮締結も画像処理とロボットを活用してナットを表裏正しくピッキングするようにしたほか、履板とリンクの穴位置合わせや狭い部
分へのナット供給など仕様に工夫を凝らしたことで、これまで困難とされていた自動化を実現しました。
　今後も当社グループで働く従業員の負荷軽減と安全性向上を第一に、さらなる自動化を推進します。

ཤଳ૊ཱラインのࣗಈ化ਪਐTopic

※2024年度OEMシェア（当社調΂）
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ஙߏମ੍࢈దੜ࠷ ΑʹΔجۀࣄ൫ͷڧԽ
ʙࠃ಺ۀࣄͷ࠶ฤ、̓ ఆ͠たऩӹੑ、
ͷۀࣄց༻଍ճり෦඼ػઃݐ     Β͞なΔ੒௕ʙ

ࣗಈ ・ं࢈ ʣۀࣄց༻଍ճΓ෦඼ػઃݐց෦඼ηάϝϯトʢػۀ

執行役員
自動車・産業機械部品事業୲当
造機事業部長

֟ᖒ ঢ

〈2030年の͋りたい࢟〉
グローバルで建設機械用足回り部品事業の新しいビジネスϞデルを創造する
ʙ建機足回り部品市場における建機Ϣーザーのベストパートナーへʙ
  ᶃ٬ސに信པされる建設機械足回り部品のリーディングカンパニー
  ᶄ҆定した高ऩ益体質の実現　
  ᶅ高い技術・価஋ある製品を創出しଓける人ࡒ集ஂ 価
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建機メーカーとの
強固な

パートナーシップ、
信頼関係を実現

多品種小ロット
対応力



ステークϗルμー 特ʹ関連͢Δ資本 ステークϗルμー΁の࢟੎ 主な取り૊Έ

お٬ ま͞ 社会関係資本

高い品質かつ環境性能に優れた製品・サービスをお
客さまへお届けし、それらに対するお客さまの評価を、
迅速に生産現場その他関係部門にフィードバックする
サイクルにより、お客さまと信頼関係を構築するととも
に、環境負荷の低減等サプライチェーン全体の持続
可能性を高めます。

● 環境対応ソリューションの提案（電炉材を活用した
グリーン製品の提供、軽量化した自動車部品の提
案等による製品のライフサイクル全体でのCO2排出
量の削減等）
● 取引適正化（価格決定方法や支払い方法の適正
化）に関するお客さまへの働きかけを通じた持続可
能性のあるサプライチェーンの構築

お取Ҿ先 ま͞
社会関係資本 
製造資本 
知的資本

公平・公正な取引の下、それぞれが持つ技術・バ
リューを相互に活用。技術提供やシステム活用による
効率化などにより、サプライチェーン全体の共存共栄
と規模・系列等を超えた新たな連携を目指します。

● 調達方針・サプライチェーンマネジメント方針の制
定・周知
● 公平・公正な取引の徹底（価格決定方法・支払方
法の適正化など）
● お取引先さまへの技術支援や効率化支援

従業員
人的資本 
製造資本 
知的資本

当社グループで働く人々の成長と健康・安全に最大
限の配慮を行い、一人ひとりの持つスキルと情熱を最
大限引き出し、未来に向けて、ともに成長していく関
係を築きます。

● 人財育成方針に基づく人財育成
● ダイバーシティ＆インクルージョンと働き方改革の
推進
● 従業員満足度向上施策の実行
● 健康経営®の推進

株主 ま͞
౤資Ո ま͞

財務資本 
社会関係資本

事業活動の持続的な発展と透明性の高い情報開示
を通じて、株主・投資家の皆さまが当社グループに抱
く期待にお応えし、資本の最適な活用を追求します。

● 株主総会等を通じた株主さまとのコミュニケーション
● 決算・事業情報の積極的な開示（法定開示、適時
開示、決算説明会、IR取材、IRイベントへの参加、
ウェブサイトでの情報開示）

஍Ҭ社会 社会関係資本 
自然資本

地域社会における市民の一員としての責任を果たし、
積極的にコミュニケーションを図っていくことで、ともに
発展していく仲間であると認めていただける存在を目
指します。

● 小・中学生、高校生へのキャリア教育（企業訪問
受け入れなど）

● 文化・スポーツを通じた支援
● 地域イベントへの参加や協賛
● 社会的課題の解決に資する製品・サービスの開
発・提供

当社グループは、新中期経営計ը“TOP: ActiWe � ChallenHe 2027”において、サステ
ナビリティ戦略として「人的資本の強化」「ガバナンス体制の強化」「D9のさらなるਪ進」「カー
Ϙンニュートラルのਪ進」をபに、社会՝୊΍経営՝୊にਝ଎に対ॲし、成長を͑ࢧ、Ճ଎さ
せる΂く、経営基൫を強化してまいります。前中期経営計ը期間におきましては、カーϘン
ニュートラル、人ࡒの育成・֬保、D9戦略ਪ進等について取り૊み、国ࡍ的ධ価機関である
CDPからは気ީ変動に関するධ価で࠷高ランクのAスコアを֫得、エコバディス社からは6年
連ଓでゴールドධ価を֫得するなͲ׆動を高くධ価されました。また、カーϘンニュートラル
に関しましては、ੴ୸Ր力発電所（明海発電株式会社）を事業廃止し、CO2排出量が2013年
度対比57%࡟減と、2030年度46%࡟減の目ඪを前౗しでୡ成しました。

 後΋中期経営計ըならびに当社グループのサステナビリティ長期ビジョン「TOP: Sustainableࠓ
GSeen Vision 2050」に͛ܝた目ඪに向けサステナビリティ経営をਪ進してまいります。　　　

ઐ務取締役
経営اը、人事、
サステナビリティ戦略管ঠ

ాத  ࠀ๕

௕ࢹظ఺でͷ໨ඪͷԼ、
αεςφϏϦςΟܦӦΛ࣮ફ͠·͢

 ステークϗルμー・エンήージメント

研究開発活動により開発が完了した水中調査清掃用ロボッ
トや、さまざまなお客さまのニーズに対して用途展開が可能な
下部走行帯ロボット（足回りモジュール）を中心に販売活動を
展開しています。当社の商品がより多くの場面で利用され、さ
まざまな業務の改善に役立てられることを目指して、今後も研
究開発に注力していきます。

ֵ新తٕज़で
άϩーόϧχッντッϓΛ໨͢ࢦ

։ൃ෼໺ۀࣄ

コアコンϐλンス

コアコンϐλンス

主原料の天然鉱物から精製するトピーマイカは、不純物
を含まず“安全、高純度、安定品質”で、国内のみならず
海外の化粧品メーカーからも高く評価されています。ま
た、主に食品向け包装材原料として、ガスなどの透過を
抑制する高いバリア性能が評価されています。

当社が製造する足回り技術を生かしたロボットは、社内
試験に基づく優れた耐久性、段差乗り越え、登坂性能な
ど優れた走破性を有しています。また、陸路だけでなく水
中でも安定して走行できる水中走行機能を備えており、
多くのお客さまから技術と実績を高く評価されています。

෦໳のڧΈ

෦໳のڧΈ

マイΧ

଍ճりٕज़

マイカ事業では、持続可能な循環型社会の実現に向け、既
存製品の生産過程で発生する副産物や級外品といった未活用
資源の供給を開始しました。従来用途がなく廃棄されていた未
活用資源が新たな価値を見出し、工業用色材の材料としてアッ
プサイクルされ、色材を配合したペン等さまざまな用途に使わ
れます。この取り組みを通じて「持続可能な循環社会の実現へ
の貢献」を加速させ、マイカ事業ならではの提案でトピーブラン
ドの価値を向上させていきます。

։発ηンλーڀݚ
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 マテリアリテΟの特定  αステナϏリテΟ経営のਪਐମ制
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ISO26000、GRIスタンダードなど
の国際的なガイドラインやSDGs、主
要ESG評価機関（FTSE、MSCI、
Sustainalytics等）の評価項目など
を参考にグローバルな社会課題の抽出
とリスト化を行っています。

当社グループは、サステナビリティ戦略委員会および取締役会でのディスカッション΍外部有ࣝ者からの助ݴを౿ま͑、当社グ
ループが取り૊Ή΂き６つのマテリアリティ（ॏ要՝୊）を特定しています。特定したマテリアリティは、当社グループの中期経営
計ըの主要施ࡦに૊み込み、۩体的なアクションプランと目ඪを定めて持ଓ的成長を目指した事業׆動をల開しています。

リストアップした社会課題をもとに、「ス
テークホルダー（社会）における重要
度」と「当社グループにとっての重要度
（事業への重要度）」の２つの視点か
ら分析と評価を行い課題の優先順位
づけを実施しています。

サステナビリティ戦略委員会にてマテリ
アリティの評価プロセスおよび分析結
果の妥当性等を検証し、経営会議によ
る承認後、取締役会にて報告を行いマ
テリアリティを特定しています。

● マテリアリティの特定プロセス

トϐーۀ޻άϧーϓのαεςφϏϦςΟ

社会՝୊の੔理 社会՝୊のॏ要度ධՁ ଥ当ੑূݕͱ特定

当社グループは、サステナビリティ戦略委員会（原ଇ年2
回Ҏ上開催）を設ஔし、サステナビリティ経営のਪ進に取
り૊んでいます。

ಉ委員会では、基本方਑のࡦ定΍中長期戦略をはじめと
するॏ要事項についての協議・決定、Ϟニタリングを行う
ほか、協議・決定した内容の経営会議΍取締役会への報告
΍৹議を行っています。なお、委員会のࡿ下にはサステナ
ビリティਪ進協議会およびカーϘンニュートラルਪ進協議
会を設ஔし、当社グループ内での連携をਤりながら۩体的
なサステナビリティ施ࡦを立Ҋ・実行します。 ※委員長ɿサステナビリティ戦略管ঠ取締役

行動͑ߟ険を༧知してة※

取締役会

経営会議

αステナϏリテΟઓུ委員会※

αステナϏリテΟ
ਪਐڠ議会

ΧーϘンχュートラル
ਪਐڠ議会

マテリアリテΟ

環 境

E

άリーン
イϊϕーシϣンのਪਐ

॥環ܕ社会
構ங΁の貢献

社 会

S

人権のଚॏ

ଟ༷な人財の׆༂支ԉ

事業Λ௨͡た
社会΁の貢献

ガバナンス

G
たΔݻ֬
経営基൫の構ங

主要な取り૊Έ ,1*・໨標 2024年度の取り૊Έ 貢献͢Δ4%(T

●環境配慮型製品（グリーン製品）開発
●CO2排出量削減
●再生可能エネルギーの利用拡大

●CO2排出量（Scope 1,2&3）
●エネルギー原単位
●CDPスコア（気候変動）

2050年カーボンニュートラルに挑戦  
5年度間平均1%の削減
前年同等以上

●CO2排出量（Scope 1,2）57％削減（2013年度比）
●エネルギー原単位0.1%削減
● 再生可能エネルギーの活用（オンサイトPPAモデルによる　
太陽光発電の導入）

●CDP（気候変動Aスコア）

●廃棄物削減・リサイクル
●グループ内資源循環推進
●生物多様性保全
●水資源保全への取り組み
●化学物質管理

●CDPスコア（水セキュリティ） 前年同等以上
●CDP（水セキュリティBスコア）
●ISO14001に基づく環境改善活動を実施

●人権方針の策定
（2022年10月12日ウェブサイトにて公表済）
●人権教育の実施
●人権リスクの評価および対応

●人権教育・研修の参加
●人権デュー・デリジェンス（活動の実施）

対象者の参加率80%以上
人権リスクの低減

●人権教育・研修の実施（当社およびグループ会社）
●人権相談窓口の活用による各種ハラスメントの防止・軽減

●グローバル人財育成
●ダイバーシティ推進
●健康経営®への取り組み・推進
●エンゲージメント向上

●女性管理職比率
●労働災害件数
●健康経営優良法人ホワイト500

2030年度10％以上
毎年休業災害以上0件
2027年度認定取得

●女性管理職比率5.7% (2023年度比＋0.3%）
●女性管理職比率の向上に向け、計画的な人財育成や女性
社員の活躍できる職域拡大を推進

●KY考動※の実践
●健康経営優良法人2025の認定取得

●お客さまとの関わり（品質）
●事業を通じた貢献
●地域社会への貢献

●クレーム件数 毎年重大クレーム0件
●重大クレーム0件
●品質保証体制強化の取り組みを継続

●コーポレート・ガバナンス
●コンプライアンス
●リスクマネジメント/BCP
●サプライチェーンマネジメント

●重大なコンプライアンス違反件数
●サプライチェーン方針アンケート
実施率

毎年0件を継続
2024年度100%

●重大なコンプライアンス違反件数０件
●サプライチェーンアンケートをTier1サプライヤーに100％
実施

環境・社会・ガバナンスに関する取り組みを評価するFTSE Russellの2024年のESG Ratingにおいて、
ESG Rating 3.1（5点満点中 前年度対比＋0.1）を獲得しました。

αステナϏリテΟ
Topic

αεςφϏϦςΟ



トϐー޻業άループの環境ෛՙのશମ （૾2024年度　連結：トϐー޻業ʴ連結子会社）

環境関連の֎෦イχシアνϒ΁のࢀը・֎෦ධՁ

*4014001ೝূ取ಘ状況

環境׆ಈਪਐମ制

当社グループがࢀըする環境関連の外部イニシアチブと、サステナビリティ׆動に対する外部ධ価を঺介します。

私たちは、美しい地球と豊かな社会を次世代に受け渡すために、素材から製品までの一貫した
モノづくりにおいて、持続的発展が可能な社会形成に向けて継続的な改善を推進し、地域との
協調、連帯により社会に貢献しています。

*4014001のೝূ取ಘ࣮績
（トϐー޻業、άループ会社）

グループ会社
環境管理担当者

製造所
環境管理担当者

技術部

技術管掌取締役
総務部長
技術部長
製造所長
労働組合執行委員長

環境๷災連བྷ会 環境๷災খ委員会 ੡଄所環境委員会

ʲ環境基本ํ਑ʳ

トピー工業（株）は、企業の社会的責任としてISO14001
環境マネジメントシステムに基づいた継続的な改善を経
営の重要課題に位置づけ、以下の方針を定め実行する。

1. 法の९क
環境に関する法ن制、डけೖれを決めた協定および取り
決め事項を९कする。

2. লエネルギー、஍ٿ温ஆ化๷ࢭ΁の取り૊Έ
す΂ての製造プロセスにおいてੵۃ的な省エネルギー、
Թࣨ効Ռガスの࡟減に取り૊Ή。

3. 環境ෛՙの௿ݮ
環境管理をより一૚強化し、廃棄物の࡟減、3R（リϢー
ス、リデュース、リサイクル）のਪ進なͲの環境ෛՙ௿減
に、コストҙࣝを΋って取り૊Ή。

4. 環境ʹ഑ྀ͠た੡඼։発
製品の設計から製造、使用、廃棄にいたるまでの֤段֊
において環境に配ྀした製品開発を行う。

5. 環境ҙࣝのߴ༲ͱ஍نٿ໛の環境อશのਪਐ
従業員に対する環境ڭ育΍ܒ発׆動を通じて、環境ҙࣝ
の高༲と生物ଟ༷性の理解を通じ、地نٿ໛の環境保全
をਪ進する。

6. ւ֎事業׆ಈʹお͚Δ環境อશの࣮ࢪ
現地の環境Өڹを配ྀし、現地社会の要੥にԠじた環境
対ࡦを実施する。

環境保全׆動をਪ進するため、1998年2月に豊川製造
所、綾瀬製造所がண手してҎ߱、当社は全製造所において
ISO14001認証を取得するとと΋に、グループ会社΋認証
取得を実施しています。

認証の取得後は、定期৹査で環境マネジメントシステム
のҡ持ঢ়گが֬認されており、環境基本方਑にԊった計ը
的かつ૊৫的な環境׆動をਪ進し、地ٿ環境へෛՙのগな
い生産׆動を日ʑ௥ٻしています。

*4014001 
ೝূ取ಘ

トピー工業

豊橋製造所 1999年4月
豊川製造所 1998年11月
綾瀬製造所 1998年11月
神奈川製造所 1999年6月

国内 
グループ
会社

トピーファスナー工業（株） 2001年9月
トピー工業九州（株） 1999年7月
（株）トージツ 2005年11月

明海リサイクルセンター（株） 2006年3月
リンテックス（株） 2002年8月

海外 
グループ
会社

トピーアメリカ, INC. 2009年6月
トピーファスナー（タイランド）LTD. 2021年6月
福建トピー汽車零件有限公司 2003年7月
トピー履帯（中国）有限公司 2017年10月

トピーファスナー･ベトナムCO., LTD. 2019年9月
トピーパリンダマニファクチャリング

インドネシア 2018年12月

トピー･エムダブリュ･マニュファクチャリング･
メキシコS.A DE C.V. 2017年1月

アサヒテック･アルミニウム･タイランド 2003年1月
関連会社 北越メタル（株） 2005年1月

社　௕

経営会議

தԝ環境๷災委員会

環境๷災事務ہ

環境理೦

ア΢トプットインプット

ૉࡐ෦໳ Ճ޻෦໳

మ߯ηάメント

੡඼

ࣗಈ ・ं࢈ 業機ց෦඼
ηάメント

調達

開発・設計

生産

供給・販売

鉄スクラップ

原料

調達

開発・設計

生産

供給・販売

ૉࡐ

֎෦
ௐୡ先

社会
お٬ ま͞

େؾ΁の排出▲

温室効果ガス排出量
Scope 1 .................... 295千t-CO2
Scope 2 .................... 360千t-CO2
マーケット基準/調整後排出係数
Scope 3 .................3,077千t-CO2▲

化学物質
VOC※2 ....................... 222 t▲

汚染物質
NOx※2 .......................... 62 t
SOx※2 ..............................1 t

排水▲

排水量　合計 ..........1,399千m3
下水 ............................ 557千m3
河川 ............................ 664千m3
海 ................................... 91千m3
地下 ............................... 86千m3

廃棄物▲

廃棄物排出量 .... 184,129 t▲

リサイクル量 ........ 164,541 t▲

最終処分量 ...........19,588 t

取水▲

取水量　合計 ............... 3,036千m3
市の水道総供給量および 
工業用水 ...................... 2,300千m3
地下水 .............................. 736千m3

エネルギー使用▲

エネルギー使用量※1 .......11,320TJ

リサイクル
※̍　連結（元発電事業を除く）
※２　連結日本

● 外部イニシアチブへの参画

● 外部評価

2022年5月に気候関連財務情報開
示タスクフォース（TCFD）提言への賛
同を表明しています。

2025年2月に企業の環境への取り組
みを評価する国際非営利団体のCDP
から、「気候変動」で2023年度より1
ランクアップの「A」評価、「水セキュリ
ティ」について2ランクアップの「B」評
価を取得しました。

2025年3月に当社グループの豊橋製
造所は、サプライチェーンに関する国際的
評価機関であるフランスのエコバディス
社によるサステナビリティ調査において、
調査対象企業の上位5%以内に位置する
「ゴールド」を6年連続で取得しました。

専門組織で中長期戦略等の検討を進
めるという活動の方向性と、経済産業
省が公表するGXリーグ基本構想との
趣旨に賛同し、2023年4月に「GX
リーグ」に参画しました。

2024年1月に国際連合が提唱する
「国連グローバル・コンパクト」に署名
し、グローバル・コンパクト・ネットワー
ク・ジャパンに加入しました。

Ϛωδϝϯトڥ؀
΁のऔΓ૊Έڥ؀▶
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5$'%ఏͮ͘جʹݴ ։ࣔ

当社グループは、気ީ関連ࡒ務情報開ࣔタスクフォース
（TCFD）提ݴへのࢍಉをද明しています。

当社グループの気ީ変動を含Ή環境՝୊のリスクに関し
ては、当社のリスクマネジメント委員会、サステナビリ
ティ戦略委員会および中ԝ環境๷災委員会の֤委員会の׆
動΍、環境マネジメントシステム ISO14001の実ફを通
じて管理しています。

特に、リスクのࣝ別・ධ価にあたっては、Ҏ下にࣔす֤
委員会等がリスクのධ価およびॏ要リスクのߜり込みを行
うとと΋に対ࡦを決定し、その対ࡦの進௙についてϞニタ
リングを行い、定期的に取締役会に報告しています。

ガバナンス
当社グループは、気ީ変動対Ԡを含Ήサステナビリティ

経営のਪ進を経営のॏ要՝୊の一つとҐஔͮけ、その取り
૊みに対して当社の取締役会による監ಜ体制を構ஙしてい
ます。気ީ変動問୊への取り૊みのਪ進は、サステナビリ
ティ戦略委員会（委員長はサステナビリティ戦略管ঠ取締
役、原ଇ年2回Ҏ上開催）が౷ׅしており、ಉ委員会では基
本方਑のࡦ定΍中長期戦略をはじめとするॏ要事項につい
ての৹議・協議等΍Ϟニタリングを行う͜とのほか、協
議・決定した内容の経営会議および取締役会への報告を行
い、ॏ要な方਑等については取締役会で決定します。

なお、ಉ委員会のࡿ下には、サステナビリティਪ進協議
会およびカーϘンニュートラルਪ進協議会を設ஔし、当社
グループ内で連携をਤり、۩体的なサステナビリティ施ࡦ
の立Ҋ・実行を୲っています。
※当社のガバナンス体制のৄࡉは68ページの「コーポレート・ガバナンス体制の֓

要」を͝ࢀরください。

౴ਃ・報告（௚接取締役会に報告する場合΋あります）

取締役会

経営会議

サステナビリティ
推進協議会

カーボンニュートラル
推進協議会

サステナビリティ戦略委員会
● 気候変動その他サステナビリティに関連するリスク
に関し、事業部門等からの報告に基づくリスクの識
別・評価

● リスクが顕在化することを防止するための対応策等
についての協議およびモニタリング　など

中央環境防災委員会
● 環境・防災に関する法令等の遵守について、事業部
門等からの報告に基づくリスクの識別・評価および
状況のモニタリング　など

リスクマネジメント委員会
● 事業継続計画の策定および承認による事業継続リ
スクの低減
● 気候変動リスクが顕在化した場合（災害、損失等の
発生）の緊急事態対応※

※ 事案に関する第一報の受領、対応部署の指示、事
案収束の承認および確認　など

5$'%ఏݴ΁のࢍಉ

ガバナンス・リスク管理
リスク管理

●リスク

● 機会

区分 内容

事業・財務影響※1

2030年
事業・財務影響※1

2050年
当社グループの対応 事業※2

1.5/2℃
未満 ４℃ 1.5/2℃

未満 ４℃

移行
リスク

政策・
規制

カーボンプライシング・エネルギーコスト
増加による輸送、製造およびCO2排出に
関するコストの増加

●CO2排出量の削減（2013年度比で2030年度
までに46％削減）　→達成
●再生可能エネルギーの利用および工場・オフィス
のZEB※3化
●生産改善、DX推進等による省エネルギー活動の
推進
●サプライチェーンの脱炭素化推進

すべて

技術 CO2排出量の削減目標達成に向けた
投資コスト増加

●エネルギー効率の高い設備および機器の導入
●再生可能エネルギー設備の導入
●グリーンファイナンス等の活用

すべて

市場

低炭素製品（調達・製造工程における
CO2排出量が従来よりも少ない製品）
に対するニーズの高まりへの対応遅れ
による収益減少

̶ ̶

●省エネルギー法に基づく省エネルギー活動
●サプライヤーとの協働によるグリーン調達の推進
●低炭素製品の開発および低炭素な製造工程の
導入

部品

高炉法よりもCO2排出量の少ない電炉
法へのシフトに伴うスクラップ需要の増
大による調達コスト増加

̶ ̶
●電気炉の生産性向上および電力原単位削減
●調達力の強化（調達地域拡大等）
●技術向上による溶解難スクラップの活用

鉄鋼

商業施設のグリーン化ニーズの高まり
への対応の遅れによる収益力の低下お
よび不動産価値の低下

̶ ̶
●エネルギー消費およびCO2排出量が少ない施設
への転換推進（再生可能エネルギー100％化に
向けた取り組みの推進）

不動産

評判
気候変動への対応の遅れや、対応状況
の開示不足によるレピュテーション低下
による資金調達コスト増加

̶ ̶
●気候変動対応に関する情報開示強化および株
主・投資家との対話強化によるESG評価向上
●上述のCO2排出量の削減等の取り組みの推進

すべて

物理
リスク 急性 気象災害の激甚化による収益減少、資

産に関する損害発生等
●BCPの再点検および強化によるレジリエンス向上
●サプライチェーンを含めたBCPの推進 すべて

区分 内容

事業・財務影響※1

2030年
事業・財務影響※1

2050年
当社グループの対応 事業※2

1.5/2℃
未満 ４℃ 1.5/2℃

未満 ４℃

機会

資源
効率

省エネルギー化によるエネルギー使用量
およびエネルギーコストの減少

●CO2排出量の削減（2013年度比で2030年度
までに46％削減）　→達成
●省エネルギー活動の推進
●再生可能エネルギーの利用による工場およびオ
フィスのZEB※3化

すべて

エネルギー
源

再生可能エネルギーへの切り替えによ
るエネルギーコストの抑制 ●太陽光発電設備の導入（オンサイトPPA等） すべて

製品および
サービス

低炭素製品・サービスに関する社会ニー
ズの高まりに対応した競争力・優位性
のある製品・サービスの開発および市場
投入等による収益増加

●低炭素製品の開発強化
●低炭素材料開発、代替素材の研究および転換
（非鉄金属含有量の少ないシュレッダーダストを
固化した炭材代替品の電気炉での活用等）
●グリーン調達の推進
●サプライチェーンの脱炭素化推進
●商業施設のグリーン化推進

すべて

市場 低炭素製品へのニーズの高い海外市場
における販売拡大

●海外での営業活動強化
●各国における関連規制・基準への準拠 部品

※̍　事業/ࡒ務Өڹ（2030年度・2050年における単年度損益Өڹ૝定額）ɿ 100億円Ҏ上、 10億円Ҏ上100億円ະຬ、 10億円ະຬ、� Өڹなし
※２　事業ɿ鉄鋼ʹ鉄鋼事業、部品ʹ自動車・産業機械部品事業、不動産ʹ不動産事業
※３　Net ;eSo EneSHZ #uildinH（ネット・θロ・エネルギー・ビル）の略称。建物でফ費する年間の一次エネルギーのऩࢧをθロにする͜とを目指した建物。

おΑͼ対Ԡڹ関連リスク・機会ʹ൐͏事業・財務Өީؾ



TOPY  Report  2025TOPY  Report  2025 4645

লエネ
生産改善
DX展開

省エネ機器の導入

用׆エネの࠶

೩ྉస׵ 化石燃料の切り替え
電化・低CO2燃料使用

௚ݟଘプロηスط ・ֵ͠ ৽ٕज़の։୓౳

2024年度
࣮績

(92���Ϗジϣン�
2030年度

໨標
2035年度

໨標
2040年度

໨標
2050年

໨標

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に

挑
戦

ಈのਪਐ׆
˔ੜ޻࢈৔のスマートϑΝクトリーԽによるলΤネ׆ಈのਪਐ
˔Φンαイト11"等の࠶ੜՄ能ΤネルΪーの׆༻ଅਐ、֦ େ検౼
˔ઃඋ౤ܭࢿըにお͚る*$1制౓のܧଓ
˔ライϑαイクルશମにお͚る੡඼のڥ؀ෛՙ௿ݮ

　削減目標は2013年度対比
　目標達成状況はScope 1,2
　が対象
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当社グループは、CO2の排出量࡟減について、2030年度
および2050年に向けた長期的な目ඪを設定して、そのୡ成
に向けた取り૊みをਪ進しています。

省エネマイスター制度によるపఈ的な生産工ఔでの省エネ
ルギーによるScope 1および2におけるCO2排出量の࡟減だ

けでなく、バリューチェーンを通じた製品輸ૹに係るエネル
ギーফ費࡟減΍ホイールܰ量化による೩費向上なͲ、Scope 
3への対Ԡについて΋、技術、営業、生産管理なͲグループ一体
で戦略的な対Ԡをਤり、取り૊みをਪ進する͜とで、カーϘ
ンニュートラルの実現に向け、チャレンジをଓけています。

$02排出量ʹ関͢Δ໨標おΑͼ࣮績

$02排出量のݮ࡟
（トピー工業＋連結子会社）

※2013・2022および2023年度は、چ発電事業として社外に販売したૹ電に関する電力に相当するCO2排出量を含めています。
※2022・2023および2024年度の数஋は、ୈ三者からの保証を得ていますɿ連結/Scope 1,2�3（カテゴリー1,2,3,4,5,6,7,8,9,13,15/

算定対象外ɿカテゴリー10,11,12,14）
※Scope 3のカテゴリ別の内༁のৄࡉについては、当社ウェブサイトにܝ載されているESG データ集を͝ࢀরください。
※2013年度࣌点において社外からߪೖしていた部ࡐ（Scope 3の対象）のうち、現在においては社内生産に੾りସわっている΋の
（Scope 1,2の対象）については、2013年度における当該Scope 3の数஋をಉ年のScope 1,2の数஋に含めています。

項目 単位 対象範囲 2013年度 2022年度 2023年度 2024年度
Scope 1 千t-CO2 連結

1,516
1,239 982 295

Scope 2 千t-CO2 連結 361 399 360
Scope 3 千t-CO2 連結 ̶ ̶ ４,139 3,077

4DPQF 1,2ˍ3の࣮績
（トピー工業＋連結子会社）

Scope 1ɿ事業者自らによるԹࣨ効Ռガスの௚接排出（೩ྉの೩মおよび工業プロセス）
Scope 2ɿ他社から供給された電気、೤・ৠ気の使用に൐う間接排出
Scope 3ɿScope 1およびScope 2Ҏ外の間接排出（事業者の׆動に関連する他社の排出）

2030年度໨標

2035年度໨標

2040年度໨標

2050年໨標

Scope 1,2

Scope 1, 2＆3

2013年度比  46％ݮ࡟Λ໨指͢

2013年度比  60％ݮ࡟Λ໨指͢

2013年度比  73％ݮ࡟Λ໨指͢

�3ˋ
ݮ࡟

��ˋ
ݮ࡟

��ˋ
ݮ࡟

ୡ੒

ΧーϘンχュートラルʹ௅ઓ

● CO2排出量ロードマップ

用ޠղઆ

指標ͱ໨標

มಈ΁のରԠީؾ

΁のऔΓ૊Έڥ؀▶

当社グループは、事業׆動・生産׆動において、৿ྛെ
採΍生ଶܥをഁյするような行ҝは行っていませんが、生
物ଟ༷性の保全は、地ٿԹஆ化とと΋に持ଓ可ೳな社会を
実現する上でॏ要と͑ߟています。当社グループにおいて
は、生物ଟ༷性保全׆動として、発ల途上国の৿ྛ資源を
保全するため、環境ഁյの৺配のない国産ࢴ΍リサイクル
ペーパーの使用を進めています。

化学物質をѻう事業者は、「特定化学物質の環境への排出
量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR
法）」によって、人΍生ଶܥに有害な化学物質の環境への排
出量と移動量を事業所͝とに管理し、行੓にಧ出を行う制
度が定められています。当社グループ΋͜の制度にଇり、
ຖ年行੓へのಧ出を行うとと΋に、͜ のプロセスを׆用し
て化学物質のܧଓ的な管理を行っています。

当社グループでは、大気汚染๷止の取り૊みとして、VOC
（揮発性有機化合物）排出施設のVOCೱ度の自主ଌ定と、排
出量࡟減のための製造技術面での対Ԡを実施しています。

当社グループは、水資源保護に取り૊み、工場で使用す
るྫྷ却水を॥環させて࠶利用するなͲ、使用量の࡟減に౒

めています。また、環境を汚染しないよう排水はॲ理施設
で環境基準஋Ҏ下にড়化しています。

水使用量のਪҠ（トϐー޻業ʴ連結子会社）

（千m3）

2020 2021 2022 2023 2024（年度）

676

2,202

877

738

2,221

820

785

2,182

847

769

2,091

808

704

1,596

736

工水 上水 井水等

0

1,000

2,000

3,000

4,000

1353法対象物質の総排出量・Ҡಈ量
（トϐー޻業ʴ連結子会社）

（t）

2020 2021 2022 2023 2024（年度）

231 232 213
248

251
347 351

339

222

308

600

500

400

200

300

100

0

総排出量 総移動量

70$総排出量・Ҡಈ量
（トϐー޻業ʴ連結子会社）

（t）

2020 2021 2022 2023 2024（年度）

230 232

213
222

248

190

200

210

220

230

240

250

ݙߩங΁のߏ社会ܕϦεΫ΁のରԠͱ॥؀ڥ؀
΁のऔΓ૊Έڥ؀▶

ੜ෺ଟ༷ੑอશ

Խֶ෺࣭؅ཧ

ੜ物ଟ༷ੑ΁の対Ԡ

水資ݯอޢ΁の取り૊Έ

1353法対象物質の排出・管理 େؾ汚染๷ࢭ΁の取り૊Έ

57％
削減
達成
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生産׆動で発生する鉄スクラップの一部は、電気炉製鋼
用の原ࡐྉとして௚接社内で࠶利用しています。そのほか
の廃棄物について΋࠶資源化をਤり、࠷ऴॲ分量の࡟減に
౒めています。また、製鋼工ఔで発生する酸化スラグは、
౔໦用ࡐྉおよびコンクリートࡐࡐࠎྉなͲに࠶利用して
います。

2024年度の当社グループにおける産業廃棄物の合計は、
排出量が184千トン、࠷ऴॲ分量が20千トンでした。

引きଓき、3R（リデュース、リϢース、リサイクル）の֦
大΍改善をਪ進し、廃棄物の࠶資源化と࠷ऴॲ分量の௿減
に౒めていきます。

ࡐࠎ化スラάࢎ࿍ؾి
豊橋製造所では、スラグྫྷ却設උとഁࡅ設උのಋೖによ

り、電気炉ਫ਼࿉࣌に発生する酸化スラグと、ೋ次ਫ਼࿉工ఔ
で生成し連ଓர造後に取ುから排出されるؐ元スラグを完
全 分 ཭ し、ॲ 理・ Ճ 工 し て ࠶ 資 源 化 す る 体 制 を 整 ͑、 
2013年4月に「JIS A 5011-4ɿコンクリート用スラグࠎ
。の認定を取得しました「ࡐࠎୈ4部ɿ電気炉酸化スラグ-ࡐ
その後、2013年12月に「改正JIS A 5011-4」の認定΋取
得し、コンクリート用電気炉酸化スラグࡐࠎの製造・販売
を広͛ています。

電気炉酸化スラグࡐࠎは、従དྷコンクリート用ࡐࠎとし
て利用されてきたఱવ࠭΍࠭利なͲのఱવࡐࠎより比ॏが
ॏく、ফ೾ブロックなͲॏ量コンクリート向けࡐࠎとして
利用されています。また、コンクリート用電気炉酸化スラ
グの普及に౒める͜とで、ఱવࡐࠎの採۷に൐う自વ環境
へのӨڹ΍エネルギー使用を཈͑る͜と΋できます。

ࡐੜ࿏൫࠶࿍スラάؾి
電気炉スラグ࠶生࿏൫ࡐ（商品名ɿECOストーンä）は、

酸化スラグとؐ元スラグをഁࡅ、;るい分けしࠞ合した࠶
生࿏൫ࡐです。͜ のECOストーンäは、愛知県で2002年
から始まった「愛知県リサイクル資ࡐධ価制度（愛称ɿあい
くる）」の認定を2014年8月に取得し、公共工事で使用可
ೳな品質・性ೳおよび環境に対する҆全性をຬたしている

ʠあいくるࡐʡとして認められました（認定番߸ɿ2-201）。
ECOストーンäは、有害物質の༹出量、含有量Ͳちら΋

環境基準஋を大きく下回っており、環境上҆全に使用する
͜とができます。

当社グループは、電気炉スラグのリサイクルによる資源
の有効׆用をਪ進しており、電気炉スラグの発生量に相当
するリサイクル製品を販売しています。

（業ʴ連結子会社޻トϐー）業廃棄物排出量࢈

2020 2021 2022 2023 2024（年度）

236,154

265,068 261,787

234,431

184,129

21,801
23,757

21,117 22,558
19,588

ऴॲ分量排出量࠷
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॥環ܕ社会構ங΁の貢献Point 社内リαイクルのଅਐͱೲೖՙ࢟まͰΛྀ͠ߟた廃棄物ݮ࡟

΁のऔΓ૊Έڥ؀▶

ഇغ෺ݮ࡟・ϦαイΫϧのऔΓ૊Έ

廃棄物のݮ࡟ͱリαイクル

用׆࿍スラάの有効ؾి

ݙߩங΁のߏ社会ܕϦεΫ΁のରԠͱ॥؀ڥ؀

&7化ʹ͚޲たσΟスクのܰ量化
自 動 車 業 界 で は、環 境 ෛ ՙ ௿ 減 を 目 的 と し た#EV

（#atteSZ ElectSic Vehicle）化がՃ଎する中で、電費改善な
Ͳ車྆のߤଓڑ཭向上の取り૊みが日ʑଓけられています。
また、ホイールに対しては、ܰ 量化΍ۭ力性ೳ、高ҙঊがٻ
められています。当社の৐用車用スチールホイール「超ʑス
クエアホイール」は、ディスク外周部にਨ௚に立ち上͛たॎ
นを設けた現行品（超スクエアホイール）の૭部をҙঊ面ଆ
へுり出させ、ॎน部の࣠方向長さを֬保する͜とで、૭部
の֦大によるܰ量化と高߶性化を྆立できる製品です。現
行品に対してディスクの素ࡐ使用量を約10％࡟減する͜と
ができ、素ࡐ使用量࡟減と車྆の電費・೩費の向上により
環境ෛՙ௿減にݙߩする技術です。

一ൠ社ஂ法人サステナブル経営ਪ進機構（SuMPO）の環境
ラベルプログラムに基ͮく「SuMPO EPD（چエコリーフ）」の
認証を新たに1件取得し、SuMPO EPD認証製品は7製品※̍

となりました。SuMPO EPDは、ライフサイクルアセスメン
ト（LCA）手法を用いて、資源採取から製造、物ྲྀ、使用、廃
棄、リサイクルまでの製品のライフサイクル全体の環境情報
を定量的に開ࣔする製品環境એݴ（EPD）の認証制度の一つ
です。͜ の認証により、お٬さまは製品の環境ෛՙを؍٬的
にධ価し、環境に配ྀした製品をߪೖする上での൑அࡐྉ
とする͜とができます。 

2024年に認証を取得した平鋼製品は長方ܗஅ面に೤間
圧延された鋼ࡐで、建ங、橋ྊ、造ધ、建設機械なͲ෯広い
分野で使用されています。

建ங物等でSuMPO EPD認証を取得した製品を一定数量
Ҏ上使用する場合、LEED※2認証のਃ੥࣌にՃ点される等の
メリットが得られます。

業քॳのクロムフリー޻法ʹ成ޭ
アルミホイールのද面ॲ理は、長期にわたりࡺびない͜と

と変৭しない͜とをॏࢹして設計され、๷ࡺにはクロムॲ理
が不可ܽと͑ߟられてきました。しかし、Ԥ州での環境ن制
なͲをडけて、֤ 自動車メーカーでは、クロムなͲのॏ金属
を使わないද面ॲ理技術に注目してい
ます。͜ うしたニーズをडけ、クロムの
代ସ金属の検討と技術開発をॏͶ、独
自の特घॲ理を׆用し、業界でॳめて
クロムフリー工法に成功しています。

サプライチェーン排出量（Scope 1,2,3の合計）の約8割をScope 3が占める当社グループにとって、環境配慮
型製品の開発は社会からの期待に応えることにつながります。製品の耐久性向上や軽量化、使用時の効率性、環境負
荷の低い原材料の利用、リサイクルの高度化などにより製品・サービスを通じた環境負荷削減を進めています。

※1 平鋼、̝  ܗ棒鋼（௚棒）、ҟܗҟ、ࡐ鋼、フォークリフト用マストܗߔ、鋼ܗ鋼、山ܗ
棒鋼（TACoil®）

※2   LEED（LeadeSship in EneSHZ � EnWiSonmental DesiHn）。建ங΍都市の環境
（ビルト・エンバイロメント）をධ価する、米国の国ࡍ的な性ೳධ価システム

窓部：意匠面側への張り出し（凸形状）

縦壁部の軸方向長さ

੡඼・αーϏεΛ௨ͨ͡ڥ؀ෛՙݮ࡟
΁のऔΓ૊Έڥ؀▶

άリーンイϊϕーシϣンのਪਐPoint $02排出量のগない発ిํ法΍೩ྉのస׵、環境഑ྀܕ੡඼の։発ͱ-$"のྀߟ

੡඼の։ൃܕ഑ྀڥ؀

ܰ量化ϗイールʮ௒ʑスクエアϗイールʯ ʮ4V.10 &1%（چエコリーフ）ʯೝূの取ಘ

アルϛϗイールృ૷ϊンクロムલॲ理
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৽ٕज़の׆用ଅਐ΁
鉄ےコンクリート用棒鋼「TACoil®」は、そのՃ工生産性の

向上΍Ճ工࣌のࡐྉ廃棄ロスの௿減がධ価され、国౔ަ通
省の新技術情報提供システム「NETIS（NeX TechnoloHZ 
InGoSmation SZstem）」にొ࿥されました。

TACoil®は、鉄ےコンクリート用棒鋼を高ີ度でרき取っ
たコンパクトコイルで、NCՃ工機と併用する͜とで鉄ےՃ
工におけるՃ工生産性を大෯に向上させるとと΋に、鉄ےを
自༝な長さに੾り出せるためՃ工࣌のロスをۃ限まで௿減
させられます。͜ うした特長を生かし、建設業界のগ子高ྸ
化による人手不足なͲの՝୊解決にݙߩする製品です。

用Λਪਐ׆ੜ可能エネルギーの࠶
当社グループは、CO2排出量࡟減の一環として࠶生可ೳエ

ネルギーの׆用を促進するため、オンサイトPPAϞデルに
よるଠཅޫ発電設උをಋೖし、2025年3月に豊川製造所で
Ք働を開始しました。当社グループは、2050年の持ଓ可ೳ
な社会の実現に向けたサステナビリティ長期ビジョンをࡦ
定し、気ީ変動に対する取り૊みとして、2050年における
カーϘンニュートラルの実現を目指しています。豊川製造所
への設ஔをൽ੾りに、国内外のグループ会社の拠点で設ஔ
を進めてまいります。

環境ෛՙのେ෯なݮ࡟ʹ貢献
建設機械用の足回りに使われる履帯は๷ࡺなͲの目的で

ృ૷されて使用されます。従དྷは༹ܥࡎృྉを用いてきまし
たが、2019年、豊橋製造所に新履帯૊立ラインが新設され
た͜とにあわせて水༹性ృྉに੾りସ͑ました。͜ れにより
VOC（揮発性有機化合物）の排出量を大きく཈制する͜とが
できました。また、ಉ所における履帯の素ࡐから製品までの
一؏生産を実現し、輸ૹ量を大෯に࡟減する͜とで、CO2排
出量の࡟減にݙߩしています。

΁のऔΓ૊Έڥ؀▶

水༹ੑృ૷ཤଳ

ʮ5"$PJM�ʯの৽ٕज़情報ఏڙシステム
　ʮ/&5*4ʯ΁のొ࿥

Φンαイト11"ϞσルʹΑΔ
　ଠཅޫ発ిઃඋಋೖの決定

豊川製造所 社員ற車場・総合事務所ற車場
（2025年３月Ք働開始）

豊橋製造所 履帯工場԰ࠜ
（2025年̓月Ք働開始）

੡඼・αーϏεΛ௨ͨ͡ڥ؀ෛՙݮ࡟

日本࠷大ڃのシュレッダープラントを持つ連結子会社の
明海リサイクルセンターは、廃自動車΍ࡶ品۵等をシュレッ
ダーでഁࡅし、鉄スクラップと非鉄スクラップに࠶生すると
と΋に、プラスチック΍ゴム等からなるシュレッダーダスト
を୸ࡐの代ସ品として当社の電気炉で׆用するなͲ、廃棄
物の発生をۃ限まで཈制したリサイクルシステムを構ஙし
ています。

2025年10月、બ別ॲ理ೳ力の૿強とリサイクル事業の
高度化を目的として、非鉄બ別ラインの新設と移設を行い、
Ք働を開始しました。新ラインの新設により、ミックスメタ
ルの高度બ別が可ೳになり、高品質な非鉄金属の販売が実
現し、ऩ益֦大が期଴されます。

キノテック社の開発した、電気炉ダストからѥԖをリサイ
クルする新キノテック法（௚接アルカリਁ出電解法）に関す
る共ಉ研究を2024年9月に開始しました。͜ の技術は、電
気炉で鉄スクラップを༹解するࡍに発生する電気炉ダスト
から௚接高७度のѥԖを࠶生するֵ新的な方法であり、従
དྷの手法に比΂て環境ෛՙとコストの大෯な࡟減が期଴さ
れています。共ಉ研究を通じて実用化に向けて取り૊み、持
ଓ可ೳな資源॥環型社会の実現にݙߩしてまいります。

2025年9月、બ別ॲ理ೳ力の૿強とリサイクル事業の高
度化を目的として、非鉄બ別ラインの新設と移設を行い、Ք
働を開始しました。新ラインの新設により、ミックスメタル
のબ別が可ೳになり、の高品質な非鉄金属の販売が実現し、
ऩ益֦大が期଴されます。

໌ւリαイクルηンλーʹΑΔ
　リαイクルのߴ度化

ѥԖリαイクルٕज़։発ʹࢀը͠
　キϊテック社ͱのڞಉڀݚスλート

当社は、2024年度におけるCO2排出量算定報告書に基
ͮいて、2025年9月にソコテック・サーティフィケーショ
ン・ジャパン株式会社による独立したୈ三者保証報告書を
取得しています。ৄ しくは当社ウェブサイトを͝ཡくださ
い。

環境σーλのಠཱ͠たୈࡾ者อূ



͓٬͞·・͓ औҾઌ͞·ͱの関ΘΓ
▶社会΁のऔΓ૊Έ

当社は、顧客第一主義に徹し、QMS※の有効性の継続的改善をはかりながら、常にお
客様に満足していただける安全で高い品質の製品とサービスを提供し、社会に貢献す
ることをめざす。

඼質อূ理೦

1. ઈ͑ずお٬༷の期଴とニーズを先取りし、要ٻにはਝ଎かつ的֬に対Ԡし、お٬༷にຬ足される品質の製品、サービスを
提Ҋし、提供しଓける。

2. 設計・開発段֊で品質を作り込Ή͜とにॏ点をஔき、製造品質の҆定化、信པ性向上をはかる。
3. 。し、当社のす΂ての人ʑの品質に対するҙࣝを高めるࢹ࿅をॏ܇、育ڭ
4. 品質不ྑはෳ数の要ҼがӨڹして発生する͜とから、ৗに଎΍かに問୊のਅҼを௥究し、本質的改善をはかる。
※2MS（品質マネジメントシステム）ɿ2ualitZ ManaHement SZstem

※三ஏクレーム ɿ ҟ品ೲೖ、員数ҧい、දࣔҧい

2024ʵ25年度  ඼質ํ਑
ʰ%9Ͱங͘ݻڧな඼質อূମ制ʂ 0OF トϐーͰ࣮͢ݱΔ社会͔Βの͔֬な৴པʂʱ

～品質保証・品質管理の変革による三恥クレーム※撲滅！その先へ～

たちは、ISO9001に基ͮく品質マネジメントシステムࢲ
を構ஙしています。

品質コンプライアンスに関する要ٻが高まる中で、お٬さ
まに҆৺して͝使用いただける製品を提供するための取り
૊みを強化しています。۩体的には、ࡐྉ調ୡから製造、出

ՙにࢸるす΂ての製造工ఔにおけるトレーサビリティの強
化および製品出ՙ࣌のڐ可の֨ݫ化をਤっています。͜ れら
の׆動により、ॏ大クレームθロをܧଓ目ඪとしています。

さらに、D9の׆用により品質管理を強化し、製品品質向
上のためのPDCAサイクルをܧଓ的にスパイラルアップし
ています。͜ れによりৗにお٬さまに͝ຬ足いただける製品
の提供を目指してまいります。

૊み࢓
（委員会・ϞチベーションアップなͲ）

職制（੹任と権限）

社௕
社長品質方針策定
工場品質レビュー
重要品質問題への対応指示

事業෦௕
（事業෦の

඼質の
（੹೚者ߴ࠷

事業部品質方針策定

事業部品質監査

グループ会社品質監査

中央品質委員会委員

品質問題の社長（本社）への連絡要否判断                              

੡଄所௕ PS
෦໳௕

製造所 or 部門品質方針策定

QMS上の経営者 or 管理責任者

ISO9001品質マネジメント
システムに基づくPDCA

άループ会社
社௕

社長品質方針策定

QMS上の経営者

ISO9001品質マネジメント
システムに基づくPDCA

現行
ISO9001
に準ず

社௕඼質ϨϏュー 1ճҎ上�年

社長方針の展開状況を
現地・現物で確認

தԝ඼質委員会 2ճ�年

● 品質方針展開状況と品質コスト
推移状況報告およびフォロー
（定例会議）
● 委員長・副委員長による重要品
質問題の対策効果確認監査
（不定期開催）

構成メンバー
　委員長・副委員長・委員

ٕज़෦

●中央品質委員会事務局
●社長品質レビュー事務局
●品質部門長会議事務局
●重要品質問題の社長・危機管理委員会への報告支援
● 事業部品質監査・グループ会社品質監査に
監査側メンバーとして参加

඼質෦໳௕会議 4ճ�年 ఔ度

システムの充実と情報交換

●各事業部品質保証部門長
●技術部

඼質管理ମ制

基本తなํ͑ߟ

඼質マネジメントのڧ化

※「ৼ興基準」とはʜ਌事業者と下੥事業者との๬ましい取引׳行の͜と。当社で
は取引適正化の5分野（（1）価֨決定方法の適正化、（2）型管理なͲのコストෛ୲
の適正化、（3）手ܗなͲのࢧ払条件の適正化、（4）知ࡒ・ノウϋウの保護、（5）働
き方改ֵに൐うしわ寄せの๷止）をॏ点項目と設定しています。

「̝トピー工業グループ 調ୡ方਑」「トピー工業グループ サプライチェーンマネジメ
ント方਑」および「パートナーシップ構ஙએݴ」のৄࡉについては、当社ウェブサイ
トを͝ࢀরください。

現代のサプライチェーンにおいては、人権、ྙ 理、環境、
情報セキュリティなͲのੈ界的なن໛の問୊への対Ԡがॏ
要な՝୊となっています。また、੓情不҆、ҟৗ気象、市
ҝସ変動、技術・情報࿙ӮなͲの調ୡに関連するリス・گ
クが高まっており、当社グループの҆定的かつ効率的な生
産׆動をܧଓ的に͑ࢧる調ୡを実現するඞ要があります。

当社グループは、͜ のような՝୊への対Ԡとして「トピー
工業グループ 調ୡ方਑」および「トピー工業グループ サプ
ライチェーンマネジメント方਑」を͛ܝています。͜ れら
の方਑に従い、当社グループは、サプライチェーンを構成
するす΂てのお取引先さまとの相ޓ理解と信པ関係の構ங
を通じ、高いྙ理؍の下、人権保護΍地ٿ環境保全をはじ
めとした҆全・҆৺なサプライチェーンの構ங・ҡ持に౒
力しଓけ持ଓ可ೳな社会の実現にݙߩするとと΋に、お取
引先さまに高いレベルの品質・ೲ期・コストをҡ持してい
ただき、当社グループの҆定的・効率的な生産׆動を実現
させます。

また、「サプライチェーン全体の共ଘ共ӫとن໛・ྻܥ等
を超͑た新たな連携」および「ৼ興基準」※の९कをਪ進する
͜とをうたった「パートナーシップ構ஙએݴ」を公දし、お
取引先さまとのよりྑい関係の構ஙを進めています。

基本తなํ͑ߟのप஌おΑͼํ͑ߟʹԊͬた取り૊Έのྫ

˔国内外グループ会社に「トピー工業グループ 調ୡ方਑」およ
び「トピー工業グループ サプライチェーンマネジメント方਑」
を周知（海外グループ会社については現地ޠの຋༁൛を配付）

˔当社の主要サプライヤーであるお取引先さまに「トピー工
業グループ 調ୡ方਑」および「トピー工業グループ サプラ
イチェーンマネジメント方਑」を配付。ಉ࣌に方਑に関す
るアンケート調査を実施（調査ථの回ऩ率100%）
後΋定期的にアンケートを実施༧定ࠓ※

˔当社が௚接取引を行う下੥代金ࢧ払஗延等๷止法の下੥
事業者に該当するお取引先さまへのࢧ払サイトを60日に
୹ （ॖ2023年5月より）

˔法ྩに൓した保管・操業を行っているスクラップヤード、
いわゆる「不適੾ヤード」に༝དྷする鉄スクラップのडけ
ೖれをおஅりする͜とをද明（2023年9月）

˔日本自動車部品工業会における取引適正化のさらなる強
化に向けた取り૊み、「ۗを正す」׆動にࢀը

当社グループは、グループ行動ن範において「公正、ಁ
明、自༝なڝ૪を行う」͜ とを͛ܝています。「ࢲ的独઎の
΍「下（止法ې独઎）「止及び公正取引の֬保に関する法律ې
੥代金ࢧ払஗延等๷止法」（下੥法）なͲの国内法ྩ΍、関

連する海外の法ྩにଇった公正な取引を行うため、従業員
へのڭ育・周知をపఈするとと΋に、法ྩのझࢫにԊった
取引基本契約書のフォームを作成・׆用΍、内部監査によ
る法ྩ९कঢ়گの֬認なͲの取り૊みを行っています。

ެਖ਼ͳऔҾのపఈ

※ SERɿSupplieS Excellence RecoHnition（༏秀取引先ධ価）
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事業Λ௨͡た社会΁の貢献Point Β͞なΔ඼質อূମ制ڧ化ʹΑΔお٬ ま͞ຬ଍度の޲上、ॏେクϨームθロ

トϐー޻業άループ、お取Ҿ先 ま͔͞Βのදজ
当社グループのお取引先さまである米国キャタピラー社より、建設機械用足回り部品部門および鉱山機械
用ホイール部門においてSER※の最高位認証「エクセレント」を取得しました。SERは、毎年キャタピラー社が
独自の基準によりサプライヤーを認証する制度で、さまざまな要求項目を総合的に評価するものです。
また、アサヒテック・アルミニウム・タイランドが品質について、ミツビシ・モーターズ（タイランド）社より

「Excellence Quality With Zero Defect」、ニッサン モーター タイランド社より「Regional Supplier
Quality Award Finalist（ASEAN地域）」を受賞したほか、トピー実業が株式会社クボタより「2024年度ベ
ストサプライヤー賞」を受賞するなど、国内外でお取引先さまから高い評価を頂いています。

アサヒテック・アルミニウム・
タイランドはミツビシ・Ϟー
ターズ（タイランド）社より2年
連 ଓ で「Excellence 2ualitZ 
With ;eSo DeGect」をड৆

Topic

ௐୡ・αϓライνΣーϯϚωδϝϯト



環境ͱ物ྲྀ՝୊のղ決Λ໨指͠た取り૊Έ、ݮ࡟内֎Ͱの஍Ҭ社会΁の貢献మಓ༌ૹϞーμルシフトͰ$02排出量ࠃ

学ੜ΁の支ԉ
インドネシアに拠点をஔくトピー履帯インドネシアで

は、ۙ ྡ地Ҭのখ学ߍに学शࢧ援用۩΍ਗ਼૟用۩の寄ଃ、
また঑学金の提供を通じて、ڭ育環境の向上にݙߩしてい
ます。さらに、現地大学がਪ進する水力発電プロジェクト
に΋協ࢍし、学生の׆動をࢧ援しています。

国内においては、֤ 製造所が地Ҭのখ学ߍからの工場ݟ
学をੵۃ的にडけೖ
れ、Ϟノͮくりのັ
力΍ॏ要性を体ײで
きるوॏな機会とし
て、ࢀՃߍからは高
いධ価を௖いていま
す。

用͠た஍Ҭ社会΁の貢献׆業൛;Δ͞ͱೲ੫Λا
当社製造所が所在する神奈川県綾瀬市に対し、「সإあ;

れる਌子が育つまちプロジェクト」および「保育࢜ॲ۰改善
給付金事業」へのࢧ援として、ا業൛;るさとೲ税制度を
͜。用した寄付を実施いたしました׆ の取り૊みが綾瀬市
のまちͮくりの発ల
にݙߩしたとして、
市よりँײঢ়をଃఄ
いただきました。

フーυバンクなͲΛ௨͡た৯ྐ支ԉ・৯඼ロスのݮ࡟
当社グループでは、֤ 拠点において৯品ࢧ援׆動をੵۃ

的にల開しています。愛知県の豊橋製造所では、フードド
ライブ׆動を実施し、集まった৯品を東三Տフードバンク
へಧけています。また、長野県松本市を拠点とするトピー
ファスナー工業において΋、フー
ドバンク信州の「͜Ͳ΋Ԡ援プロ
ジェクト」৯ྐࢧ援׆動にࢀըし
ています。͜ れらの取り૊みを通
じて、৯品ロスの࡟減にݙߩする
とと΋に、地Ҭの子Ͳ΋たち΍ࢧ
援をඞ要とする方ʑの豊かな฻ら
しͮくりをサポートしてまいりま
す。

当社スチール事業部では、株式会社アイ・テック、日本
՟物鉄道株式会社、඿松委୑運ૹ株式会社および三八ޒ通
運株式会社とと΋に「Ϟーダルシフト豊橋北上コンテナ輸
ૹ協議会」を設立し、鋼ࡐ輸ૹにおいて鉄道׆用のϞーダ
ルシフトをਪ進しております。

͜の取り૊みは、CO2排出量の࡟減΍物ྲྀの効率化を主な
目的として、2024年11月から運用を開始しました。۩体的
には、当社豊橋製造所（愛知県）で製造された建ங΍౔໦向け
等に使用される鋼ࡐ製品を、アイ・テック北上D・M・C（ؠ
手県）へ輸ૹするࡍ、従དྷのトレーラー輸ૹから新造した31

フィートコンテナを使用した鉄道輸ૹへ੾りସ͑ております。
͜の輸ૹ方法の転׵により、Ҏ下の成Ռをୡ成しており

ます。
˔輸ૹ全体のCO2排出量を年間約389トン（77％）࡟減
˔長ڑ཭トレーラー輸ૹの運転࣌間を年間2,256࣌間
減࡟（61％）

˔ドライバーのෛ୲ܰ減による働き方改ֵのਪ進
˔2024年問୊（物ྲྀ業界の労働࣌間ن制強化）への対Ԡ

当社はࠓ後΋、環境ෛՙ௿減と社会՝୊の解決にݙߩす
る持ଓ可ೳな物ྲྀ体制の構ஙに取り૊んでまいります。

スϙーπ・จ化Λ௨͡た支ԉ
当社グループは、グループ基本理念の下、地Ҭ社会と連

携し、善きا業市民としてੵۃ的にスポーツ・จ化を通じ
たࢧ援を行っています。

スポーツ分野では、当社製造所がある三Տ地Ҭをホームタ
ウンとする、プロバスケットϘールリーグ（#.LEAGUE）に
所属の「三ԕネオフェニックス」とのオフィシャルスポン
サー契約を2018年よりܧଓしています。三Տ地Ҭのさらな
る発లをئい、ファンのօさまとチームをԠ援するとと΋
に、地Ҭ社会との連携をੵۃ的にਪ進しています。2024年 
12月に開催した当社ף試合では、主力製品をలࣔするブー
スを設ஔしたほか、དྷ場者
ըを実施اՃ型のクイズࢀ
するなͲ、スポーツを通じ
て地Ҭのօさまとのަྲྀを
ਂめました。

จ化分野では、͜ れまで国立ത物ؗ΍日本科学ະདྷؗに
おける特別లなͲ、当社グループの事業に関わりのあるイ
ベントを中৺に協ࢍをしてきました。当社グループのࢥい
にݟ合うイベント・లࣔ会について、ࠓ後΋協ࢍを検討し
てまいります。

その他の஍Ҭ社会΁の取り૊Έ
֤製造所およびグループ会社では、地Ҭ社会と連携して、

環境保全׆動に取り૊んでいます。豊橋製造所では、環境
保全のための「͝みθロ運動」を実施し、綾瀬製造所では、
ۙྡՏ川の͝みरい׆動へࢀՃしました。

また、地Ҭॅ民からの要๬にԠじて、豊橋製造所内にあ
るホール΍グラウンド、神奈川製造所内にあるテニスコー
トのିし出しを行い、地Ҭとのަྲྀを通じて日͝Ζの製造
。動への理解をਂめています׆

さらに、֤ 製造所のある地Ҭで開催されるおࡇり΍ՖՐ
大会等へ協ࢍする͜とで、地Ҭ社会への׆ݙߩ動をਪ進し
ています。

஍Ҭ社会΁のݙߩ
▶社会΁のऔΓ૊Έ

ݙߩΛ௨ͨ͡社会΁のۀࣄ
▶社会΁のऔΓ૊Έ

有31フΟートແ֖コンテナ༌ૹࢲ

トピー海運の所有する一ൠ՟物ધ「東進ؙ」が、省エネル
ギー・省CO2排出性ೳがۃめて高いધഫとして、国౔ަ通
省が認証する内ߤધ省エネルギー֨付制度で࠷高ධ価の5
つ੕を2023年9月に֫得しました。

ʲ東進ؙの֓要  r
 ̍）ધछɿ一ൠ՟物ધ
２）総トン数ɿ499トン
３）主なߤ࿏ɿ豊橋ʙ京඿・関西

　鉱山機械用ホイールであるEWolution TZpe SGOR®は、
ホイール本体を鉱山機械から外す͜となくタイヤをަ׵す
る͜とが可ೳな製品で、鉱山機械のՔ働率向上΍メンテナン
ス࣌の作業効率性および҆全性の向上といった鉱山事業者
がٻめるニーズに高い次元でԠ͑るホイールです。
̍）サイズɿ57インチ、63インチ 
２）ॏ量ɿ約2トンから3トン
３）特長
　タイヤަ׵作業の工数が࡟減される͜とで作業࣌間が大
෯に୹ॖするだけでなく、作業の効率化によりة険な作業を
減らす͜とができます。また、
インパクトレンチを使用する
作業を完全にఫ廃し、݂ 管性
運動神経障害（ന࿟ප）を引き
。すリスクをܰ減します͜ى

内ߤધলエネルギー֨෇͚Ͱߴ࠷ධՁ
　Ұൠ՟物ધʮ౦ਐؙʯ

 ϗイールܕ機ց用௒େࢁ߭
　&WPMVUJPO5ZQF 4(03�

鉱山機械用ホイール

愛知県豊橋市ʙؠ手県北上市間における鋼ࡐ輸ૹおよびそのࡍに使用したੵ付用品のฦૹについて、
経࿏の一部を鉄道輸ૹに転׵し、トラック運転手の省力化とCO2排出量の࡟減をਪ進

トピー工業
豊橋製造所
（愛知県）

アイ・テック
北上DMC
（岩手県）

アイ・テック
北上DMC
（岩手県）

西
浜
松
駅

（
静
岡
県
浜
松
市
）

実
施
前

実
施
後

効
果

盛
岡
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル
駅

（
岩
手
県
盛
岡
駅
）

トピー工業
豊橋製造所
（愛知県）

CO2排出量 削減

削減ドライバー運転時間 3,696時間/年 1,440時ؒ�年

508.8ｔ/年 119.8̓�年 ��ˋ
�1ˋ

積付用品

積付用品

JR貨物
鋼材

鋼材

໿ 800 LN

໿ 793 LN໿40LN ໿49LN
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基本తなํ͑ߟ αプライνΣーンʹお͚Δ取り૊Έ

人権σュー・σリジΣンスの࣮͚ͯ޲ʹࢪ

当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指ಋ原
ଇ」なͲの国ࡍ的な人権ن範をࢧ持・ଚॏしています。また、
当社グループの基本理念΍サステナビリティ基本方਑に基
ͮき、人権を「୭΋が人間らしく޾せに生きる権利で、す΂
ての人ʑが生まれながらに平等に持っている΋の」としଚॏ
しています。۩体的には、ࠩ 別、児ಐ労働、強制労働のې止、
ϋラスメントの๷止、ダイバーシティ�インクルージョンの
ਪ進、労働における基本的権利のଚॏ等を実ફしています。

͜れらの人権のଚॏに関する基本的な͑ߟとして、当社
グループは、グループ行動ن範において「従業員の人֨、ݸ
性のଚॏ」について定めています。また、当社グループのマ
テリアリティとして「人権のଚॏ」を͛ܝるとと΋に、当社
グループにおける人権ଚॏの֤छ取り૊みについての۩体
的な͑ߟを定めた「トピー工業グループ人権方਑」を制定し
ています。͜ の人権方਑の下、当社グループはࠓ後΋より
一૚人権ଚॏの取り૊みを進めていきます。

当社グループでは、外部ࢣߨ΍社内の人権ܒ発୲当者に
よる研म会開催のほかに、ϋラスメント๷止指਑をはじめ
人権に関連する社内ルールを、イントラネットへのࣔܝ΍

「コンプライアンスガイドブック」へのܝ載を通して役員・
従業員へ人権ܒ発ҙࣝの向上をਤっています。また、ब業
ଇ等において人権৵害࣌のേଇを明記し、人権をଚॏすن
るا業෩౔を֬立しています。 

人権のෛのӨڹの๷止・௿減に向けては、「グループا業
ྙ理相談ࣨ」および「グループ・コンプライアンス・ホット
ライン」の2つの૭ޱを設け、従業員・Ո଒等からの相談・
通報をडけ付けています。

当社グループは、グローバルに事業をల開し、ଟ༷なサ
プライチェーンを構ஙしており、グローバルな事業׆動を
円׈にਪ進する上で、サプライチェーンの୲い手が連携し
て人権のଚॏ等の՝୊に取り૊Ή͜とがॏ要であると͑ߟ
ています。

当社グループでは、サプライチェーンにおけるさま͟ま
な՝୊について社会的੹任をՌたし持ଓ可ೳな社会にݙߩ
す΂く、2022年に「トピー工業グループ サプライチェーン
マネジメント方਑」を定めました。͜ の方਑では、人権・労
働に関する事項を定め、当社グループがサプライチェーン
における人権のଚॏに取り૊Ή͜とをએݴするとと΋に、

当社グループは、マテリアリティの「人権のଚॏ」に関す
る目ඪの一つとして「人権デュー・デリジェンスの実施」を
ଓܧによるษ強会のࢣߨています。実施のために外部͛ܝ

当社グループのお取引先のօさまに΋当社の取り૊みを͝
理解いただき、協力してサプライチェーンにおける人権の
ଚॏの取り૊みを進め、と΋に発లしていく͜とを目指し
ています。Ճ͑て、当社の国内のお取引先さまとの取引基本
契約において労働関連法ྩの९क義務を定めるなͲ、契約
レベルで΋人権のଚॏのためのાஔをߨじています。

また、人権問୊に関し、当社グループの内部通報૭ޱで
当社グループのお取引先さまからの相談・通報をडけ付け
るなͲ、サプライチェーンにおける人権問୊のੋ正・ࡁٹ
のためのાஔ΋ߨじています。

開催を༧定しており、ࠓ後΋当社グループにとって有効な
デュー・デリジェンスの実施に向けた׆動をܧଓしていき
ます。

全管理職を対象に、ラインケア研मを実施しています。
管理職が部下のメンタル不調に「気ͮき」、「੠をかけ」、「ඞ
要な対Ԡにつな͛る」一連のスキルをश得する͜とを目的
にຖ年行っています。

ਓݖのଚॏ
▶社会΁のऔΓ૊Έ

トϐー޻業άループ人権ํ਑
●基本的な人権の尊重と差別の禁止
●ハラスメントの防止
●児童労働・強制労働の禁止
●ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
●労働における基本的権利の尊重
●教育・研修の充実
●検証・防止等
●是正・救済の仕組みの強化

人権ڭҭ・人権Λଚॏ͢Δ෩౔のཱ֬

人権ʹ関͢Δݚम会։࣮࠵績（トϐー޻業ʴ連結子会社）

2024年度開催回数 14回
2024年度開催拠点数 8拠点

※当社の人権主管部໳での開催分。インターネット上の人権問୊΍アンガーマネジ
メントをテーマとした研मを実施しました。上記のほか、֤ グループ会社΍事業
所͝とに人権ଚॏへの取り૊みをਪ進しています。

労ಇ時 ・ؒ௞金౳ʹ関͢Δ労ಇ基準९क状況（トϐー޻業）

2024年度労働基準違反件数 0件

● 人権デュー・デリジェンスの実施プロセス

ਓݖ΁ͷӨڹΛ
ಛఆɾධՁ

ੋਖ਼ɾ༧๷ɾܰݮ 
ાஔͷ࣮ࢪ

֎෦΁ͷ৘ใެ։

ϞχλϦϯάͷ
ࢪ࣮

P

D

A

C

特定・評価
人権リスクの整理、深刻度の高い負の影響特定

是正・予防・軽減措置の実施
優先順位の高い人権リスクを是正した後、低減措置
としての教育・人権教育等を実施

是正・予防・軽減措置の追跡調査

透明性を確保するため、ウェブサイト、統合報告書等
へ掲示

P

D

C

A

2022年度に従業員向けに実施した「コンプライアンス
アンケート」、2023、2024年度に外部ࢣߨをটᡈして実
施した人権ܒ発セミナー後のアンケート、2024年度に実
施した「従業員ຬ足度調査」の結Ռから、2025年度末まで
に̡ 人権リスクマップ をr作成し、当社グループにજΉ「ෛ
のӨڹ」を特定・ධ価します。2026年度Ҏ 「߱ෛのӨڹ」の
ੋ正・༧๷・ܰ減を開始します。それらの結Ռを௥੻調査
して、ウェブサイト、౷合報告書等で公開し、PDCA׆動を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。ଓしていきますܧ

プロセス 取り組み

P ਓݖ΁ͷӨڹΛ
ಛఆɾධՁ

・セミナー後のアンケート、従業員ຬ足度調査、
コンプライアンスアンケート結Ռ分ੳ

・通報૭ޱの相談内容・リスクマネジメント報告
内容をਫ਼査

D ੋਖ਼ɾ༧๷ɾܰݮ
ાஔͷ࣮ࢪ

・特定された事象に関するセミナーを開催
・問୊発生プロセスを解明し項目をߜった指ಋ・
育の実施ڭ　
・コンプライアンスガイドブックの׆用　
・人権ܒ発携帯カードの配෍

C ϞχλϦϯάͷ
ࢪ࣮

・行動と結Ռを௥੻調査　
 （対ॲの方法・手段は適੾か）

" ֎෦΁ͷ৘ใެ։ ・ウェブサイトへのܝ載΍౷合報告書への記載等で
動内容報告׆　

●リスクの特定を評価
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人財の֬อ・׆用

৽ଔ採用のڧ化
当社は、ا業価஋を生み出す源ઘは「人ࡒ」との͑ߟに基

ͮき、中期経営計ըを౿ま͑た要員計ը΍労務構成のバラ
ンスをྀߟし、中長期的なࢹ点で人ࡒを֬保するため、ੵ
、的に新卒採用を実施しています。採用力の強化としてۃ
ᶃॳ任給の改善、ᶄワーク・ライフ・バランスの実現、ᶅ
採用׆動強化のための֤छ施ࡦを実行しました。

ᶃॳ任給の改善ɿ （2025年度）大学卒26.5万円、高ߍ
卒22.3万円

ᶄワーク・ライフ・バランスの実現ɿ年次有給休暇の
付༩日数を1日૿Ճ、育児・介護ࢧ援施ࡦの֦ॆ、休
職制度の֦ॆ等

ᶅ採用׆動の強化ɿインターンシップ΍広報׆動の強
化、大学・高ઐ・高ߍへの๚問΍डೖによる学生と
のަྲྀ促進

த్採用のڧ化
ᶃジϣϒリλーン採用

当社は、結ࠗ・出産・育児・介護・ප気ྍཆ・配ۮ者の
転ۈ・転職΍ཹ学によるキャリアアップ等、΍Ήを得ない
事情で一度ୀ職した社員が一定の条件の下、࠶び当社に
໭って働く͜とができるジョブリターン制度をಋೖしてい
ます。本制度を利用し、2024年度は1名が࠶び当社に໭
り、ଈ戦力として׆༂しており、ॏ要な人֬ࡒ保ࡦとして
機ೳするとと΋に、社員のଟ༷なキャリアࢧ援に΋寄༩し
ています。

ᶄリフΝラル採用
当社は、社員の人ࡒネットワークを׆用した新たな人֬ࡒ

保の手法としてリファラル採用制度を2023年よりಋೖし、
中途採用を強化しています。制度ಋೖҎ߱、約2年間で12名
が本制度によりೖ社し、当社の新しい஥間として׆༂すると
と΋に、その後の定ண率の向上に΋つながっています。

ઐ໳人財の֬อ・׆用
　現業ܥ人ࡒ΍営業・エンジニア、D9人ࡒ等のઐ໳人ࡒ
が不足していると認ࣝしています。人֬ࡒ保の強化ࡦとし
ては、ੵ の֬保を進めてࡒ的な中途採用によりඞ要な人ۃ
います。ಉ࣌に、ະ経験者の採用΍社内人ࡒの׆用促進と
して、人ࡒ育成によるೳ力向上に΋注力していきます。ま
た、人ࡒ育成の基本はOJTであるという͑ߟの下、ए手人
、て行動し͑ߟじられるよう、自らײ事の成Ռを࢓で΋ࡒ
੹任を持って成Ռを創出できる自律型人ࡒの育成を進めて
います。͜ れらのଟ༷な経験を通じて、社員一人ͻとりが
ৗに学Ϳ࢟੎を持ち、ݸʑのઐ໳性を高められる育成ࢧ援
΍環境を整උしていきます。

シχア人財の׆用
当社は、60ࡀ定年、65ࡀまでのܧଓ雇用制度をಋೖし

ています。労働人ޱが減গする中でڝ૪力をҡ持・強化す
るため、シニア人ࡒがܧଓしてब労ҙཉを持てるよう௞金
改善を実施するとと΋に、ॲ۰制度のݟ௚しを検討してい
ます。

人త資本΁の౤資ʹΑΔ人財֬อͱ׆༂ଅਐ
当社は、人的資本への౤資による人֬ࡒ保ならびに׆༂

促進のため、Ҏ下の取り૊みを進めていきます。

ᶃ従業員͚޲株式報酬制度のಋೖ
株式報酬制度は、株主ؐ元と従業員の報酬のベクトルを

合わせる制度であり、人的資本への౤資の一環として従業
員向け株式報酬制度のಋೖを検討しています。株式報酬制
度のಋೖにより、従業員利益と会社΍株主の利益との連動
性によるインセンティブ付༩が期଴でき、従業員の中長期
的なࢹ野に立った経営マインドをৢ成する͜とで、当社の
。業価஋向上をਤっていきますا

ᶄ社୐・ಠ਎ྈ制度のݟ௚͠、੡଄所のްੜࢪઃ౳のߋ৽
当社は、社୐・独身ྈ制度のݟ௚し΍製造所のް生施設

の更新なͲの人的資本への౤資について、3年間で30億円
を計ըしています。働く環境の整උにより、エンήージメ
ント向上をਤり、より成Ռを発現できる෩౔をৢ成してい
きます。

ਓత資ຊのڧԽ
▶社会΁のऔΓ૊Έ

2030年度まͰの໨標ୡ成ʹ͚޲たਐ௙状況
　人ࡒの֬保と育成について2030年度までの目ඪに向けた対Ԡをॱ調に進めています。人֬ࡒ保の面では、インターンシップなͲの対Ԡが૗功してほ
ぼ採用計ըͲおりにਪ移し、総合職における女性の採用比率40％Ҏ上の目ඪをୡ成しています。また、ダイバーシティਪ進のための環境整උの取り૊み
の一つとして進めている育児休業取得率において΋、男女と΋に目ඪをୡ成しました。女性管理職比率については、2024年度は5.7％となり、2030年度
の目ඪ10％Ҏ上に向けてॱ調に進௙しています。

人財ઓུ

当社グループは、グループ行動ن範のୈ3条（従業員のために）において「従業員の人֨、ݸ性をଚॏし、օが҆全で元気に働
ける環境を֬保して、従業員のॆ実した生׆を実現する。」とએݴしています。人ࡒは࠷大のࡒ産であり、その力を高める͜と
͜そが、当社グループの価஋創造の源ઘであると͑ߟ、人ࡒ基൫の強化に向けた取り૊みをਪ進しています。

2025年5月に公දした“TOP: ActiWe � ChallenHe 2027”においては、事業戦略のਪ進を実現するための人ࡒ戦略として「人
的資本の強化」を͛ܝ、ઐ໳人ࡒの֬保΍社員ڭ育、݈ 。を進めていますࡦ経営のਪ進を主࣠に、Ҏ下のような施߁

社һ΁のऔΓ૊Έ

ਓ
త
ࢿ
ຊ
ͷ
ڧ
Խ

重点テーマ 課題 施策

ਓࡒͷ
֬อɾ׆༻

のࡒଘ事業の基൫強化に対Ԡするઐ໳人ط⁃
֬保

⁃ଟ༷な社員が෯広く׆༂できる働き方の࢓
૊みͮくり

化ڧ౳ઐ໳人財の採用ܥज़ٕ・ܥ業ݱ⁃
高ߍ・高ઐ・大学等との連携֦大

⁃シχア人財の׆用
௚しݟଓ雇用制度およびॲ۰のܧ

⁃人事制度のݟ௚͠
ଟ༷な働き方に対Ԡする制度のಋೖ

の人員഑ஔࡐ制度ʹ基ͮ͘適所適ࠂਃݾࣗ⁃

ਓࡒҭ੒

・ࡒଘ事業の基൫強化に対Ԡするઐ໳人ط⁃
グローバル人ࡒ育成

⁃社員のଟ༷なೳ力を高め、自律性を引き出
すڭ育体制の整උ

⁃業務改善΍事業創出を୲う人ࡒ育成

⁃ઐ໳人財のҭ成
૊৫の特性・人ࡒニーズと社員が保有するスキルにԠじたೳ力開発࠲ߨの実施

⁃άローバル人財のҭ成
学力向上研म΍海外トレーニー・ཹ学制度のॆ実ޠ

⁃ࣗ཯ܕ人財のҭ成
自律マインドৢ成のためのڭ育を֊૚別研मで実施

⁃事業૑出ʹ͚޲たリテラシー޲上のたΊのݚम࣮ࢪ

ಇ͖ํվֵ

⁃す΂ての社員がいきいきと働き、ଟ༷なೳ
力΍価஋؍を生かせる自༝ᮣୡな૊৫෩౔
のৢ成

⁃社員の݈߁保持、૿進による生産性向上と
૊৫׆性化

⁃エンήージメント޲上ࡦࢪのਪਐ
全社ԣஅ׆動「ONE TEAM」を中৺とした૊৫෩౔改ֵプロジェクトの促進

経営༏ྑ法人のҡ持ʹΑりアϒηンテΟーζム・プϨθンテΟーζムΛྑ化߁݈⁃
用した改善指ಋ׆਍அ΍ストレスチェック結Ռを߁݈
保持・૿進のきっかけ・機会の提供߁݈
上記を通じてホワイト500を目指す

ਓࡒҭ੒ಇ͖ํվֵ

人的資本の強化
ಈػ෇͚ͱ੒ՌൃݱΛ௨ͨ͡

ओମੑͷൃشʢ&nHBHeNenUʣ

˘現業ܥ人ࡒの採用強化
˘営業・エンジニア等のઐ໳人ࡒの֬保
˘シニア人ࡒの׆用
˘人事制度のݟ௚し

͚޲һۀै
ใु੍౓ͷಋೖࣜג

ࣾ୐ɾಠ਎ྈ੍౓ͷݟ௚͠
੡଄ॴͷްੜࢪઃ౳ͷߋ৽

˘ઐ໳人ࡒの育成促進
˘グローバル人ࡒの育成
˘自律型人ࡒの育成

˘エンήージメント向上施ࡦの
ਪ進

˘ホワイト500の取得に向けた
経営のਪ進߁݈

ਓࡒͷ
֬อɾ׆༻
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ਓత資ຊのڧԽ

▶社会΁のऔΓ૊Έ

ଟ༷な人財の֬อ・׆༂支ԉ（μイバーシテΟのਪਐ）
当社グループは、グループ行動ن範のୈ3条（従業員のた

めに）において「従業員の人֨、ݸ性のଚॏ」を͛ܝるとと΋
に、「ଟ༷な人ࡒの׆༂ࢧ援」をマテリアリティの一つとҐஔ
ͮけています。新中期経営計ը“TOP: ActiWe � ChallenHe 
2027”では、2030年度までに当社グループ全体における
女性管理職比率を10％Ҏ上とする目ඪを͛ܝています。͜
れらの目ඪをୡ成するために、ए手・中ݎ社員のૣ期育成
を進め、কདྷの管理職ީิを育ててまいります。

さらに、ダイバーシティਪ進に向けて、性別΍国籍、新
卒・中途等の採用区分を問わず社員のೳ力、ࣝ 人֨等を、ݟ
公正にධ価して管理職（װ部社員）へのొ用を行っています。

ᶃ  管理職（װ෦社員）のొ用状況ͱそのํ͑ߟ
当社グループ全体における女性管理職比率は、2025年

3月末現在5.7%で、2030年の目ඪに対し、ॱ 調に進௙し
ています。

外国人΍中途採用の社員の管理職へのొ用に関しては、
特段の目ඪは設定していませんが、適任者は国籍΍新卒・
中途等の採用区分を問わず管理職にొ用しています（当社
における2025年6月末現在の管理職に઎める割合 外国
人ɿ1.2% 、中途採用者ɿ25.8%）。

ᶄ 障がい者のޏ用ਪਐ
当社では、障がい者雇用にੵۃ的に取り૊んでおり、雇用

率は2.9%（2025年6月1日࣌点）で、ྩ 和8年7月Ҏ߱の法
定雇用率（2.7%）を先行して上回っています。障がいのある
社員΋ݸ人の適性にԠじて、֤ 製造所の製造現場から本社の
事務部໳まで෯広い職場で׆༂しています。また、2024年3
月より「೶Ԃ型障がい者雇用」を開始し、新たな雇用創出に΋
取り૊んでいます。Ճ͑て、障がいのある社員が҆৺して働
けるための労働環境の整උ΍、他の社員がと΋にಉじ職場
で働く͜とを可ೳとするための周囲の社員への理解ਁಁ

（ษ強会等）΋進めています。কདྷ的な法定雇用率の引き上
͛をݟਾ͑、ཆ護学ߍ
΍ब労移行ࢧ援事業所
との関係構ங΋ੵۃ的
に行っており、ࠓ後΋
障がい者のब労機会の
֦大と׆༂のࢧ援をܧ
ଓしていきます。

ᶅ ଟ༷な人財の׆༂支ԉ
当社では、社員一人ͻとりのݸ性をଚॏした人ࡒの׆用

をਪ進し、社員と会社がと΋に成長できる෩౔をৢ成する
ため、ଟ༷でॊೈな働き方を実現するためのҎ下の制度の
ಋೖ΍、職場環境の整උを実施しています。

●テレワーク制度  　
●フレックスタイム制度
●࣌間単Ґの年次有給休暇    
●ੵ立休暇制度
●不೛࣏ྍࢧ援制度
●配ۮ者の海外転ۈによる休職制度

また、社員が࢓事と子育てを྆立させる͜とができ、す
΂ての社員がそのೳ力をे分に発揮できるようにするた
め、次ੈ代法に基ͮく行動計ըとして、2025年4月より新
たな目ඪを͛ܝਪ進しています。

（計ը期間ɿ2025年4月1日ʙ2030年3月31日）
˔計ը期間内に、育児休業の取得率を水準Ҏ上にする。

　男性社員ʜ取得率を85 ％Ҏ上とする͜と
　女性社員ʜ取得率を100%にする͜と
▶�2024年度の育児休業取得率は、男性74.1％、女性100 ％

となり、男性社員がさらに育児休業を取得し΍すい෩౔を
ৢ成していきます。

˔計ը期間内に、フルタイム労働者一人当たりの総労働࣌
間を1％࡟減する。

˔計ը期間内に、育児を目的とした休暇制度をಋೖする。

なお、2024年度の育児休業平均取得日数は、106.1日
（男性57.7日、女性309.4日）です。また、育児休業取得者
の෮職率は100 ％です。

人財ҭ成

ܥҭମڭ

人ڭࡒ育の基本とଊ͑、現場でしかश得できない知ࣝ・技
ೳの定ணをਤるとと΋に、職छ別・ྖҬ別の研मプログラ
ムを整උし、ઐ໳人ࡒの育成に取り૊んでいます。さらに、
自己ܒ発ࢧ援΍֊૚別研मをॆ実させる͜とで、ೖ社௚後
から「自ら͑ߟ行動し成Ռを出す」自律型マインドを育成
し、ଟ༷な力を引き出す人ࡐ育成をਪ進します。

%9人財のҭ成
当社グループでは、デジタル情報を׆用して業務変ֵを

行う͜とができる人ࡒを「D9人ࡒ」と定め、その育成に取
り૊んでいます。2025年度末までに、スタッフܥ社員約
600名をD9人ࡒとして育成する͜とを目ඪに、֤ 人ࡒレ
ベルの要件にԊったڭ育体ܥを整උしてD9人ࡒの育成を
進めています。

άローバル人財のҭ成
当社グループは、ޠݴ・จ化・価஋؍・性別なͲのଟ༷

性をଚॏし、国境΍എܠを超͑て׆༂できるグローバル人
の育成に注力しています。۩体的には、海外グループ会ࡒ
社での実務経験を通じてҟจ化対Ԡ力΍対࿩力をཆう「長
期海外トレーニー制度」΍、ଟ国籍のडߨ者とのコミュニ
ケーションを通じてスピーキング力を強化する「ビジネス
英ޠオンライン研म」なͲの施ࡦを実施しています。͜ れ
らの取り૊みにより、海外市場での事業ల開を͑ࢧる人ࡒ
基൫を戦略的に強化していきます。

当社は「人的資本の強化」に向け、人ࡒ育成の方਑を定め、
社会環境΍࣌代の変化をݟਾ͑た人ࡒの育成に取り૊んで
います。社会環境がܹٸに変化する中で、ا業が持ଓ的に
成長していくためには、社員一人ͻとりのೳ力・パフォー
マンスの࠷大化が不可ܽです。そのために、ଟ༷な人ࡒが
自律的にೳ力開発に取り૊み、࢓事を通じて成長しଓける
͜とを大੾にしています。

2024年度の研म実੷ɿ研मडߨ者数1,800名Ҏ上、研
म࣌間35,000࣌間、研म費用1億円（す΂て延΂数）

৽ೖ社員ݚम（トϐーक़）
当社では、定期採用の大卒スタッフܥ新ೖ社員に対し、

ೖ社後4カ月にわたる研म（トピーक़）を実施しています。
事業内容΍会社全体の基ૅ知ࣝ、ビジネスマナーなͲを学
Ϳ࠲学研मにՃ͑て、合॓研मでIE基ૅ΍品質管理、改善
手法についてԋशをަ͑て学びます。その後、֤ 製造所に
て現場実शと改善テーマ研मを実施します。現場実शで
は、製造現場での業務体験を通じてϞノͮくりの原点を学
び、改善テーマ研मでは、先ഐ社員の指ಋの下、本社・࠲
学研मでの学びを生かして改善׆動に取り૊みます。

ࣗ཯ܕ人財・ઐ໳人財のҭ成
当社では、経営戦略の実現とا業価஋向上にݙߩする人

の育成を目指し、社員一人ͻとりのೳ力向上とその発揮ࡒ
にॏ点をஔいて研म・ڭ育のॆ実をਤっています。OJTを

※J,ɿ自主管理

階層別（スタッフ系） 強化領域 経営教育 階層別（現業系） 専門教育（技術教育・技能教育）

幹
部
社
員

一
般
社
員

メ
ン
タ
ー
研
修・チ
ュ
ー
タ
ー

研
修（
対
象
者
の
み
）

グループ新任役員研修
組織変革リーダー研修

評価者研修
マネジメント基礎研修
風土改善ワークショップ
新任幹部社員研修

判断力・意思決定力強化研修
中堅リーダー育成研修
改善提案研修

自律型社員行動変革研修
改善提案研修

ロジカルシンキング
3年目研修

2年目フォロー研修
1年目・2年目研修（技術系）
トピー塾/1年目フォロー研修

Ｄ
Ｘ
人
財
育
成

社
内
Ｔ
Ｏ
Ｅ
Ｉ
Ｃ

グ
ロ
ー
バ
ル
人
財
育
成

T
O
C
研
修

（
外
部
派
遣
）

英
語
短
期
留
学

海
外
ト
レ
ー
ニ
ー・

長
期
海
外
派
遣

経営道
（外部派遣）

次世代経営者育成研修

パラダイムシフト講座
（外部派遣）

トピー経営塾

工場長研修

職場長研修

リーダークラス研修

中堅社員研修

若手社員研修

新人教育

職場長クラス研修

自己啓発支援（能力開発講座・語学スクール通学補助・公的資格取得支援）、必須e-ラーニング

ɿ選抜プログラム

管
理
技
術
系
社
内
講
座

（
I
E・品
質
管
理・M
O
T・環
境
保
全
ほ
か
）

固
有
技
術
系
社
内
講
座

知
的
財
産
講
座

Ｊ
Ｋ
※
教
育

安
全
衛
生
教
育

製
造
所  

技
能
教
育  

Ｔ
Ｐ
Ｍ
活
動

20242020 2021 2022 2023 （年度）

100

4.3

100

13.0

100

26.7

100

47.1

74.1

100

女性（％） 男性（％）
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▶社会΁のऔΓ૊Έ

ಇ͖ํվֵ

૊৫෩౔のվֵ
当社は、人的資本強化のॏ要な要素として、社員のエン

ήージメントの可ࢹ化・向上の取り૊みをਪ進し、社員が自
身の成長を実ײし自発的なݙߩҙཉを持って࢓事に取り૊
める社内環境の整උを進めています。

また、人事部໳・ਪ進チームによる׆動を通じて૊৫෩౔
の改ֵに向けた取り૊みを実行しています。

۩体的には、「従業員ຬ足度調査」を2016年度よりຖ年実
施し、全社・૊৫別のエンήージメントঢ়ଶを可ࢹ化、૊৫
՝୊の解決に向けた施ࡦの検討・実行につな͛ています。
調査結Ռ΍ऩ集した社員の੠を౿ま͑て૊৫՝୊を特定し、
その解決を目的に経営૚΍関連部໳へ提ݴを行っておりま
す。調査結Ռは֤事業部΍部໳に΋フィードバックし、૊৫
͝との強み・ऑみ΍՝୊を把握・分ੳできる環境を整උす
るとと΋に、調査結Ռと対࿩に基ͮいて拠点・部໳͝との改
善アクション実行を促しࢧ援するサイクルを回しଓけてい
ます。

従業員ຬ足度※は、2024年度の調査結Ռは3.37であり、
調査開始から上ঢ܏向にあります。「૊৫෩౔」の項目は、
年ʑ上ঢしている΋のの相対的には΍΍௿いため、さらなる
改善に取り૊んでいます。

社員一人ͻとりが自らの࢓事、会社に自信とތりを持て
る、ັ 力ある会社を目指し、全社一ؙとなって社員のエン
ήージメント向上に取り૊んでいきます。

エンήージメント޲上׆ಈ
2016年より、社員が働きがいを持てる૊৫෩౔΍社内

環境の改善を目指し、社員が主体となってエンήージメン
ト向上׆動に取り૊んでいます。͜ れまで「TopZ TalL」（経
営૚と社員の૒方向性コミュニケーション）΍「チームアッ
プ׆動」（チームで決めたテーマにօで௅戦する自主׆動）
なͲ計120Ҏ上のさま͟まな施ࡦを実施してきました。

2024年度から「ONE TEAM」という名称で、֤ 拠点のࠔ
り͝と΍՝୊の解決にয点を当てた׆動に取り૊んでいま
す。拠点が一ؙとなって׆動に取り૊Ή体制を整උし、一
体ײのৢ成とエンήージメントの向上を目指します。ま
た、「ONE TEAM」メンバーは事業部΍ੈ代を超͑たଟ༷
な社員で構成され、アイデアを出し合い੾᛭ୖຏする場と
してࢀըメンバーの人ࡒ育成の機会に΋なっています。

（Χーυँײ）Λ఻͑Δ෩౔のৢ成ँײ
社内コミュニケーションの׆性化を目的として2017年

度よりಋೖした「ँײカード」は、社員ಉ࢜が日ৗのখさな
いを認める͜とで、エンήージメントの向上にݣ΍気ݙߩ
つながっています。ྲྀ 通ຕ数は年ʑ૿Ճし、2024年度は
4,000ຕを超͑ました。また、ຖ年経営૚より࠷ଟ利用者
をදজしています。

Ұମײのৢ成（クロスリンクަྲྀ会）
「クロスリンクަྲྀ会」は拠点を超͑た協力関係をஙく

きっかけの場として、ަ ྲྀの機会を提供しています。他の
拠点の理解をਂめ、ݸ人の持つスキルを共有する͜とで、
拠点をまたいだ社員ަྲྀによる会社一体ײのৢ成、ݸ人の
ノウϋウ共有による全
社スキル向上、社内コ
ミュニケーション׆性
化を通じたエンήージ
メント向上に取り૊ん
でいます。

従業員の݈߁・҆શ

શਪਐମ制҆߁݈
代ද取締役社長をトップとした݈҆߁全ਪ進体制を整උし、社長からの҆全メッセージを当社およびグループ会社へ周知し

ています。さらに、中ԝ݈҆߁全委員会※による労使一体となった労働҆全׆動を実施しています。また、グループ会社との҆
全ަྲྀ会なͲの׆動を通じて、グループ全体で҆全に対する情報ަ׵΍՝୊の共有を行っています。

当社は、ܧଓ的な݈૿߁進・本質҆全׆動に取り૊み、持ଓ可ೳな҆全でշ適な職場環境ͮくりをਪ進するために、中ԝ݈
݈、全分科会҆߁全委員会、中ԝ݈҆߁全委員会の下に֤所݈҆߁ 。ਪ進分科会を૊৫しています߁ਪ進協議会および݈߁

トピー工業グループは、安全の基本は「健康」との考えのもと、安全を全てに優先さ
せ、当社グループで働く全ての人の参画により、継続的な健康増進・本質安全活動に
取り組み、持続可能な安全で快適な職場環境づくりを推進する。

શ基本理೦҆߁݈

※当社に対する総合的なຬ足度を5段֊でධ価した平均஋

※当社では一ൠ的な҆全Ӵ生委員会を݈҆߁全委員会としています。代表取締役社長
（健康経営責任者）

各所健康安全委員会 中央健康安全分科会

健康推進協議会

健康推進分科会

中ԝ݈҆߁全委員会
（委員長݈݉߁経営ਪ進੹任者ɿ݈҆߁全管ঠ役員）

トピー工業グループ
安全衛生連絡会

トピー健康保険組合

トピー工業労働組合

経営会議

リスクアηスメント׆ಈ
当社では、従業員の҆全と݈߁をकるため、リスクアセス

メント׆動をੵۃ的に実施しています。͜ の׆動は、職場に
おけるજ在的な事象΋含めたリスクを特定、ධ価し、適੾な
対ࡦをߨじる͜とで、労働環境の҆全性を向上させる͜とを
目的としています。۩体的な取り૊みとしては、Ҏ下のよう
な׆動を実施しています。

１. リスクのݟ௚͠
ຖ年、֤ 製造所および作業現場においてリスクのݟ௚

しを実施し、新たなリスク΍طଘのリスクを࠶ධ価して
います。

̎. ษڧ会の࣮ࢪ
リスクアセスメントの理解をਂめるため、֤ छ研म会

を開催しています。
˔新ೖ社員向け研म会ɿ֤製造所で新ೖ社員を対象に

リスクアセスメントの研म会を開催し、基本的な知ࣝ

と実ફ方法を学んでいます。
˔中ݎ社員向け研म会ɿ年2回、グループ会社を含Ήબൈ

された中ݎ社員を対象にリスクアセスメントの研म会
を開催し、より高度な知ࣝとスキルをश得しています。

˔֤製造所に合わせた研म会ɿ֤製造所の特性΍リス
クにԠじたリスクアセスメント研म会を開催し、現場
の実情にଈした対ࡦをߨじています。

̏. トϨーχンάײମݥة
当社にはة険体ײ道場が併設されており、リスクアセ

スメント研म会の前なͲに実ࡍにة険を体ײする͜と
で、従業員がリスクのॏ要性をਂく理解し、̓ 全ҙࣝを
高める͜とができます。

͜れらのリスクアセスメント׆動を通じて、当社は全従業
員が҆৺して҆全に働ける環境を整උし、労働災害のະવ
๷止に౒めています。

ਓత資ຊのڧԽ

2016
9月

2017
4月

2018
1月

2019
1月

2020
1月

2021
1月

2022
1月

2023
1月

2024
1月

2025
1月

（年）

2.90

3.09

3.22 3.24
3.18

3.23

3.39 3.37

3.05

ୈ1回 ୈ2回 ୈ3回 ୈ4回 ୈ5回 ୈ6回 ୈ8回 ୈ9回 ୈ10回ୈ7回

2.92
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従業員ຬ଍度



▶社会΁のऔΓ૊Έ

労ಇ災֐θロʹ͚޲た取り૊Έ
当社グループは、「݈߁が҆全の基本である」との͑ߟの

下、社員の݈҆߁全を֬保する͜とがا業としてのୈ一の
੹任であると͑ߟています。̓ 全をす΂てに༏先させ、当社
グループで働くす΂ての人のࢀըにより、ܧଓ的な݈૿߁
進および本質的な҆全׆動に取り૊んでいます。͜ れによ
り、持ଓ可ೳで҆全かつշ適な職場環境の構ஙを目指した
さま͟まな取り૊みを実施しています。また、労働災害౷計
調査の結Ռを社員一人ͻとりのҙࣝ向上のために、社内イン
トラネット΍社内報なͲで周知・ܒ発しています。2025年
はୈ18次3ϱ年計ըのॳ年であり、下記のॏ点項目の下、
҆全׆動をਪ進しています。

ಓ場ײମݥة
従業員を災害΍事故からकる͜とは、ا業にとってॏ要な

੹任です。従業員の҆全は、製品の҆定供給を͑ࢧ、お٬さ
まからの信པにつながります。また、従業員自身΍Ո଒の҆
৺を生み出し、݈ 。しますݙߩ全な社会ͮくりに҆・߁

͜うした͑ߟから、当社グループでは、全社目ඪの一つに
休業Ҏ上のʠ災害θロʡを͛ܝています。͜ の目ඪを実現する
ために、豊橋製造所ではٖࣅ的にة険を体験できる「ة険体
に使用するࡍ道場」を 2013年に設立しました。職場で実ײ
機ث等を用い、ॏ大なけがにつながる可ೳ性の高い災害を
࠶体験する͜とで、不҆全行動・不҆全ঢ়ଶのාさをࣅٖ
認ࣝする研मを実施して
います。「ة険体ײ道場」
では、ࠓ後΋現場での҆
全管理につながるプログ
ラムを実施し、従業員の
҆全Ӵ生管理を進化させ
ていきます。

対象ײの事故の事ྫなͲから体ڈ道場では、過ײ険体ة
となるة険をந出し、「ة険体ײメニュー」を作成していま
す。特にڬまれ災害は、発生ස度が高かった͜とで࠷༏先の
体ײ項目となっています。ة険をٖࣅ体験する体ײ機は、で
きる限り所内֤所の資ࡐをྲྀ用し、自分たちで現場の作業に
合った΋のを自主制作しています。

現在は24छྨのة険についてのリアルな体ײと、12छྨ
のة険についてのバーチャルリアリティ（VR）での体ײが可ೳ
となっています。作業の中にͻそΉة険をカラダでײじる͜
とで、̓ 全へのҙࣝを変͑る気ͮきを得る͜とができます。

さらに、地元の高ߍ生΍インターンシップ研मのカリキュ
ラムにة険体ײ・VRを৫り込んだり、機ث構造のڭ育で΋
実ࡍの体ײ機を׆用した研मを実施する等、さま͟まな機
会で有効׆用しております。

ಈ状況׆
当社では、社長・中ԝ݈҆߁全委員長による新年の֤製造

所の८ࢹ、および中ԝ݈҆߁全委員会での労使一体となった
本質҆全※5についての年2回の情報共有、ҙ׵ަݟによる௥
全連བྷ会による当社グループでの҆߁ਪ進とグループ݈・ٻ
ަྲྀ、̓ 全׆動の向上をਤっています。また、年1回の労働૊
合による֤製造所の८ࢹ΋実施しています。

さらに、ຖ月、֤ 製造所の҆全୲当者がࢀՃする中ԝ݈߁
҆全分科会を開催し、֤ 製造所およびグループ会社の作業
環境とة険源の現ঢ়把握、情報ަ׵΍՝୊の共有を行って
います。

͜れらの׆動を通じて、̓ 全に関するコミュニケーショ
ンをਤり、全社的な݈҆߁全の向上に౒めています。

※5   本質҆全ɿ全員ࢀՃによる管理監ಜ者主ಋでルールにಀ͛ない҆全׆動のਪ進

【重点実施項目】

日頃の健康管理、
KY考動※1が確実に
実践できる安全
人間づくりの推進

経験の浅い
作業者に対する、

“見守り”“声掛け”の
強化

３Sを基本に、
明るく・安全に・

安心して働ける（３A）
職場づくりの推進

行動͑ߟ険を༧知してة  1※

労ಇ災֐౷計ௐ査ථ （2024：ؒظ年1݄ʙ12݄）

延労働時間（時間） 休業災害（件） 休業度数率※3 強度率※4

トピー工業 5,500,768 4 0.73 1.146

国内連結子会社※2 4,790,479 3 0.63 0.034

合計 10,291,247 7 0.68  0.614

※2   国内連結子会社には、持分法適用会社を含みます。

※3   休業度数率ʹ　　　　　　　　ʷ1,000,000休業災害件数
延労働࣌間数

※4   強度率ʹ　　　　　　　　　ʷ1,000延労働損失日数
延労働࣌間数

（トϐー޻業ʴࠃ内子会社）

2024年度参加人数 危険体感：551名　VR：245名

〈階段踏み外し体感〉 〈長梯子すべり体感〉

ਓత資ຊのڧԽ

ਪਐの取り૊Έ߁݈
社員と会社がと΋に݈ͮ߁くり・݈߁職場ͮくりに取り૊

Ήための行動をしています。
˔ActiWe7

社員一人ͻとりが明るく・҆全に・҆৺して働き、そのೳ
力をे分に発揮できるঢ়ଶをつくるため、全社員が取り૊Ή
΂き݈߁行動として、৺身の݈߁΍生産性にӨڹを༩͑る可
ೳ性がある7項目をબび「ActiWe7」と定めました。

˔2024年度における݈߁施ࡦ౤資額ɿ1.4億円

˔ActiWe7にඥ付けた施ࡦのల開

ᶃ運動 ・全社でラジオ体操΍ストレッチ体操を実施
用׆アプリ「SUNTOR:ʴ」の߁݈・
   ※2024年度ウォーキングイベント（2回）1,145名ࢀՃ

ᶄਭ຾ ・全社員にਭ຾セミナーを実施
ᶅ৯事 ・全社にベジチェックの設ஔとଌ定

・ன৯メニューのݟ௚し、ஔき型社৯のಋೖ
   ※2024年度ベジチェックଌ定率56.6%

ᶆҿञ ・全社員に「おञのҿみ方ϋンドブック」配෍
ᶇېԎ ・֤छېԎサポートの実施

・2024年4月より敷地内ېԎを実施
ՃࢀԎプログラム30名ې※   

ᶈ体ॏ ・#MI改善チャレンジ、ے೑૿強チャレンジ等の実施
ᶉストレス・メンタルϔルス（ラインケア・セルフケア）研मの実施

・外部相談૭ޱによるメンタルϔルスカウンセリング
   ※2024年度ラインケア研मࢀՃ率94.3％、ຬ足度88.6％

ᶊその他 ・性別特有の݈߁՝୊セミナーの実施　※ࢀՃ者ɿ600名

・トピー݈߁月間の実施（ຖ年10月開催、社長メッ
セージ発信、体力ଌ定会なͲ֤छ݈߁イベントのا
ը・実施）

経営༏ྑ法人のҡ持߁݈
当社は、SDGsの目ඪ3「す΂ての人に݈߁と福ࢱを」に௚

接つながる׆動として、2020年より「݈߁経営એݴ・取り
૊み方਑」を͛ܝ、݈ で҆৺して社員がೳ力を発揮できる߁
環境を整උし、会社および職場のັ力を高める「݈߁経営®」
をਪ進しています。

ݴ経営એ߁݈

当社は、社員が「こころ」も「からだ」も健やかでいることで、職場
が笑顔と活気にあふれ、能力を最大限に発揮できると考えてい
ます。社員とともに会社がさらに活性化していくために、健康づ
くりや職場環境づくりに全力で取り組むことを宣言いたします。

❶運動：毎日1時間はからだを動かそう
❷睡眠：質の良い睡眠をとろう
❸食事：就寝2時間前までに食事をとろう
❹飲酒：お酒は2合未満/日かつ休肝日を2日/週 設けよう
❺禁煙：タバコはやめよう
❻体重：適正体重を維持しよう
❼ストレス：ストレスとうまく付き合おう

ʮ݈߁行ಈ3ݪଇʯ
１． 社員は、自らの健康の維持・増進について主体的に考え、
学び、実践していく

２． 職場は、自職場の健康課題を認識して改善に取り組むとと
もに、同僚間で互いの健康に気を配り、健康づくりを推進
していく

３． 会社は、社員と職場の健康づくりが促進されるよう、具体
的な制度や施策を推進する

経営のਪਐ߁݈

΢Σルネスリーμーのઃஔ　
֤、経営のਪ進をさらに強化するために߁݈ 職場の݈߁

ͮくりを一ॹにਪ進していく「ウェルネスリーダー」を配ஔ
し、「率先ਨ範」「周知పఈ」「ಉ৺協力」の役割を୲い、社員・
職場の݈ͮ߁くりを促進しています。　

.Z݈߁એݴʹΑΔ社員のϔルスリテラシー޲上
当社ධ価制度の一つである目ඪ管理制度を׆用し、ຖ年

全社員が「MZ݈߁એݴ」を͛ܝています。͜ れは社員一人
ͻ と り の ϔ ル ス リ テ ラ シ ー の 向 上 を ૂ い と し て お り

「ActiWe7」より֤自が取り૊Ήチャレンジ目ඪを決める͜
とで、݈ ݈、ҙࣝの向上΍行動変容を促し߁ リスクの௿߁
減・生産性の向上をਤっていきます。

経営ʹ関͢Δೝ定߁݈
経ࡁ産業省と日本݈߁会議が主催する݈߁経営༏ྑ法人認

定制度において、「݈߁経営༏ྑ法人2025（大ن໛法人部
໳）」に認定されました。また、
ス ポ ー ツ ி より2025年 の

「スポーツエールカンパニー
（SpoSts :ell CompanZ）」に
認定されました。

社員のアϒηンテΟーζム、プϨθンテΟーζムྑ化ʹΑΔ
業務ύフΥーマンス61 
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数Point݅֐内労ಇ災ࠃ ຖ年̌݅Λ໨指 （͢休業災֐Ҏ上）



໾һҰཡ
▶ίーϙϨート・Ψόφϯε

7 取締役（社外・独立）
᛹⃻ ོ࿠

8 取締役（社外・独立）
৓所 ರ子

9 常勤監査役
઒໺ ޹ಙ

10 常勤監査役
ૣ઒ ਐ໵

11 監査役（社外・独立）
౻໦ ༃ٱ

12 監査役（社外・独立）
຀໺ ਅ໵

1 代ද取締役社長
ੴҪ തඒ

2 ઐ務取締役
ཱՖ मҰ
社長補佐、総務、財務、 
リスクマネジメント管掌

3 ઐ務取締役
Ѩ෦ ਖ਼༟
技術、健康安全、DX戦略、 
研究開発センター管掌
・ カーϘンニュートラルに関する事項につき

サステナビリティ戦略管ঠに協力

4 専務取締役
ాத ࠀ๕
経営企画、人事、 
サステナビリティ戦略管掌
・ ݈ 全管ঠに協力҆߁に関する事項につき݈߁
・ ̙ ̭人ࡒの育成に関する事項につき

D9戦略管ঠに協力

5 常務取締役

༏ ݪ҆
営業戦略、調達、物流管掌

6 取締役（社外・独立）
߂ߴ 上ࡾ

「One トピー」 で一丸となり、新たな     価値創造へ。

12 5 3 4 7 9

11 2 1 6 8 10
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໾һҰཡ
▶ίーϙϨート・Ψόφϯε

役職名 名　ࢯ 委嘱職掌

ઐ務ࣥ行役員 ञҪ　఩໵ 自動車・産業機械部品事業担当、自動車部品事業部長

ৗ務ࣥ行役員

੨ࢁ　ӳथ 営業戦略担当、自動車部品事業部 副事業部長

ਖ਼年　ڮߴ 財務部長

઒上　࢘ߒ ＤＸ戦略部長

໺ळ　໌߂ 鉄鋼事業担当、スチール事業部長

ࣥ行役員

ా口　पҰ 自動車部品事業部 アルミホイール事業統括部長 兼 旭テック株式会社代表取締役社長

஛内　ߒೋ 研究開発センター長

ଟా৾Ұ࿠ 内部統制・監査部長

খ༄௡ஐؽ 総務部長

খ઒　ത࢙ 営業戦略部長 兼 研究開発センター 副センター長

֟ᖒ　　ঢ 自動車・産業機械部品事業担当、造機事業部長

٢઒　ོݑ 経営企画部長

上ख　ݚೋ スチール事業部 豊橋製造所長

খদ　　݈ 自動車部品事業部 副事業部長 兼 リンテックス株式会社代表取締役社長

Լ　　හٶ 技術部長

দӬ　ढ़޺ 人事部長

氏　名

スキル経߲ݧ໨

企業経営 財務
会計

法務
リスク

マネジメント
グローバル
海外事業

人事/労務
人財育成 営業 技術/安全

IT/DX
ESG
サステナ
ビリティ

石井 博美 ● ◆ ◆ ● ◆ ◆ ● ●
立花 修一 ● ● ● ●
阿部 正裕 ● ● ● ●
田中 克芳 ● ● ● ●
安原　優 ● ● ● ●
三上 高弘 ● ◆ ● ◆ ● ● ●
礒﨑 隆郎 ● ● ● ●
城所 敦子 ● ● ●

取締役のスキル・マトリックス

˗は、代ද取締役経験者としてのスキルをදしています。
代ද取締役経験者を除く業務執行取締役のスキルは、4項目を上限としています。

ίーϙϨート・Ψόφϯε
▶ίーϙϨート・Ψόφϯε

当社は、監査役会設ஔ会社であり、当社グループの事業に
ਫ਼通した業務執行取締役および独立した立場の社外取締役
で構成する取締役会が、経営のॏ要事項に関するҙࢥ決定
と経営の監ಜを行うとと΋に、法的に強い監査権が付༩さ
れた監査役が経営の監査を行う͜とにより、経営の効率性
と݈全性のҡ持・強化をਤり、ا業価஋の向上に取り૊ん
でいます。

業務ࣥ行ମ制
当社は、経営の機ೳを「経営ҙࢥ決定機ೳ」と「業務執行機

ೳ」に区分し、経営の׆性化と効率化をਤるため執行役員
制度をಋೖしています。

指名ࢾ問委員会
役員指名の公正性およびಁ明性を֬保するため、取締役会

の諮問機関として、代ද取締役社長および社外取締役３名で
構成し、委員長を独立社外取締役とする「指名諮問委員会」を
設ஔしています。

報酬ࢾ問委員会
役員報酬の公正性およびಁ明性を֬保するため、取締役

会の諮問機関として、代ද取締役社長および独立社外取締
役3名で構成し、委員長を独立社外取締役とする「報酬諮問
委員会」を設ஔしています。
※  2024年度の指名諮問委員会および報酬諮問委員会の׆動ঢ়گのৄݸ）ࡉʑ

の委員の出席ঢ়گ）は、2025年6月23日提出の当社有価証券報告書を͝ࢀ
রください。

内部
通報

コーϙϨート・ガバナンスのମ制ਤ
株主総会

取締役会（8名）
（うち、社外取締役3名）

業務執行取締役
執行役員

本社機構
事業機構
関係会社

従業員

経営会議

選任・解任選任・解任 選任・解任

会計監査人
（監査法人）

監査

連携 連携

監査報告

内部
監査

選任
解任
監督

内部
通報

指名諮問委員会

連携 報告

報告

報告

答申・報告内部監査部

グループ企業
倫理相談室

グループ・コンプライアンス・
ホットライン

答申 答申

報酬諮問委員会

リスクマネジメント委員会

サステナビリティ戦略委員会

中央環境防災委員会

その他各常設委員会

社長

監査役会（4名）
（うち、社外監査役2名）

報告事前審議

業務執行の
方針・計画等

当社は、「トピー工業グループは、事業の存続と発展を通じて、広く社会の公器と
しての責務を果たし、持続可能な循環社会の実現に貢献する。」というグループ基
本理念の下、ステークホルダーの信頼の維持・向上を図るべく、経営の健全性・透
明性・効率性等の観点から、当社に相応しいガバナンス体制を整備することによっ
て、中長期的な企業価値の向上を目指します。

コーϙϨート・
ガバナンスʹ関͢Δ

基本తなํ͑ߟ

コーϙϨート・ガバナンスମ制の֓要
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2024年度の取締役会全体の実効性の分ੳ・ධ価の֓要
は次のとおりです。

本実効性ධ価を౿ま͑、当社の取締役会の実効性を高め
るためにඞ要な۩体的施ࡦを検討・実施します。

֤グループ会社において、工場のݟ学΍ऩ益ঢ়گ、現在の
՝୊、対ࡦҊ等のヒアリングを実施したほか、グループ会社
経営ਞとのҙ׵ަݟを行いました。

取締役会の構成
当社は、取締役を9名Ҏ内と定׺で定め、実効性ある経営

体制および取締役会における実質的な議࿦を֬保するため
にඞ要かつ適੾な人数で構成する͜とを基本としつつ、取締
役会におけるଟ༷性およびઐ໳性の֬保のため、人֨・ࣝ
実行力と΋に༏れ、当社グループの事業にਫ਼通した業務・ݟ
執行取締役および独立した立場の社外取締役のバランスに
配ྀし、適੾とࢥわれる人物で構成する͜ととしています。
社外取締役については、社会から期଴される社外取締役の経
営への助ݴ΍ݗ制という役割をՌたすため、高い独立性とઐ
໳性を有するଟ༷な社外取締役をબ任する͜とがॏ要であ
ると͑ߟます。また、社外取締役には、他社での経営経験を
有する者を含める͜ととしています。

取締役の職務ࣥ行
取締役会は、法ྩまたは定׺で定められた事項のほか、

「取締役会نఔ」で定める会社のॏ要事項を決議しています。
また、業務執行取締役等で構成する経営会議において、取締
役会決議事項の事前৹議を行うとと΋に、経営会議に出席し
ていない社外取締役へは事前આ明を行っています。また、
社外取締役と事業執行部໳のコミュニケーションとして、取
締役会のほかに、֤ 部໳の部໳長から社外取締役への部໳
運営ঢ়گの報告会を開催しています（2024年度開催実੷ɿ
４回）。Ճ͑て、「取締役会付議書の作成に関するࡉଇ」を定
めて運用するなͲ、取締役会の৹議の効率化とҙࢥ決定の
合理性の֬保に౒めています。

社֎取締役の事業所・ࠃ内֎άループ会社๚問
社外取締役が当社΍グループ会社の事業ঢ়گに関する認

ࣝをਂめ、取締役会において当社グループ全体を၆ᛌしたॆ
実した議࿦を実現するために、社外取締役の事業所および国
内外グループ会社๚問を計ը的に実施しています。

取締役会の࣮効ੑධՁ
当社の取締役会は、ຖ年取締役会全体の実効性について

分ੳ・ධ価を行い、その結Ռを౿ま͑て՝୊点を協議し、ࠓ
後の取締役会の運営等の改善に׆用しています。

※ 2024年度の取締役会の׆動ঢ়گのৄࡉ（ݸʑの取締役の出席ঢ়گを含Ή）は、
2025年6月23日提出の当社有価証券報告書を͝ࢀরください。

2024年度における主な改善事項

●２０２3年度の取締役会実効性評価において抽出された課題へ
の対応として、取締役会構成メンバーによる取締役会以外での
多岐にわたる議論の場を設け、これまで以上に取締役会におけ
る議論の充実を図る体制を整備

（国内事業所：4か所）
豊橋／豊川／綾瀬／神奈川 製造所

（国内グループ会社：1社）
明海リサイクルセンター

実施方法

①評価の客観性・透明性を担保するため、独立性を持った
第三者機関を活用

②すべての取締役と監査役を対象にアンケート調査（回答
率100％）
③アンケート結果を踏まえて2024年5月開催の取締役会
で評価

評価結果

ポジティブな評価（満点５点のうち５点または４点）が多数
を占めており、とりわけ「独立社外取締役の責務」「自由闊
達な議論」「取締役会の運営」等については極めて高い評
価。当社の取締役会の機能は十分に発揮され実効性は確
保されている。

課題認識 「リスク管理体制の監督強化」や「ステークホルダーへの
開示・説明の強化」についてさらなる充実など

2024年度取締役会の࣮効ੑධՁの֓要

2024年度の๚問࣮績

● 取締役会の実効性向上への取り組み

取締役会の࣮効ੑ޲上΁の取り૊Έ

▶ίーϙϨート・Ψόφϯε

ίーϙϨート・Ψόφϯε

取締役の報酬ʹ関͢Δ基本ํ਑
会社業੷とا業価஋の持ଓ的な向上に資する͜とを基本

とし、職੹にे分ݟ合う報酬水準および報酬体ܥとなるよう
設計しており、報酬水準の設定にあたっては、外部ઐ໳会社
の調査データを׆用するなͲ、より؍٬性を高めています。
取締役の報酬限度額は、2015年６月25日開催のୈ121回
定࣌株主総会において月額40百万円Ҏ内（ただし、使用人分

経営者ީิのબ定
当社は、経営トップの後ܧ者育成を経営上の࠷ॏ要՝୊の

一つにҐஔͮけ、指名諮問委員会において؍٬性・ಁ明性の
高いプロセスで৹議を行い、その౴ਃを౿ま͑て、取締役会
で決定しています。年に̍回、取締役がީิ者Ҋを作成し、
指名諮問委員会でީิ者の過ڈの実੷΍経ྺ、マネジメント
適性、社内外関係者のଟ面的な情報による人物ධ価に基ͮ
き、࠷適な後ܧ者をۃݟめる΂く、ܧଓ的に議࿦しています。

経営者ީิのҭ成
執行役員Ҏ下の主要な経営װ部΍ॏ要ポジションの後ܧ

者を育成するために、職ҐにԠじた体ܥ的なトレーニング΍
経営スキルをश得する研मを実施しています。

কདྷの経営ީิ者を育成す΂く、「トピー経営क़」を実施
し、ࣝݟ΍人֨、リーダーシップ、事業構૝力なͲのスキル
΍経験をश得する機会を提供しています。डߨ者は全10回
のߨ義΍グループ׆動、経営ਞへのプレθンテーションを通
じて、ا業経営の方向性を自ら͑ߟる経験をੵみॏͶます。

監査役の報酬
監査役の報酬は、あらかじめ株主総会で決議された報酬

総額の範囲内で、監査役会で決議した監査役報酬نఔに従
い、監査役全員の協議により決定します。監査役は、ඞ要に
Ԡじて報酬諮問委員会に諮問する͜とができます。

監査役の報酬限度額は、2012年６月28日開催のୈ118回
定࣌株主総会において月額８百万円Ҏ内と決議されています。

監査役の報酬は、ا業業੷にࠨӈされない独立の立場を
。し、定額報酬で構成される基本報酬のみとしていますྀߟ

取締役の報酬ֹ決定のख続
報酬諮問委員会において、報酬決定方਑および会社業੷

等をצҊした報酬の水準につき৹議し、その౴ਃを౿ま͑、
あらかじめ株主総会で決議された報酬総額の範囲内で、取
締役会決議に基ͮき委任をडけた代ද取締役社長が取締役
のݸ人別の報酬額を決定します。なお、委任された権限が代
ද取締役により適੾に行使されるよう、会社業੷に連動した
前事業年度業੷連動報酬のࢧ給割合は報酬諮問委員会の౴
ਃに基ͮき取締役会が決定した内容に従うほか、取締役の
人別の報酬額について事前に報酬諮問委員会がそのଥ当ݸ
性について֬認します。

なお、報酬諮問委員会は、公正性、ಁ 明性の高い報酬制度
とするため、独立性を有する社外委員3名および社内委員1
名で構成し、かつ社外委員が委員長にब任します。

取締役の報酬構成おΑͼ業績連ಈ報酬

報酬区分
基本報酬

株式報酬
（中長期インセンティブ）定額報酬 前事業年度業績連動報酬

（短期インセンティブ）
給付形式 現金 現金 株式（一部現金）

報酬の
内容

●役位に
応じた定額
●基本報酬 
の70％

●前事業年度を対象期間と
した会社業績と個人業績
に連動
●基本報酬の30％を標準
として、0～75％の範囲
で変動し、そのうち会社
業績連動分は０～65％、
個人業績連動分は０～
10％

●中期経営計画の達成度
に連動
●基本報酬の５％を標準と
して、０～10％の範囲で
変動

業績評価
指標等

●連結EBITDA（連結営業
利益に連結減価償却費を
加えて算出）と親会社株
主に帰属する当期純利益
の各業績指標の達成度を
基準に算定された定量評
価を原則としつつ、必要に
応じて経営活動その他の
諸状況を考慮した定性評
価を加味
●個人別ミッションの達成度

●連結営業利益、自己資本
利益率（ROE）および総資
産事業利益率（ROA）の
各業績指標の達成度を基
準に算定された定量評価

報酬の
減額・
不支給

取締役の重大な任務懈怠や法令、社内規程等の違反が生じた場合、一定
の要件の下、支給前の報酬の減額や株式報酬の不支給を可能とするマル
ス条項を導入しています。

社外取締役の報酬は、ا業業੷にࠨӈされない独立の立
場をྀߟし、原ଇとして定額報酬で構成される基本報酬の
みとしています。

2024年度ʹお͚Δ役員報酬の࣮績

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の
員数（名）定額報酬

前事業年度
業績連動
報酬

株式報酬

取締役
（社外取締役を除く） 267 162 105 19 9

監査役
（社外監査役を除く） 49 49 － － 2

社外役員 56 56 － － 8

役員報酬

経営者ީิのબ定・ҭ成

給༩は含まない）と決議されています。また別࿮で、2016年
６月23日開催のୈ122回定࣌株主総会において社外取締役
を除く取締役に対する業੷連動型株式報酬として3年間で
100百万円Ҏ内と決議されています。
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Message
ब೚のഎܠ・ब೚Ҏདྷの׆ಈ

、業౤資ا、ըاは金༥機関において、人事、総務、業務ࢲ
内部監査なͲଟ༷な部໳を経験し、特にا業౤資部໳では
౤資先ا業の経営ਞとと΋に事業࠶生なͲに΋取り૊んで
きました。業務執行取締役として௚接経営に携わった経験は
ありませんが、ا業経営をҟなる立場から෯広くݟてきた͜
とで、経営トップのリーダーシップと、࠷高ҙࢥ決定機関で
ある取締役会の機ೳが࠷大限に発揮される͜とのॏ要性を
強く認ࣝしています。

当社の社外取締役にब任してから̍年が経過しましたが、
͜の間、取締役会の機ೳ向上に向けて、ࡉかな点΋含めてさ
ま͟まな指ఠ΍提Ҋを行ってきました。ࠓ後΋引きଓき、取
締役会の実効性向上にݙߩしていく所ଘです。

৽தظ経営計ը
ʠ501: "DUJWF � $IBMMFOHF 2027ʡのࡦ定

本年５月、当社は新たな中期経営計ը（Ҏ下「中計」）
ʠTOP: ActiWe � ChallenHe 2027ʡをࡦ定・公දしまし
た。ࢲの͜れまでの経験から、中計ࡦ定には大きく2つのҙ
義があると͑ߟています。1つ目は、中計がا業のステーク
ホルダー、特に上場ا業においては株主΍౤資Ոに対する
経営ਞのコミットメントであるという点です。2つ目は、中
計がকདྷのありたい࢟をࣔす΋ので΋あり、自社の強み΍
ऑみをৼりฦるઈ޷の機会となる点です。中計ࡦ定の過ఔ
で自己分ੳをపఈし、۩体的な行動計ըを立て、ࡦ定後は
グループ一ؙとなって実行に移す͜とができるا業は、自
વと強いا業へ成長していくと͑ߟます。

当社の強みは、鉄鋼、自動車部品、産業機械部品という事
業特性がҟなる3つの事業部໳を持ち、外部環境の変化に
Ԡじて相ޓにิ完し合͑る点にあるとい͑ます。一方で、

「自部໳がۤ戦して΋他部໳がิってくれる」という、؁͑に
つながるҙࣝが࣌にはあったように΋ࢥわれます。ࠓ回の中
計のࡦ定にあたっては、社内で׆発な議࿦がަわされ、֤ 事
業部໳がそうした؁͑を排し、ʠ自立的なʡڝ૪力強化計ըを
定した点を高くධ価しています。また、当社のコアコンピࡦ
タンスを改めてݟつめ௚し、鉄鋼原ྉから製品までの一؏生
産が可ೳである強み等を生かした新製品・新技術の開発な
Ͳの成長事業へのछまきに΋取り૊Ή͜ととしました。͜ れ
らを実現するには、当社グループ全体で部໳間の連携が不
可ܽです。ʠ自立ʡとʠ連携ʡを྆立させ、「One トピー」として
新たな価஋創造を実現できるかͲうかが、ࠓ回の中計の成
൱をࠨӈすると͑ߟています。社外取締役として大いに期଴
するとと΋に、株主、౤資Ոに対するコミットメントୡ成に
向け、取締役の一員として身の引き締まるࢥいです。

͚ͯ޲ʹ上޲業Ձ஋ا
͝ঝ知のとおり、当社の株式市場でのධ価は、現ঢ়、決し

て高いとはい͑ません。ࠓ回の中計では、資本効率の向上
をॏࢹする࢟੎を明֬化し、ࡒ務戦略において株主ؐ元の
強化を͛ܝましたが、株式市場での持ଓ的なධ価を得るた
めには、本業のऩ益性および成長性を高めなけれ͹なりま
せん。ʠ自立ʡとʠ連携ʡを通じて国内事業基൫を強化しつつ、
新事業΍海外ల開に΋Ռ׶に௅戦し、中計目ඪをண実にୡ
成していくඞ要があります。そのために࠷΋ॏ要なのは価
஋創造の主体である人ࡒです。当社グループ全体でଟ༷な
௅戦に取り૊Ή人ࡒを育成し、従業員一人ͻとりの௅戦を
後ԡしするためには、経営ਞ自らが௅戦している࢟੎をࣔ
す͜と΋不可ܽです。ࢲ΋社外取締役として、当社経営ਞ
΍当社グループ全体の௅戦を後ԡしできるよう、ੵ 的にۃ
環境整උに取り૊んでまいります。

社外取締役メッセージ
金融機関における多様な部門の経験を生かし
取締役会の実効性向上への提言や挑戦を後押しする
環境整備を行い企業価値の向上に貢献します

社外取締役

礒﨑 隆郎

▶ίーϙϨート・Ψόφϯε

ίーϙϨート・Ψόφϯε

άループ会社の経営管理
「グループ会社管理نఔ」に基ͮいて、当社の主管部໳が

グループ֤社から事業方਑、計ը、決算等について適ٓ報告
をडけ、ॏ要事項については経営会議または取締役会にお
いて決ࡋしています。また、グループ֤社の自律的な経営を
促すとと΋に、グループ֤社の業੷΍リスクマネジメントの
ঢ়گ等をධ価項目とした経営݈全度ධ価を年度͝とに実施
し、͜ の結Ռに基ͮいて、当社の主管部໳がグループ֤社へ
の指ಋ・ࢧ援を行っています。

内෦౷制システムશൠ
当社グループでは、グローバルに事業ల開をਤっています。

֤拠点において、さま͟まなリスクが発生しますが、そのリスク
に対し、リスクマネジメント委員会の指揮の下、リスクマネジメ
ントୈ一報を発信し、経営および関係部ॺと情報共有をਤり、
改善に取り૊んでいます。また、内部౷制における取り૊みと
して、グローバルスタンダードである「３ラインϞデル」にԊった
取り૊みをグループ全体で進めています。

ୈ1ラインは、主に製造所΍グループ会社の製造΍販売部
໳であり、いわゆる「現場のୈ一ઢ」です。֤ 拠点において業
務਱行上૝定されるさま͟まなリスクを適੾にコントロールし
ています。

ୈ２ラインは、本社部໳΍֤中ԝ委員会が中৺となり、コン
プライアンス、人権、ࡒ務経理、IT、品質、݈ 全なͲを主҆߁
管しています。୲当するྖҬにおいて、リスクマネジメントୈ一
報に対する対Ԡだけでなく、過ڈに発生した事ྫを΋とにした
ษ強会を開催するなͲグループ全体の౷制機ೳのࢧ援に取り
૊んでいます。

ୈ3ラインは、内部監査部が૊৫内の利害から独立した立
場で、取締役会΍経営に対してリスクマネジメントとコントロー
ルの有効性に関するアシュアランス（保証）を提供する役割を
୲っています。監査対象は、ୈ̍ ・２ラインの׆動を含Ή、૊
৫のあらゆるྖҬとなっています。

リスクマネジメント委員会では、グループ会社を含めた内部
౷制を౷ׅ的に実施し、֤ 中ԝ委員会および本社部໳と連
携し、リスクマネジメント׆動におけるPDCAサイクルを実現さ
せています。

リスク管理・コンプライアンス リスク管理ମ制
当社では、リスクマネジメント委員会を中৺に、グループ

全体でリスクのະવ๷止および発生࣌のਝ଎な対Ԡに取り
૊Ή体制を構ஙしています。֤ 部໳およびグループ֤社がリ
スクマネジメントに関わる年間׆動計ըをࡦ定し、ܧଓ的な
改善׆動をਪ進しています。リスク事Ҋが発生、またはその
おそれがある場合には、リスクマネジメント委員会等に報告
され、ॏ大性にԠじてリスクレベルを൑定し、対Ԡしていま
す。あわせて、ຖ年度、リスク管理に関するॏ点テーマを設
定し、実効性のある運用に取り૊んでいます。2024年度は
Ҏ下の3点をॏ点テーマとして定め、取り૊みを進めました。

（1） ૝定外のྖҬをॖখさせる#CM（事業ܧଓマネジメント）
のਪ進
災害΍ײ染঱なͲのٸۓ事ଶにඋ͑、#CP（事業ܧଓ
計ը）のݟ௚し、଱਒化΍܇࿅の実施を通じて、事業の持
ଓ性֬保に取り૊みました。

（2） サイバーܸ߈への対Ԡ強化
技術面では、なりすましメール対ࡦ΍੬ऑ性対ࡦツール、
EDR・SOCのಋೖを進めたほか、年4回のeラーニング
΍年2回のඪ的型ܸ߈メール܇࿅を通じて、セキュリティ
ҙࣝの定ணをਤりました。

（3） 人権ଚॏを含Ήコンプライアンスのॆ実
用し、従業׆新したコンプライアンスガイドブックを࡮
員へのҙࣝਁಁをਤるとと΋に、ߨश΍フォローアップ
をܧଓ的に実施しました。

͜れらリスクマネジメント委員会の׆動内容は、委員会で
の報告後、取締役会に報告され、ܧଓ的な監ಜの下、実効性
の֬保に౒めています。

また、ࡒ務面ではྲྀ動性リスクへのඋ͑として、主要金༥
機関とのコミットメントライン契約を締結し、࣌ٸۓにおけ
る資金֬保に΋対Ԡできる体制を整͑ています。

3ラインϞσル
・ୈ ラ̍イン（業務執行）ɿ製造所、グループ会社
・ୈ2ライン（監　　ಜ）ɿ 本社部໳、֤ 中ԝ委員会（݈҆߁全・環境๷災・品質）
・ୈ3ライン（内部監査）ɿ内部監査部
出所：内部監査人協会（IIA）ウェブサイトより引用し、当社グループ用に一部加工

第1・２ライン間で自律的に統制が完結する

取締役会

ガバナンス機関
組織体の監督について、ステークホルダーに対する説明責任を果たす

【第1ラインの役割】
収益の最大化・顧客に
対する製品やサービス
の提供、第1ライン自身
でのリスクの管理

【第2ラインの役割】
専門性をもってリスク管
理のルール・仕組みを
作成、第1ラインへの指
示・支援、モニタリング
および改善支援

【第3ラインの役割】
目標の達成に関連するすべて
の事項について、独立した客
観的なアシュアランス※と助言
※客観的な検証による保証

マネジメント
組織の目標達成のための
リスク管理を含む活動を担う

事業部・
グループ会社 本社部門等

内部監査機能
独立したアシュアランス※

を実施

内部監査部

委任、指示、監督 調整、連携、協働報告

監査
統制
支援
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コンプライアンスମ制
「グループ基本理念」および「グループ行動ن範」を定め、ウェ

ブサイト、社内報、グループ・コンプライアンスガイドブック
（2023年10月ୈ3൛改గ）等を用いて、当社グループの役員
および従業員へ周知しています。また、当社のリスクマネジメント
委員会の主ಋの下、当社の֤部໳およびグループ֤社は、コン
プライアンスのపఈについての年間׆動計ըをࡦ定し、改善׆
動をਪ進するとと΋に、情報共有を行っています。Ճ͑て、当社
の主管部໳等が、当社グループの֤֊૚に対する֤छのコンプ
ライアンスڭ育を実施しています。

なお、「グループ基本理念」および「グループ行動ن範」につい
ては、年1回取締役会の業務の適性を֬保するための整උ・運
用ঢ়گの֬認を通じてその有効性を֬認し、ඞ要にԠじて改正
しています（いずれ΋2022年5月11日が࠷ऴ改正年月日）。

内෦௨報制度
当社グループでは、コンプライアンス強化のため、社内外に

相談・通報のための૭ޱを設け、当社グループの従業員΍
取引先事業者等からا業ྙ理全ൠに関する相談・通報をड
け付けています。ಗ名による相談・通報が可ೳで、૭ޱに寄
せられた相談・通報に関わるൿີはकられます。相談者・通
報者は΋ちΖん、事実関係の֬認に協力した方に不利益な
ѻいは行いません。

ʤ内෦௨報制度の֓要ʥ

相談・通報
窓口

① 社内：グループ企業倫理相談室
② 社外：グループ・コンプライアンス・ホットライン

（外部の弁護士事務所）
相談・通報
できる人

当社グループの役員、従業員およびその家族、退職者、取引
先事業者（請負業者、合弁相手、その他協業先等を含む）

相談・通報
の対象

当社グループの業務に関し、法令、企業倫理、グループ基本
理念、グループ行動規範または社内規程に違反していると思
われる行為
（ハラスメントや児童労働等の人権侵害や贈収賄を含む汚職
に関する事項なども含む）

調査・是正

●相談・通報の内容は速やかに当社のリスクマネジメント委
員会委員長に報告されます。

●通報を受け付けた日から20日以内にリスクマネジメント委
員会または委員長が調査の実施要否を決定し、調査実施
の有無および調査を実施する場合はその理由を通報者に
連絡します。

●リスクマネジメント委員会または委員長は通報事案が生じ
た部門またはグループ会社に対して調査を指示します。調
査結果は、リスクマネジメント委員会または委員長に報告
されます。
●法令違反行為等があると判断された場合、リスクマネジメ
ント委員会が是正を指示します。
●調査結果の通知を希望する通報者には、調査結果および
是正結果を通知します。

監査役の監査
監査役は、取締役会のほか、ৗۈ監査役による経営会議そ

の他ॏ要な会議への出席等を通じて、内部監査部΍リスクマ
ネジメント委員会等の׆動内容、その他当社グループにॏ要
なӨڹを及ぼす事項等についてϞニタリングおよびヒアリ
ングを行っています。また、代ද取締役と監査役との定期的
なҙ׵ަݟ会のほか、社外取締役と監査役との情報共有ミー
ティングを開催しています。

෗ഊ๷ࢭʹ関͢Δ取り૊Έ
当社グループは、汚職・ଃऩ࿫等の෗ഊ行ҝはا業の信

པをஶしく損なうリスク要Ҽであると認ࣝし、݈ 全なا業׆
動と発ల促進のため、す΂てのステークホルダーのօさま

（お٬さま、お取引先さま、地Ҭのօさま等）と公正・ಁ明な
関係を構ஙし、あらゆるܗଶの෗ഊ行ҝを行わない͜とをએ
する「トピー工業グループݴ ෗ഊ๷止方਑」を制定していま
す。また、サプライチェーンに関する「トピー工業グループ
サプライチェーンマネジメント方਑」において΋෗ഊ๷止に
ついてن定しており、当社グループの取引先事業者と΋協働
して෗ഊ๷止に取り૊んでいます。

ルールの整උにとͲまらず、グループの役員・従業員への
෗ഊ๷止に関するڭ育の実施΍、汚職・ଃऩ࿫等の෗ഊ行
ҝがٙわれる事項について当社グループの内部通報૭ޱで
相談・通報をडけ付ける体制を整උするなͲ、運用面で΋
෗ഊ๷止に向けた取り૊みを進めています。
※ 「トピー工業グループ ෗ഊ๷止方਑」および「トピー工業グループ サプライチェー

ンマネジメント方਑」のৄࡉについては、当社ウェブサイトを͝ࢀরください。

੫務コンプライアンス・ガバナンス
当社グループは、さま͟まなステークホルダーに対して税

のಁ明性を高めるඞ要があると͑ߟており、税務に関するコ
ンプライアンス΍ガバナンスについて定めた「トピー工業グ
ループ タックスポリシー」を制定しています。
※ 「トピー工業グループ タックスポリシー」のৄࡉについては、当社ウェブサイト

を͝ࢀরください。

஌財コンプライアンス・ガバナンス
当社グループは、「トピー工業グループ 知ࡒ方਑」を制定

しています。本方਑では、知的ࡒ産を事業の持ଓ的成長をࢧ
͑るツールとҐஔͮけ、特ڐに限らずノウϋウを含Ή΋のと
定義し、その管理の֨ݫ化を進めるとと΋に、知的ࡒ産の可
産戦略をࡒ用により、イノベーティブな知的׆、化、分ੳࢹ
創出する͜とを定めています。本方਑の下、当社グループは
知的ࡒ産の創出΍知的ࡒ産に関するコンプライアンス・ガ
バナンスの向上に౒めます。
※ 「トピー工業グループ 知ࡒ方਑」のৄࡉについては、当社ウェブサイトを͝ࢀর

ください。

▶ίーϙϨート・Ψόφϯε

ίーϙϨート・Ψόφϯε

情報ηキュリテΟ基本ํ਑
当社グループは、営業ൿີ、ݸ人情報、ະ公開の経営情

報、ならびにお٬さま・お取引先等からお༬かりする情報を
「情報資産」としてॏ要な経営資源とҐஔͮけ、その適੾な
管理・׆用に取り૊んでいます。

情報資産の保護と適正な取ѻいを通じて、持ଓ可ೳな事
業運営と社会的੹任をՌたすため、「トピー工業グループ 情
報セキュリティ基本方਑」を定め、法ྩ΍社会的ن範の९क
の下、不正アクセス、࿙Ӯ、改͟ん等のリスクに対して༧๷
。じていますߨをࡦと対Ԡࡦ

また、全役職員を対象にܧଓ的なڭ育・ܒ発を実施する
とと΋に、経営૚のリーダーシップの下で、体制・نఔの整
උおよび定期的なݟ௚しを行い、情報セキュリティのܧଓ的
改善をਪ進しています。

決ࢉઆ໌会の࣮ࢪ
当社は、通期およびୈ2࢛൒期の決算発ද後にアナリス

ト・機関౤資Ո向けの決算આ明会を実施し、代ද取締役社
長が௚接内容のઆ明を行っています。͜ のઆ明会の༷子は、
当社ウェブサイトの株主・౤資Ո情報の「IRライブラリ」の
ストリーミング配信、書き͜ىし記事で公開しています。

機関౤資Ոͱの໘ஊ
当社は、決算に関する機関౤資ՈによるIR取ࡐへの対Ԡ

΍、ESGへの取り૊みなͲを議୊とするエンήージメント
なͲ、機関౤資Ոとの面談を実施し、当社グループの経営ঢ়
΍֤छ取り૊みについてઆ明を行っています。面談内容にگ
ついては、ຖ月଎報として取締役、監査役および経営管理部
໳に情報をల開するほか、定期的に経営会議で分ੳをަ͑
た報告を行うなͲ、市場の੠を当社の経営にフィードバック
するよう౒めています。

※ ストリーミング配信のࢹௌ数は、2025年8月31日現在の数஋、書き͜ىし記
事Ӿཡ回数はܝ載後1カ月間の数஋です。

日経・東証IRフェア2025の当社ブース

※ 「トピー工業グループ情報セキュリティ基本方਑」のৄࡉについては、当社ウェブ
サイトを͝ࢀরください。

2024年度決ࢉʹ関͢Δ決ࢉઆ໌会։࠵状況
開催日 内容 参加人数

2024年
11月13日

第2四半期
決算説明会

28名
ストリーミング配信視聴数：96回

書き起こし記事閲覧回数：１，445回

2025年
5月24日

通期
決算説明会

18名
ストリーミング配信視聴数：191回
書き起こし記事閲覧回数：1,409回

2024年度の機関投資家との面談の状況

面談回数：40回
当社対応者：IR担当者（財務部、総務部）
※一部面談には財務管掌取締役が参加。

人౤資Ոͱの対࿩ݸ
当社はݸ人౤資Ո向けIRフェアへのブース出లを行うな

Ͳ、ݸ人౤資Ոとの対࿩をॆ実化する取り૊みを進めてい
ます。 人౤資Ո向けの情報開ࣔのॆ実΍IRイベݸ、後΋ࠓ
ントのࢀՃなͲを通じて、ݸ人౤資Ոとの૒方向の対࿩の強
化に౒めます。

対話における主なテーマ

●会社説明
●業績動向
●中期経営計画
●株価・PBR向上策

●事業の将来性
●ESGに関する取り組み
●情報開示の内容

株主・౤資Ոͱの対࿩
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ୈ

1920〜 1990〜1960〜 2010〜1940〜 2000〜1980〜 2020〜

宮製鋼所　建設中の平炉工場 4社合併調印式

1921
宮製鋼所（東都製鋼の前身）創設

1922
宮製鋼所、サッシバー圧延に成功

1926
東京シヤリング株式会社

（東都製鋼の前身）設立

1930
帝国発条製作所（車輪工業の前身）、
自動車用ホイールの試作開始

宮製鋼所創業者
高妻 俊秀

沿革

1940
共進運輸株式会社 
(現 トピー海運株式会社)設立

1941
東京車輪製作所と株式会社阿部鉄工
所が合併し、車輪工業株式会社が発足

1943
宮製鋼所と東京シヤリングが合併し、 
東都製鋼株式会社が発足

1947
萩原商事株式会社 

（現 トピー実業株式会社）設立

1961
東都造機、茅ヶ崎製作所 

（現 神奈川製造所）開設
車輪工業、豊川工場 

（現 豊川製造所）開設

1963
水島金井車輪工業 

（現 西部ホィール株式会社）設立
三和工業株式会社設立

1964
トピー・トージツ株式会社 
（現 株式会社トージツ）設立
車輪工業、綾瀬工場 

（現 綾瀬製造所）開設
車輪工業・東都製鋼・東都造機およ
び東都鉄構の4社が合併し、トピー工
業株式会社が発足

1965
株式会社番町保険代理部 

（現 株式会社トピーエージェンシー） 
設立

1969
トピーインターナショナル, INC. 設立

1980
PT. インコアスク社と技術援助契約締結

1982
PT. パリンダ社と技術援助契約締結
綾瀬製造所、商用車向け大中型チュー
ブレスタイヤ用ホイールを開発
鉱山機械用超大型ホイール（SGOR®）
を開発

1990
豊川製造所「明海工場」操業開始

1991
豊橋製造所「きみとぼくホール」完成

1992
明海リサイクルセンター株式会社設立
豊川製造所「鞍手工場」操業開始

1994
トピーファスナー（タイランド）LTD.設立

2003
福建源興トピー汽車零件有限公司

（現 福建トピー汽車零件有限公司）設
立
広東ダイカスタル旭汽車零部件有限公
司設立

2004
トピー実業（大連保税区）有限公司設立
綾瀬製造所「羽村工場」操業開始

2006
広州旭ドンリン　リサーチ＆デベロップメ
ント有限公司設立

2011
トピー履帯（中国）有限公司設立
トピーファスナー・ベトナム・カンパニー・
リミテッド設立

2013
トピー パリンダ マニファクチャリング 
インドネシア設立
トピー履帯インドネシア設立
トピー・エムダブリュ・マニュファクチャ
リング・メキシコ S.A. DE C.V.設立

2014
トピーファスナー・メキシコ S.A. DE 
C.V. 設立

創立100周年記念ロゴマーク

2021
創立100周年

1934
株式会社東京車輪製作所

（車輪工業の前身）設立

1938
旭可鍛鉄株式会社 
(現 旭テック株式会社)設立

1952
金井機械工業 

（現 リンテックス株式会社）設立

1955
東都造機株式会社設立

1956
東都鉄構株式会社設立

1958
東都製鋼、豊橋製鋼所 

（現 豊橋製造所）開設

1972
豊橋製造所内に技術研究所

（現 研究開発センター）創設
トピー不動産株式会社 
（現 株式会社トピーレック）設立

1973
株式会社三和部品設立
株式会社オートプラザトニーワン 

（現 株式会社オートピア）設立

1974
トピーファスナー株式会社（現 トピーファ
スナー工業株式会社）設立

1976
九州ホイール工業株式会社（現 トピー
工業九州株式会社）設立

1977
合成マイカの販売開始　

1979
明海ガス株式会社設立

1985
トピーコーポレーション
（現 トピーアメリカ, INC.）設立

1987
化粧品用高品質合成マイカの実用化

1988
トピープレシジョン・MFG., INC.設立
PT. パコアクイナ社と技術援助契約締結

1989
Asahi Somboon Aluminium Co.,Ltd.

（現 アサヒテック・アルミニウム・タイランド）
設立
豊橋製造所「造機工場」操業開始

1995
豊橋製造所「棒鋼工場」操業開始

1998
全生産拠点でISO9001の認証取得

1999
トピーインターナショナル, U.C.A., INC. 
（現 トピーアメリカ, INC.）設立
トピー工業の全生産拠点でISO14001
の認証を取得

2007
広州ホイールホース旭アルミニウム有限
公司設立
トピーアメリカ, INC.設立 
（トピーコーポレーションとトピーインター
ナショナル, U.C.A., INC.が合併、ト
ピーインターナショナル, INC. は解散）
本社を東京都品川区大崎に移転

2008
サイエンス事業部

（現 研究開発センター）を新設
新日本製鐵株式會社（現 日本製鉄株
式会社）との業務提携強化

2015
豊橋製造所「新製鋼工場」操業開始

2016
MWイタリア社との業務・戦略的提携
強化

2017
ホイールズ インディア リミテッド社との
合弁会社
WIL カー ホイールズ リミテッド設立

2018
リンテックス株式会社を完全子会社化
ATCホールディングス株式会社を完全
子会社化

東都製鋼　豊橋製鋼所（現 豊橋製造所） トピーコーポレーション（現 トピーアメリカ, INC.）設立

豊橋製造所「きみとぼくホール」
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※1　営業利益または損失に減価償却費を足して算出しています。
※2　2016年10月1日を効力発生日として、普通株10株につき1株の割合で株式併合を実施したため、2012年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、1株当たり情報を算定

しています。

年　　度 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

経営業績（会計年度）〈単位：百万円〉

売上高 237,677 215,872 208,237 230,462 286,227 263,305 225,121 271,178 334,496 333,992 300,610

営業利益または損失 6,422 10,000 7,180 7,997 7,505 2,851 △ 2,943 △ 1,706 7,175 10,440 5,300

経常利益または損失 6,037 8,806 6,116 8,034 9,357 3,597 △ 575 △ 1,401 8,043 10,462 6,246

税金等調整前当期純損益 4,476 4,681 10,897 7,933 10,345 1,741 856 1,790 7,421 3,517 8,982

親会社株主に帰属する当期純損益 2,360 1,700 7,191 5,500 7,114 △ 4,497 578 386 6,321 4,676 6,387

設備投資額 20,374 8,815 9,874 12,132 25,100 13,397 10,371 8,429 8,939 9,847 9,769

減価償却費 10,315 11,321 10,631 10,599 11,110 12,332 12,515 12,775 13,295 12,787 12,199

EBITDA※1 16,737 21,322 17,812 18,596 18,616 15,184 9,571 11,068 20,471 23,227 17,500

研究開発費 1,202 1,059 1,137 1,131 1,096 1,115 1,057 1,107 1,045 1,081 1,152

財務状況（会計年度末）〈単位：百万円〉

総資産 252,456 231,583 223,050 248,102 284,198 254,659 264,672 282,195 292,322 298,291 281,751

自己資本 106,187 98,893 103,951 108,959 111,304 102,732 107,428 112,657 120,265 139,682 135,278

純資産 107,941 99,973 104,853 109,859 112,362 103,800 108,385 113,703 121,425 140,988 136,713

有利子負債残高 77,516 70,070 55,831 61,096 79,676 76,782 81,075 86,035 83,587 74,441 68,171

キャッシュ・フローの状況（会計年度）〈単位：百万円〉

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,440 19,346 10,130 10,780 11,725 16,206 5,730 △ 5,528 15,058 22,318 15,390

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,141 △7,529 △1,016 △5,861 △20,835 △ 16,048 △ 8,931 △ 2,609 △ 8,360 △ 9,403 △1,974

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,157 △8,391 △16,861 1,834 15,936 △ 6,461 3,668 3,527 △ 4,677 △ 12,578 △10,828

１株当たり情報〈単位：円〉※2

当期純損益 99.65 71.80 303.90 234.25 302.85 △ 191.42 24.70 16.61 276.51 204.88 281.13

配当金 40 60 80 80 90 40 20 20 88 103 103

財務指標〈単位：％〉

売上高営業利益率（ROS） 2.7 4.6 3.4 3.5 2.6 1.1 △ 1.3 △0.6 2.1 3.1 1.8

自己資本利益率（ROE） 2.4 1.7 7.1 5.2 6.5 △ 4.2 0.6 0.4 5.4 3.6 4.6

自己資本比率 42.1 42.7 46.6 43.9 39.2 40.3 40.6 39.9 41.1 46.8 48.0

期末従業員数〈単位：人〉
［外、平均臨時雇用者数］

4,596 
［573］

4,408 
［597］

4,568 
［587］

5,034
［581］

6,241
［869］

6,181
［1,016］

6,153
［756］

5,897
［779］

5,706
［842］

5,621
［1,034］

5,340
［883］

財務データの詳細については、当社ウェブサイトに掲載の「有価証券報告書」などをご参照ください。

11年間 連結財務データ
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非財務ハイライト

単位 対象範囲 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
環境マネジメントシステム

ISO14001取得割合 ％ 連結※1

生産拠点 71 75 75 75 75

温室効果ガス排出量※2

Scope 1 千t-CO2 連結 1,228 1,294 1,239 982 295
Scope 2※3 千t-CO2 連結 370 363 361 399 360
Scope 3 千t-CO2 連結 － － － 4,139 3,077

エネルギー使用
エネルギー使用量※4 TJ 連結 12,694 13,224 13,039 11,712 11,320

取水
市の水道総供給量および工業用水 千m3 連結 2,878 2,959 2,967 2,860 2,300
地下水取水量 千m3 連結 877 820 847 808 736

排水
排水量合計 千m3 連結 1,819 1,869 1,829 1,964 1,399

廃棄物
リサイクル量 t 連結 217,248 248,521 246,249 217,251 164,541
廃棄物排出量 t 連結 236,154 265,068 261,787 234,431 184,129

化学物質

PRTR法※5対象物質の排出量 t 連結 
日本 231 232 213 248 222

PRTR法対象物質の移動量 t 連結 
日本 251 347 351 339 308

VOC※6総排出量・移動量 t 連結 
日本 230 232 213 248 222

汚染物質

大気汚染物質　NOx（窒素酸化物） t 連結 
日本 189 146 167 157 62

大気汚染物質　SOx（硫黄酸化物） t 連結 
日本 85 92 30 58 1

単位 対象範囲 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
取締役会

男性取締役数 人 単体 6 6 7  8 7
女性取締役数 人 単体 0 1 1 1 1
社外取締役数 人 単体 2 2 3 3 3
社外取締役のうち
独立役員に指定されている人数 人 単体 2 2 3 3 3

非業務執行取締役または
独立取締役数 人 単体 2 2 3 3 3

業界経験のある社外取締役
または非業務執行取締役の数 人 単体 0 0 0 0 0

取締役会開催回数 回 単体 17 18 17 15 17
取締役出席率 ％ 単体 100 100 100 100 99
取締役の平均在任年数

（年度末在籍の取締役を対象） 年 単体 1.9 2.1 2.1 2.6 2.0

監査役会
監査役会の人数 人 単体 4 4 4 4 4
社外監査役の人数 人 単体 2 2 2  2 2
監査役会の開催回数 回 単体 15 16 15 15 13
監査役会の平均出席率 ％ 単体 100 100 100 100 100

指名報酬委員会
指名諮問委員会の開催回数 回 単体 3 3 5 5 4
報酬諮問委員会の開催回数※10 回 単体　 4 3 2 2 3

コンプライアンス・リスクマネジメント
内部通報・相談件数 件 連結 8 14 10 7 13

採用
新卒採用人数　男性 人 単体 44 40 35 35 40
新卒採用人数　女性 人 単体 11 10 9 14 18
中途採用人数　男性 人 単体 14 8 10 27 34
中途採用人数　女性 人 単体 1 0 5 20 5
中途採用比率 ％ 単体 21 14 25 49 40

平均勤続年数
男性 年 単体 19 19 19 20 19
女性 年 単体 13 13 13 12 11

障がい者構成
障がい者雇用率※8 ％ 単体 2.4 2.5 2.5 2.9 3.0

休暇制度の利用状況
年次有給休暇平均取得率 ％ 単体 67 76 72 73 79
年次有給休暇平均取得日数 日 単体 13 15 16 16 16
育児休職制度利用者 人 単体 7 14 11 25 27
介護休職制度利用者 人 単体 0 0 0 1 1

社会貢献支出
寄付金 百万円 単体 1.0 0.4 1.6 10.3 3.5

労災、疾病※9

休業災害度数率（従業員） 件/1Mh 連結 
日本 0.74 1.01 1.13 1.03 0.68

死亡事故数（従業員） 件 連結 0 1 0 0 1
労働災害件数 件 連結 11 15 17 15 9

労働災害件数 件 連結 
日本 8 11 12 11 7

環境

ガバナンス

単位 対象範囲 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
従業員構成※7

従業員人数　連結 人 連結 6,153 5,897 5,706  5,621 5,340
従業員人数　男性　連結 人 連結 4,974 4,742 4,585 4,505 4,272
従業員人数　女性　連結 人 連結 1,179 1,155 1,121 1,116 1,068
女性比率　連結 ％ 連結 19 20 20 20 20

管理職構成
全管理職人数　連結 人 連結 739 721 735 734 733
管理職人数　男性　連結 人 連結 700 685 689 694 691
管理職人数　女性　連結 人 連結 39 36 46 40 42
女性管理職比率　連結 % 連結 5.3 5.0 6.3 5.4 5.7
全管理職人数　単体 人 単体 255 248 242 256 255
管理職人数　女性　単体 人 単体 6 6 6 6 7
女性管理職比率　単体 ％ 単体 2.4 2.4 2.5 2.3 2.7

社会

※10　取締役の報酬決定に関する会合のみ。報酬制度検討に関する会合は別途開催しています。

※1　対象範囲を「連結」と記載した項目は、特段の記載が無い場合は連結子会社が対象です。ただし、環境に関する項目については、広州旭ドンリン　リサーチ＆デベロップメント
有限公司は含めていません。

※２　2023年度までの集計対象は、連結子会社の元発電事業分を含みます。
※３　電力の排出係数は、調整後排出係数/マーケット基準としています。
※４　2023年度までの集計対象は、連結子会社の元発電事業分を含めていません。
※５　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
※６　揮発性有機化合物

※7　「社会」の中の従業員に関する項目は、特段の記載が無い場合、日本国内についてはいわゆる正社員を対象にしています。
※8　有期労働契約者を含めています。
※9　広州旭ドンリン   リサーチ＆デベロップメント有限公司は含めていません。一方、持分法適用関連会社の北越メタル（株）を対象範囲に含めています。また、被災者等の属性にか

かわらず、協力会社を含めた当社グループの事業所内で生じた災害等が対象です。
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関係会社の状況 株主・投資家情報

名　称 住　所 資本金（百万円） 主要な事業の内容 議決権の所有割合
または被所有割合（％）

（連結子会社）

トピー実業（株） 東京都品川区 480 鉄鋼、自動車・産業機械部品、
その他 100

トピー海運（株） 愛知県豊橋市 225 鉄鋼 100

トピーファスナー工業（株） 長野県松本市 310 自動車・産業機械部品 100

（株）トピーレック 東京都江東区 300 その他 100

九州ホイール工業（株） 福岡県京都郡苅田町 100 自動車・産業機械部品 100

（株）トージツ 愛知県豊橋市 80 鉄鋼 100（100）

（株）オートピア 東京都八王子市 30 自動車・産業機械部品 100（100）

明海リサイクルセンター（株） 愛知県豊橋市 200 鉄鋼 100 （30）

（株）三和部品 茨城県坂東市 200 自動車・産業機械部品 100

明海発電（株） 愛知県豊橋市 205 発電 100

リンテックス（株） 岡山県倉敷市 100 自動車・産業機械部品 100

西部ホィール（株） 岡山県倉敷市 10 自動車・産業機械部品 100（100）

ATCホールディングス（株） 静岡県掛川市 100 自動車・産業機械部品 100

旭テック（株） 静岡県掛川市 100 自動車・産業機械部品 100（100）

トピーアメリカ, ＩＮＣ. アメリカ合衆国ケンタッキー州フランクフォート市 600（米ドル） 自動車・産業機械部品 100

トピープレシジョンMFG., INC. アメリカ合衆国イリノイ州エルクグローブビレッジ 50千（米ドル） 自動車・産業機械部品 100（100）

トピーファスナー（タイランド） LTD. タイ国チョンブル県ドンファロムアン市 50百万（タイバーツ） 自動車・産業機械部品 90 （55）

福建トピー汽車零件有限公司 中華人民共和国福建省福州市 194百万（人民元） 自動車・産業機械部品 100

トピー履帯（中国）有限公司 中華人民共和国山東省青島市 458百万（人民元） 自動車・産業機械部品 100

トピーファスナー・ベトナム ＣＯ., ＬＴＤ. ベトナム社会主義共和国フンイエン省イエンマイ県 6,240千（米ドル） 自動車・産業機械部品 100 （80）

トピー パリンダ マニファクチャリング 
インドネシア インドネシア共和国西ジャワ州カラワン県 7,105億（ルピア） 自動車・産業機械部品 90

トピー履帯インドネシア インドネシア共和国西ジャワ州ブカシ県 412億（ルピア） 自動車・産業機械部品 100 （3）

トピー・エムダブリュ・マニュファクチャリング・
メキシコ S.A. DE  C.V. メキシコ合衆国グアナファト州シラオ市 867百万（ペソ） 自動車・産業機械部品 95

輪泰科斯（広州）汽車零配件有限公司 中華人民共和国広東省広州市 257百万（人民元） 自動車・産業機械部品 100（100）

アサヒテック・アルミニウム・タイランド タイ国チョンブル県クロンタムル市 1,480百万（タイバーツ） 自動車・産業機械部品 100（100）

広州旭ドンリン　リサーチ＆ 
デベロップメント有限公司 中華人民共和国広東省広州市 11百万（人民元） 自動車・産業機械部品 51 （51）

（持分法適用関連会社）
北越メタル（株） 新潟県長岡市 1,969 鉄鋼 35.1 （1.3）

広州 ホイールホース旭アルミニウム有限公司 中華人民共和国広東省広州市 216百万（人民元） 自動車・産業機械部品 49 （49）

広東ダイカスタル旭汽車零部件有限公司 中華人民共和国広東省英徳市 40百万（人民元） 自動車・産業機械部品 25 （25） 

（その他の関係会社）

日本製鉄（株） 東京都千代田区 569,519 鉄鋼製品等の製造、販売
およびエンジニアリング

0.1
（被所有）22.7 （0.9）

（注）1. 「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しています（その他の関係会社を除く）。
2. トピーアメリカ,ＩＮＣ.およびトピープレシジョンＭＦＧ.,ＩＮＣ.は上記資本金のほかに、それぞれ額面超過払込額106,499,400米ドルおよび4,950,000米ドルがあり、資本の

額は、それぞれ106,500,000米ドルおよび5,000,000米ドルとなっています。
3. トピー実業（株）、トピーアメリカ,ＩＮＣ.、福建トピー汽車零件有限公司、トピー履帯（中国）有限公司、トピー パリンダ マニファクチャリング インドネシア、トピー・エムダブリュ・マ

ニュファクチャリング・メキシコ S.A. DE C.V.、輪泰科斯（広州）汽車零配件有限公司およびアサヒテック・アルミニウム・タイランドの８社は特定子会社に該当します。
4. 九州ホイール工業（株）は、2025年10月1日に「トピー工業九州（株）」へ社名を変更しました。
5. 明海発電（株）は、2024年3月末で事業を廃止しています。
6. 北越メタル（株）、日本製鉄（株）は有価証券報告書を提出しています。
7. 「議決権の所有割合または被所有割合」欄の（　）は、間接所有割合または間接被所有割合で内数です。

2025年3月31日現在
2025年3月31日現在

所有者別株式分布状況

（注）1. 当社は、自己株式を1,973,863株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
なお、自己株式には、取締役等向け株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式を含めておりません。

2. 持株比率は自己株式を控除して計算しています。
3. トピーファンドは当社および関係会社取引先持株会の名称です。

株式上場市場 東京証券取引所プライム市場・名古屋証券取引所プレミア市場（証券コード7231）
発行可能株式総数 88,300,000株
発行済株式の総数 24,077,510株
株主の総数 15,503名

大株主一覧（上位10名） 
株　主　名 持株数（株） 持株比率（%） 

日本製鉄株式会社 4,818,264 21.80
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,059,000 9.32
トピーファンド 1,198,410 5.42
明治安田生命保険相互会社 975,134 4.41
株式会社みずほ銀行 787,802 3.56
トピー工業グループ社員持株会 757,231 3.43
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 474,334 2.15
株式会社りそな銀行 413,605 1.87
INTERACTIVE BROKERS LLC 293,300 1.33
株式会社横浜銀行 255,919 1.16

金融機関
24.82%個人・その他

37.05%

外国人
11.81%

自己株式は個人・その他に含めて記載しています。

証券会社
0.89%

その他国内法人
25.43%

事業年度 4月1日から翌年3月31日
定時株主総会 6月
基準日 3月31日（定時株主総会・期末配当）

9月30日（中間配当）

単元株式数 100株
株主名簿管理人

（特別口座管理機関）
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

お問い合わせ先 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
TEL：0120（782）031 （フリーダイヤル）
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